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上会」が設立された昭和 3 年当時、塩根川部落には別の 2 つの若者組織の存在が認められ
                                                  

















































                                                  
11  後述されるように、満州開拓団は広大な土地に県または同郷単位で構成され、佐藤孝治が入団した  





















のは少なく、山形県からは 1 点も蒐集されなかったことである。 
 ②青年団の正史としての性格が強い文献。 










中共有文書目録』昭和 60 年 くにたち中央図書館16。本著は地域の古文書・古記録の収集・
保存を目的 に、調査・目録作成・翻刻・発行したものである。本著は時の経過と自治体の
合併・統合の進展とともに歴史的史料が失われることに対する危機感が編纂への原動力に
なったという。本記録は、資料的性格の強い著作で、前者は、大正 7 年から昭和 15 年が
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対象で、「北多摩郡青年団団則」(大正 7 年 3 月)、「谷保村青年団団則」(昭和 11 年 3 月)お
よび、「公文書往復書綴り(抄)」(大正 7 年～昭和 6 年)、「青年団書類(通知書 抄)」(大正 7
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第 1 節 近代日本青年団生成の契機 
















立した地区の連合組織としての遠江国報徳社(現静岡県掛川町、明治 8 年 11 月)で、これは




治 16 年)一般販売された。明治 18 年には、岡田良一郎が農商務卿西郷従道に「報徳社規
則草案」を提出し、具体的な経済施策として報徳仕法の導入を勧めた5。こうして、松方デ
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2 年のことである。明治 11 年からはこれを杉山青年報徳学社として杉山報徳社の付設とし
た。そこでは、「成人青年層を教化の枠内に導入して、一村民の結社として負債整理と村の
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病後の静養に来た枢密顧問官井上毅だった、時に明治 23 年のことである。同 26 年、文部
大臣となった井上は当地に視学官を派遣してこれを調査させ、同年 11 月には「実業補習
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八年地方経営大観』36として示されている。その内容は、「第 1 章 挙国人心の作興」、「第
2 章 自治庶般の整善」、「第 3 章 地方教化の発展」、「第 4 章 殖産事業の振興」、「第 5
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32  佐々木豊「地方改良運動と町村是調査」『地方改良運動史資料集成』第 1 巻 1986 柏書房 44 頁。 
33  留岡幸助「三周年を経たる事の感想」報徳会『斯民』第 4 編 2 号 1909 30-31 頁。 
34  前掲『斯民』第 4 編第 1 号 1909 年 4 月 表紙裏 。 
35 前掲『斯民』第 3 編第 5 号 1908 年 7 月 77 頁。 













楽事業の利導」、⑭「移住出稼の事績」、などである38。                                                              





の傾向を顕し始めた40。明治 42 年 11 月号の『斯民』には、「地方斯民会または報徳会標
準ノ要綱」が掲載された。その「目的」は、「本会ハ教育勅語戊申詔書ノ御趣旨を遵奉シテ
精神訓育ヲ奨メ広ク道徳経済ノ調和、地方自治ノ作興、教育産業ノ発達其他一般地方ノ改











                                                  
37  中川望「農村自治と青年団体」、前掲『斯民』第 2 偏第 11 号 1908 年 2 月 16 頁。 
「地方人心の一新」の必要については井上友一も明言している。 
38  「自治要鑑」『地方改良史料集成』第 2 巻 1986 柏書房 134-199 頁。  
39  宮原誠一・丸木政臣・伊ヶ崎暁生・藤岡貞彦『資料日本現代教育史 4 戦前』三省堂 1974 117 頁。  
40  西村精一『五人組制度新論』1940(昭和 15)年 10 月(初版は昭和 13 年 3 月) 岩波書店 72 頁。  




制改正法案の例を示している。                                                                    
41 「中央報徳会」に青年部が付設されるのは大正 5 年 1 月、同年 11 月 立太子記念として「青年団中央
部」と改称、翌 2 年、機関紙『帝国青年』を発刊。前掲『大日本青年團史』122-124 頁。 








政府の、青年団との関わりは、明治 38 年 4 月、時の内務大臣芳川顯正が、明治天皇の






青年団に対する方針を決定づける契機になったものと思われる。同年 9 月 29 日、内務省
は地方局長吉原三郎の名で、地方長官宛に通牒「地方青年団向上発達二関スル件」を発表
し、市町村是に関する調査とともに地方青年団体の督励および調査を命じた44。これが政















検査が行われた時期は必ずしも明確ではないという47。明治 38 年 12 月、文部省は壮丁検







平山和彦「青年集団史研究序説」下巻『合本 青年集団史研究序説』1988 新泉社 11 頁から再引用。 
44 前掲『大日本青年團史』附録 197 頁。 
45 前掲『日本近代教育百年史』482 頁。 
46 山本瀧之助『地方青年団体』1909 年 12 月 洛陽堂 106 頁。 










          明治三十三年度大阪府壮丁普通教育程度取調書           　　明治33  普通教育程度取調書








読書算術ヲ知ラサル者 2,871 29.64 593 13.28 2,278 29.26
        計 12,250 100 4,464 100 7,786 100
        ※明治三十三年度大阪府壮丁普通教育程度取調書1頁より作成。
          当該調査結果は文章で書かれているため、表の作成時には未記載部分が空白になった。  
明治 33 年度の大阪連隊区司令部および神戸連隊区司令部において徴兵検査を受けた壮
丁は大阪府管内で 12,250 人だった。上掲〔表 1-1〕で判明したのは、この当時には「読書















                                                                                                                                                           
宣文堂書店出版部 1 頁。 
48  「壮丁教育成蹟調査実行並報告方」明治 38 年 12 月 23 日巳省普三三号 各地方庁へ普通学務局通 
牒)文部省編『文部省例規類纂』第 3 巻 1987 大空社 562-563 頁。 
49  「明治三十三年度大阪府壮丁普通教育程度取調書」、前掲『近代日本教育資料叢書』資料篇四。 




約 40 万人の壮丁のうち、上記 11 段階の割合が 23.39%であり、この上に 12 段階を合わせ
ると、全壮丁のうち尋常小学校卒業未満の学力しか身につけていない者が実に総員の
59.38%に達する(「読書算術ヲ知ラザル者」だけでは 23.39%)という驚くべき事態を明ら
かにした。これは、明治 38 年では 25.47%、明治 44 年では 13.48%にまで漸減しているも
のの、明治 33 年には義務教育 4 年制が、同 40 年には 6 年制がそれぞれ成立しており、日
本の義務教育就学率は、明治 33 年年に 81.5%、同 38 年には 95.6%に達していると、文部
省はその高就学率を誇っていたのだから51、現実の壮丁教育検査結果が文部省当局者に与





これに関連して文部省では、明治 38 年 3 月、東京高等師範学校付属小学校、女子高等師
範学校付属小学校のほか、東京府、静岡・山梨・群馬・千葉各県下の 3 校の尋常高等小学
校尋常科第 4 学年 21 学級、同高等科第 2 学年 20 学級・高等科第 4 学年 18 学級、合計 59
学級の児童を対象に、修身・国語(読み方・綴り方・書き方)・算術・および高等科の児童
には地理・歴史・理科を加えた各科目について学力検査を行った53。この結果を憂慮し、












の内務省地方局長通牒「地方青年團向上發達ニ関スル件」および、同年 12 月 27 日付文部
省普通学務局長沢柳清太郎から地方長官宛の青年団の設置とその指導を加えるよう奨励し
た通牒、「青年団ニ関スル件」の発表に至ったことはその文面からもほぼ間違いないだろう
56。さらに、明治 40 年 10 月 4 日、文部省普通学務局は各地方庁に対して次の通牒「壮丁
                                                  
51  文部省「学制百年史」www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo6/gijiroku/ 
52 大川盛行「県下青年団員並に指導者諸君に告ぐ」飯島金次郎編集『山形県教育』山形県教育会発行 
1918 年 2 月 1 日 8-9 頁。 
53  官報第 6644 明治 38 年 8 月 22 日、前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 474 頁から再引用。 
54  前掲『大日本青年團史』92 頁。 
55  前掲『大日本青年團史』92-93 頁。 

























路修理請負事件」だろう。これは、同年 6 月 1 日に着任した大芝惣吉知事が道路改修に青
年団を総動員したため、自党である政友会の党勢拡張に利用したとして県議会で厳しく追
及された事件である61。類似の事件は各地で発生していたものと思われる。危機感を抱い




                                                                                                                                                           
「青年団ニ関スル件」明治 38 年 12 月 27 日 文部省普通学務局長、前掲『大日本青年團史』      
附録 1943 197-198 頁。 
57 「壮丁教育成績調査ノ結果小学校教育ノ内容改善督励及児童卒業後ノ補習教育奨励方」 
   明治 40 年 10 月 4 日未発普三六七号 各地方庁へ普通学務局通牒文部省編『文部省例規類纂』 
第 3 巻 1987 大空社 590 頁。 
58  平山和彦によれば、官製青年団とは、「政府当局の指令・勧奨に基づき、青年団が地方当局および地
域社会の指導層によって育成され、指導と統括を受けたことを意味する」という。 
前掲『合本 青年集団史研究序説』下巻 108 頁。 
59  萩原進『群馬県青年史』国書刊行会 1980(昭和 32 年初版）355-358 頁 。 
60 前掲『日本近代教育百年史』第七巻 602-603 頁。 
61  前掲『群馬県青年史』355 頁。 
62 内務省秘 546 号内務省地方局通牒大正 2 年 9 月 30 日付「地方青年團ニ関スル件」、 
































して青年団の監督を強化していく。翌明治 45 年 11 月、文部省内で「第一回青年団調査委
員会」を開催、青年団は補習教育機関であると同時に公共事業団体であると規定されるに
至った69。こうして明治末期、青年団は文教政策上、通俗教育機関として位置づけられ、 
                                                  
63 前掲『大日本青年團史』94 頁。 
64  前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 604 頁、明治 45 年の貴族院予算委員会における長谷場純孝文
部大臣の発言。 
65  倉内史郎『明治末期社会教育観の研究』野間教育研究所紀要第 20 輯日本教育史基本文献・史料叢書 
1992 大空社 22 頁。 
66  前掲『大日本青年團史』附録「第一青年団発達年表」11 頁。 
67 「文部省普通学務局長田所美治幹事の談話」『讀賣新聞』1911(明治 44 年 5 月 19 日)、『日本近代 
教育百年史』第 7 巻 1974 489 頁。 
68 「通俗教育調査委員会官制」前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 488 頁。 















第 2 節 軍事的国民教化策と青年教育体制の整備過程 
 ( 1 ) 内務省・文部省訓令「青年團體ノ指導発達ニ関スル件」発令の経緯 
第一次世界大戦が日本の国家官僚に与えた衝撃はことのほか大きかったようだ。青年団
には、本大戦開戦前後に内務・文部・陸軍各省による直接的な関与が本格化し始める。大














                                                  
70  ただし、『文部省年報』のなかにおいて最初に通俗教育の用語が現れたのは「第三十三年報」におい
て文部省から地方長官に宛てた通牒のなかに「通俗教育ニ関スル件」が含まれていることを報じた
ものだった。前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 459 頁。 
71 前掲『大日本青年團史』103-106 頁。 
72 山本瀧之助『地方青年団体』1933 山本高三 94 頁。 
73  内務省・文部省訓令「青年團體ノ指導発達ニ関スル件」、内務省・文部省次官通牒「青年団体ニ関ス
ル件」・「青年団体ノ設置ニ関スル標準」大正 4 年 9 月 15 日、前掲『大日本青年團史』附録 199-201
頁。 
74 文部省社会局編『実業補習教育の沿革と現状』芳文閣 1988(昭和 63)年 8 月 20 日 第 2 刷 35 頁。同
書の初版は昭和 9 年 12 月、文部省社会局編 青年教育普及会の発行で、実業補習教育 40 周年を迎え
たことを機に研究者に対して資料提供の為刊行したことが、同書「序」に記されている。                                
75  田澤義鋪「青年団の使命」『近代日本青年期教育叢書』「第Ⅲ期・青少年団・青年組織論」第 8 巻  





































                                                  
76 前掲『大日本青年團史』89 頁(註)。 
77 前掲『大日本青年團史』89 頁。 
78 前掲『大日本青年團史』115 頁。 
79  前掲『大日本青年團史』113-114 頁。 
80  陸軍少将田中義一『社會的國民教育 一名青年義勇團』1915 年 4 月。 


































らなければならないと認識された。明治 41 年、軍隊内務書が、同 42 年には歩兵操典の改
正があって、「軍隊ハ独リ軍人トシテノ技能ヲ養成スルノミニアラスシテ実ニ其ノ人ノ精神
                                                  
82  前掲『大日本青年團史』116 頁。 
83 「寺内正毅文書」大正 4 年 9 月 1 日付寺内正毅宛 田中義一の書簡 、 
由井正臣『軍部と民衆統合』2009 岩波書店 139 頁。 
84  陸軍大臣田中義一『帝国の使命と青年の覚悟』1918(大正 7) 誠文堂 108 頁。 
85  前掲『軍部と民衆統合』140 頁。 
86 前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』114 頁。 
87  大江志乃夫『国民教育と軍隊』1974 新日本出版社 283 頁。 



































                                                  
89 前掲『国民教育社必携 帝国陸軍』60-61 頁。 
90  この点について、遠藤芳信「在郷軍人会設立の軍制史的考察」『季刊現代史』第 9 号 1978 年 
9 月 37-38 頁では、国民教育は軍隊教育において完成されると自認されるに至ったとされる。 
91  前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』1915(大正 4)年 4 月 142 頁。 
92 前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』12-13 頁。 
93  前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』11-13 頁。 
94 前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』14 頁。 
95 前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』15-16 頁。 
96 前掲『社會的國民教育 一名青年義勇團』99-102 頁。 
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( 2 ) 国民統合政策‐民力涵養運動から教化団体連合会へ‐ 
第一次世界大戦についての報告は、軍関係以外の指導層にも非常な危機感をもって迎え


























集会数 63,227 回、参加人員 1,719 万 1,792 人(人述
マ マ
)、そのうちの講話会の回数 53,458 回、
参加人員 1,333 万 8,262 人を集めたことを誇ったのだが、一方で「事業の前途や益々遼遠
である」と不安な心情を吐露した104。大正 11 年、内務省社会局伊藤貢は、講演・講話中
心から「殊に下層民相手の宣伝に於ては是非活動写真に依るのが効果を挙ぐる一策と信」
                                                  
97  前掲『斯民』第 14 編 1 号 1919 年 1 月。 
98   社会局社会部「本邦社会事業概要」昭和 3 年 204 頁、社会福祉調査研究会『戦前期社会事業史料集 
成』1985 日本図書センター所収。 
99   内務省地方局編『民力涵養宣伝経過』1920 内務省 1 頁。 
100  社会局社会部「本邦社会事業概要」大正 11 年 内務省社会部 89 頁、社会福祉調査研究会 
『戦前期社会事業史料集成』第 2 巻 1985 日本図書センター所収。 
101  大霞会編『内務省史』第 3 巻 1971 財団法人地方財務協会 377 頁。 
102  前掲『内務省史』第 3 巻 378 頁。 
103 前掲『民力涵養宣伝経過』10 頁。 











良平など 11 団体からの 12 名だった106。「内務省はこの懇談会を通して事実上教化団体の
組織化に踏み出し」107、国民の思想統制に臨んだといえる。 
一方、同じ時期に文部省でも教化団体の組織化に向けて動きだしていた。内務省が民力




たのだった109。大正 9 年 11 月、同省普通学務局第四課員を中心に社会教育研究会が結成
され、機関紙『社会と教化』(大正 10 年 1 月創刊)を発刊して上の目的に沿った調査・研究
とその成果を発表することになった。 
第一次大戦後の財界の反動期に入り、貿易不振・諸物価の高騰が国民生活をさらに不安








面から取り組み具体化させるのは時代の流れとしては当然だった。本大戦後、大正 9 年 8
月 23 日、勅令第 28 号によって内務省官制の改正があり、それまで同省地方局の下にあっ
た社会課を独立させ、社会行政を専管する社会局が設置された112。こうして細々とではあ
るが国民の福利・厚生に関する調査・事業がはじめられた。この設置の理由や意義につい
                                                  
105 山本悠三「大正期の教化団体史 その 1」『東京家政大学研究紀要』第 43 集(1)、2003122 頁。 
106 前掲『斯民』第 16 編 6 号 1921 年 6 月 55 頁、「民力涵養懇談会」。 
107  山本悠三「大正期の教化団体史 その 1」『東京家政大学研究紀要』第 43 集(1)、2003 121 頁。 
  なお教化団体統合については山本の研究成果に負うところが大きいことを付記しておく。 
108 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 1974 862 頁。 
109   社会教育研究会『社会と教化』第一巻第二号 29 頁 復刻版 1990 大空社。  
110  前掲『内務省史』第 3 巻 378 頁。 
111  前掲『内務省史』第 3 巻 363 頁。 
112  社会局は、大正 11 年 11 月 1 日勅令第四六〇号をもって社会局官制を発布し、内務大臣の管理の下
に外局としての社会局を設置し、従来、各省に分属していた労働行政事務を統合して、内務省の所
管になった。前掲『内務省史』第 3 巻 391 頁。 
26 
 
て、後に同局第二課長となった大野緑一郎は次のように懐古した113。     










その事業は多岐にわたった。大正 14 年 6 月には普通選挙法(衆議院議員選挙法改正)を成立
させ、昭和 4 年 4 月、法律第 39 号「救護法」。同 6 年 3 月「軍事救護法」改定による被救




















和 4 年 7 月、同省内に社会教育局が創設されたことで、教化総動員運動の準備が整うこと
                                                  
113  前掲『内務省史』第 3 巻 370-372 頁。 
114  前掲『内務省史』第 3 巻 374-375 頁。 
115 山本悠ニ『教化団体連合会史Ⅰ』1989 学文社 8 頁。  
116 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 864 頁。 




( 3 ) 軍事的国民教育体制整備‐臨時教育会議の議論を中心に‐ 
既に述べたように、明治末期、内務官僚を中心にした地方改良運動が全国的に展開され






























この会議は、上の立場から、大正 6 年 9 月 20 日、岡田良平文部大臣主導により内閣総理
                                                  
118 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 864。 
119 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 860 頁。 
   小松原英太郎君伝記編集実行委員会『伝記叢書 55 小松原英太郎君事略』1988 大空社 110-122 頁。 
120 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 950 頁。 
121  海後宗臣編『臨時教育会議の研究』1960 東京大学出版会 1012 頁。 





































                                                  
123  前掲『臨時教育会議の研究』5-6 頁。 
124 前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 870 頁。 







































                                                  
127 前掲『臨時教育会議の研究』、「建議第ニ」「教育ノ効果ヲ完カラシムヘキ一般説明ニ関スル建議」 
959-965 頁。 
128  文部省普通学務局編『実業教育五十年史続編』1936 52 頁。 
129 前掲『臨時教育会議の研究』、「諮問第七号 実業教育ニ関スル件」785 頁。  






















明治 40 年の「小学校令」改正により、義務教育は 2 年延長された。これは、日本の教
育史上で画期的な意義があったのと同時に、いずれは「六ヶ年以上ニ延長スルコト」136を
前提にした改正だったという意味で重要な課題を伴うものだった。明治の「学制」改革以
来、一貫して義務教育 8 年制の実現を念願してきた文部省にとっては、尋常小学校 6 年義
務制の実現は、高等小学校 2 年を義務化して 8 年義務制を前提にするものであり、第一次
世界大戦後の国際的潮流にも沿うものだった。本来義務教育および補習教育の年限延長問
題は、「工場法」(明治 44 年制定、大正 5 年 9 月から施行)との関連において議論されなけ
ればならない重要事項である。しかしながらこの法律では、工業方面において 12 歳より
就業許可(軽易なる業務に限り例外として 11 歳より就業を認めた)、15 歳未満の者を保護
年齢とし、その労働時間は原則上 1 日 12 時間に規定されていた。したがって、現実問題
として該法律との整合性という意味においても、義務教育年限延長の実現は極めて困難だ
ったといわざるをえない。 
実業補習学校は、大正 4 年以降その設立が拡大された。学校数を比較したとき、大正 4
年時の全国工業補習学校数 168 校に対して、農業補習学校は 6,528 校、実業補習学校全数
                                                  
131 前掲『臨時教育会議の研究』「諮問第七号 実業教育ニ関スル件」「答申」788 頁。 
132 前掲『臨時教育会議の研究』「諮問第七号 実業教育ニ関スル件」「答申」(注)830 頁。 
133 「大学令」大正 7 年 12 月 6 日公布 勅令第 388 号、同 8 年 4 月 1 日施行、昭和 22 年 4 月 1 日廃止。 
134  文部省社会教育局『実業補習教育の沿革と現状』1934 青年教育普及会 35 頁。 
135  前掲『臨時教育会議の研究』「臨時教育会議委員略歴」、 
「諮問第一号 小学校教育ニ関スル件 その二(一)」の「Ⅰ答申」145-146 頁。 
136  「小学校令及同施行規則中改正ノ要旨並施行上ノ注意事項」文部省訓令第一号改正ノ趣旨説明。 
前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 百年史 933 頁。 
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は 8,908 校、同 9 年では工業補習学校が 132 校に減少傾向を示しているのに対して、農業































                                                  
137 前掲『臨時教育会議の研究』「臨時教育会議委員略歴」264 頁。 
文部科学省 HP 「学制百年史 第一編 第三章 第六節 三 実業補習学校」、                 
www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpbz198101/hpbz198101... 
138 前掲『臨時教育会議の研究』、「諮問第七号実業教育ニ関スル件」「実業教育ニ関スル件答申理由書」  
789-790 頁。 
139 「実業補習学校規定」大正 9 年 12 月 17 日 文部省訓令第 32 号、 
文部省普通学務局編『実業教育五十年史 続編』1936 53 頁。 
140 前掲『臨時教育会議の研究』268 頁。 

































                                                  
142  前掲『臨時教育会議の研究』「諮問第一号小学校教育ニ関スル件 その二(三)」の「Ⅰ審議経過」 
250-251 頁。  
143 前掲『臨時教育会議の研究』251 頁。  
144  前掲『日本近代教育百年史』第 7 巻 252 頁。 
145 前掲『臨時教育会議の研究』「諮問第一号小学校教育ニ関スル件 その二(三)」の「Ⅰ審議経過」 
253-254 頁。 
146 明治 42 年(1909)2 月 13 日、第 25 帝国議会で商工関係者を中心に結成された戊申倶楽部の代表清
水市太郎が、『非常時特別税』1 億 6 千万円の廃止を要求するなかで、軍事費削減のため、高等小学
校以上に兵式教育を加味し、もって 2 年兵役を 1 年に短縮せよと論じていたという。竹中暉雄「学
生軍事教練の開始」池田進・本山幸彦編『大正の教育』1978 第一法規出版 725 頁。 
147 「第四十五回帝国議会衆議院」、「軍備ノ整理縮小案外一件ノ委員会」における犬養毅委員の意見の 
中で、「在営年限ヲ短縮スルト云フノハ、詰リ軍隊ヲ国民化スル…」ことであることが表明されて 




























                                                  
148 前掲『臨時教育会議の研究』、「建議第一」「兵式体操振興ニ関スル建議」「理由」915 頁。  
149 前掲『臨時教育会議の研究』「建議第一」「兵式体操振興ニ関スル建議」における、阪谷芳郎(貴族院
議員)の意見 924 頁、 
150 前掲『臨時教育会議の研究』918 頁、「建議第一」「兵式体操振興ニ関スル建議」における、江木 (貴 




員長による「理由」説明 928-929 頁。 
153 前掲『臨時教育会議の研究』、「建議第一」「兵式体操振興ニ関スル建議」における意見(発言者氏名 
不詳) 935 頁。 
154 前掲『臨時教育会議の研究』944 頁。 
大久保利謙編「森有礼全集」第 1 巻 348 頁、『近代日本教育資料叢書』人物篇一 1972 宣文堂書店。  








 その後、大正 13 年 4 月 15 日、勅令第 85 号「文政審議会官制」の公布により、文政審





ての答申は、大正 14 年 4 月 13 日、勅令第 130 号、「陸軍現役将校学校配属令」および関
係各法令に160、また「諮詢第七号 青年訓練所ニ関スル件」についての答申は、同 15 年
4 月 20 日、勅令第 70 号、「青年訓練所令」(概ね 16 歳より 20 歳迄の男子に対し訓練を行
う。設置者は、市町村、市町村学校組合、町村学校組合ならびに私人とする。訓練項目、
修身及び公民科、教練、普通学科、職業科) 、および関係各法令となって実現されるに至








第 3 節 全国連合青年団組織化過程 
( 1 ) 青年団中央部の発足 
大正初期の青年団は変革期にあった。地方青年団の組織化については、当初から中央報
徳会は主導的な立場を有していたのだが、大正 4 年 9 月 15 日の内務省・文部省による青
年団に関する最初の訓令「青年団体ノ指導発達ニ関スル件」発令に際しても、中央報徳会
はその中心的な役割を担ったのである。2 回目の両省による訓令「青年団体ノ健全発達ニ






                                                  
158  例えば衆議院議員尾崎行雄や同島田三郎らは、軍事費の縮減による義務教育年限延長および国庫負 
担増額を主張している。『教育時論』大正 11 年 1 月 5 日 2-13 頁、1994 冬至書房。 
159  国立教育研究所内日本近代教育史料研究会『資料文政審議会』 第 1 集 1989 明星大学出版部 25 頁。 
160  前掲『資料文政審議会』第 1 集 172-176 頁。 
161  前掲『資料文政審議会』第 1 集 178-181 頁。 
162  文部省普通学務局編「青年訓練所義解」社会教育協会 1921(大正 15)年 7 月 80-81 頁、 
『近代日本青年期教育叢書』第Ⅱ期 第 4 巻 1991 日本図書センター、前掲『大日本青年團史』 
210 頁。 
163 「中央報徳会青年部」発足 大正 5(1916)年 1 月。「帝国青年」創刊号巻頭における発刊の辞」 








大正 6 年 3 月、文部省普通学務局が刊行した『地方青年団体施設概況』によると、同年
初頭における全国青年団は 23,001 団体、団員数は 3,374,934 人にのぼった165。前出、大























大正 5 年 11 月 3 日、中央報徳会青年部は、大正天皇即位・その第一子迪宮裕仁の立太
子を記念しその名称を青年団中央部と改称168、「名実ともに青年団の中央機関たらしめん」
ことを期して中央報徳会から独立した。以上の経緯で、大正 7 年 5 月 3 日、内務・文部両
                                                  
164 前掲『大日本青年團史』122-123 頁。 
165  文部省普通学務局第三課『地方青年団体施設概況』1917(大正 6)年 3 月-大正 7 年 4 月。 
166 前掲『斯民』第 9 編第 11 号 1915 年 3 月 37-38 頁。 
167 前掲『斯民』第 9 編第 11 号 1915 年 3 月 38 頁。 
168  青年団の中央機関の設立は、大正 5 年 5 月 1 日中央報徳会に、「各方面に於ける有力者を商議員と
なし」青年部を設け、翌 2 月『帝国青年』という機関紙を発行したことに始まる。中央報徳会青年
部は大正天皇による立太子(同 5 年 11 月 3 日)記念に青年団中央部と改称された。 







































                                                  
169 大正 7 年 5 月 3 日 内務省文部省訓令「青年団体ノ健全発達ニ資スヘキ要項」、前掲『大日本青年團 
史』 附録 201-203 頁。 
170  大霞会編『内務省史』第 1 巻 1980  財団法人地方財務協会 259 頁。 
171 前掲『大日本青年團史』128 頁。 
172 大正 7 年 5 月 3 日 内務省文部省訓令「青年団体ノ健全発達ニ資スヘキ要項」、 



























 ( 2 ) 皇室と青年団の接近 
 青年団に中央指導機関が設立され、全国青年団連合大会が開催されるというような趨勢
は、大正 4 年 5 月に発表され、具体化されつつあった明治神宮造営事業に大きく影響し、
その結果青年団と皇室とが接近することになった。その要因は主として経済的事情に基づ
くものだった。もともと 3,457,379 円だった神宮造営工事予算が、第一次世界大戦後の諸
物価騰貴により当初の約 1.5 倍、5,219,563 円に修正され、そのうえ大戦後の好景気によ
る労賃高騰とそれに伴う労動力不足とが工事を停滞させていたのだ。そこで明治神宮造営
局書記官(総務課長)兼内務書記官の任にあった田沢義鋪は、自身がかつて郡長を勤めてい




                                                  
173 前掲『大日本青年團史』128 頁。 
174 大正 7 年 5 月 5 日「第一回青年団全国連合大会」における「宣言」・「決議」、 
前掲『大日本青年團史』128-129 頁。 
175 前掲『大日本青年團史』129-130 頁。 
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拡大・展開された。その結果、大正 8 年 10 月から同 11 年 12 月に至るまで、最終的には
内苑工事だけでも 1 道 3 府 43 県、189 団体から 11,129 人の「体力、品性の最も優秀な青
年」が、郡長・視学・小学校長・在郷軍人将校その他の篤志者を指導者として動員され労
力奉仕したのである176。なお、外苑工事には、大正 9 年 3 月から同 12 年 8 月に至るまで、
118 団体、5,314 人の若者が動員されたのだった177。 
 全国青年団員の労力奉仕で明治神宮は造営工事を終了し、大正 9 年 11 月 1 日、鎮座祭
を行う運びとなった。こうした青年団の功績を認めた内務・文部両省は、大正 9 年 11 月
21、22 日の 2 日間にわたって全国青年団明治神宮代参者大会を開催して、皇室との接近





















のための文化施設を備えた日本青年館は、大正 10年 12月に着工し同 14年 10月竣工した。
同時に財団法人日本青年館が設立され、近衛文麿が初代理事長に着任した。ここでは、大
正 11 年 5 月、正式に中央報徳会青年部の事業を引き継ぎ、機関誌『帝国青年』を『青年』
と改題して刊行するとともに、後に設立される青年団の全国連合組織においても中心的な
役割を果たすことになる。 
                                                  
176 前掲『大日本青年團史』132 頁。 
177 前掲『大日本青年團史』139 頁。 
178 前掲『大日本青年團史』149-151 頁。 
179  前掲『大日本青年團史』143 頁。 
180 前掲『大日本青年團史』144 頁。 
181  前掲『大日本青年團史』146 頁。  
182 前掲『内務省史』第 3 巻 380 頁。 
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( 3 ) 青年団の「自主化」と全国連合組織化過程 
 このようにして、青年団は確実に中央集権化に向けた道を歩んでいるかのようにみえた





























政府の、青年団「自主化」宣言は、大きく 2 つの動きとなって出現した。第 1 は、この
機を逃さず国の指導による半強制的な青年団を脱して、「自治」の意味を積極的に受け止め
ての青年団自体の自発性による「自主化の徹底」運動187および、本論稿の中心課題である
                                                  
183  大正 9 年 1 月 16 日付、内務省文部省訓令および両省次官牒「青年団体ノ内容整理並実質改善方」、 
大正 9 年 1 月 24 日付、内務省文部省訓令「青年団員ニ令旨ヲ賜ヒタルニ付奉戴方」、 
前掲『大日本青年團史』附録 203-205 頁。 
184  前掲『近代日本政治構造の研究』36 頁。 
185  前掲『軍部と民衆統合』144 頁。 
186  前掲『近代日本政治構造の研究』35 頁。 







第 2 の動向である青年団の全国連合組織化過程を以下概観する。 
この動きは、大正 10 年 7 月 14 日に大阪市で開催された、同市連合青年団主催の全国都
市青年団大会に、東京市連合青年団から提出された「大日本連合青年団組織ニ関スル件」
を可決したことから具体化された。結論を述べると、中央と地方の対立という構図が顕著
になり協議が続けられた結果、約 4 年後の同 14 年 4 月 15 日、名古屋市において大日本連
合青年団の発団式が挙行されるに至った。しかし、ここに至るまでには内務・文部両省と
都市部の連合青年団とのたび重なる協議と駆け引きとが行われたのである。先述のように、


















国都市青年団の動きの牽制し、同年 5 月 9 日付で各府県知事宛ての「内翰」を発信して全
国連合化を阻止しようとした191。 




                                                  
188  前掲『合本青年集団史研究序説』下巻、『日本近代教育百年史』８「社会教育(2)第４章 などを参照。 
189 前掲『大日本青年團史』171 頁。 
190  1922(大正 11)年 5 月 21 日付『大阪朝日新聞』「連合青年団の計画 内務文部省は反対 又―紛糾 
があろう」 神戸大学電子図書『新聞記事文庫』。 





















この後、同年 8 月 30 日、大日本連合青年団創立準備委員会は、全国各府県の連合青年
会に対して大日本連合青年団への加盟勧誘状を送付するとともに、連合青年団未組織の府
県に対しては、速やかな連合青年団組織化、大日本連合青年団への加盟を要請したのだっ
た。同年 8 月 30 日、内務・文部省でも、各府県知事に対して本団体への加盟勧誘の通牒
を発信することで勧誘活動を援助した。こうして同年 10 月にはほぼ全国の道府県連合青
年団の、大日本連合青年団への加盟が達成され、「茲に四年越しの懸案は解決され」同年
10 月 30 日、「大日本連合青年団は一切の手続きを完了して」創設された。翌大正 14 年 4








                                                  
192 前掲『大日本青年團史』173-175 頁。 
193 前掲『大日本青年團史』176 頁。 
194 前掲『大日本青年團史』179、186 頁。 











日本連合青年団の発団式に、6 大都市からの参会がなかったことの 2 点である。これは、








ことと関連するのではないか。具体的には、大正 7 年 7 月 22 日夜富山県下新川郡魚津町
における漁民妻女数名の井戸端会議に端を発した所謂米騒動事件から、同年 9 月 17 日の
福岡県明治炭鉱同盟罷業終了まで 57 日の間全国に波及して展開された民衆運動の激発だ
ったのではないか197。同年 12 月末現在における該事件検挙処分人員総数は 8,185 名、内
起訴人員 7,708 名、不起訴人員 470 名に達し、起訴人員に対する処罰としては、既に有罪
となった者 4,279 名中、無期または有期懲役刑 2,652 名、罰金刑 1,620 名、死刑は認めら
れなかった(『所謂米騒動事件の研究』4-5 頁)198。     
これら各地の騒擾では警察力の不足を生じた地方も多く、対策として青年団、消防組、
在郷軍人会に出援協力を要請して鎮静化に努めたのだった。反面、これらの会員自身が騒
擾に加わった例も見受けられ、その人数は、上記検事処分者 8,185 名のうち在郷軍人 990
名、青年団員 868 名、学校生徒 18 名となっており、そのうち「在郷軍人及学校生徒は孰
れも個人として騒擾に参加し」団体参加の事例はないが、青年団員中には単に個人として
参加した者の外に団体参加の挙に出たものが見られたという(『所謂米騒動事件の研究』23
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は「結局騒擾の程度に至らざりしものなるを以て、寧ろ全国的騒擾の前駆を為したるものは、同月 
十日に於ける京都及び名古屋市等の騒擾なりと言ふを相当とすべし」としている。 
社会問題資料研究会編 社会問題資料叢書第 1 輯『所謂米騒動事件の研究』思想研究資料特輯  
第 51 号 1974 東洋文化社 95 頁。『所謂米騒動事件の研究』4-5 頁。 
198  成田龍一によると、「米騒動」による検挙者 25,000 人以上、内起訴された者 7,786 人、死刑 2 人、 
無期懲役 12 人を挙げている、しかしその時期は明確にしていない。「シリーズ日本近現代史④『大 
正デモクラシー』2009 岩波新書 88 頁。 
199 前掲『所謂米騒動事件の研究』「騒擾犯人別年齢表」より算出したものであり、これを仙台の 8.3% 
と比較すると約 3 倍と高率になる 216-219 頁。 
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大戦勃発の大正 3 年における東京の生計費の指数を 100 とした時、同 7 年の指数は 174.3、
翌 8 年では 216.9 と寧ろ上昇を続けており(『所謂米騒動事件の研究』55 頁「第一表 東京
生計費指数」)、困窮を極めていた都市住民の生活が改善に向かわなかったことは明らかで




していた。明治 45 年には 49 件、参加人員 5,736 人だった労働争議件数が、大正 3 年には
同 64 件、参加人員 7,904 人と急激な増加を示しはじめ、事件発生の翌大正 8 年をみると、
同 497 件、参加人員 63,137 人にも激増している201、しかもその 8 割以上は賃金増額要求
が原因だった。このように米をはじめとする生活必需品の高騰が労働者の生活を困窮させ
いていたのである。さらに「この年には東京 15 新聞職工組合革新会(7 月)、京都奥村電気






団体契約を要求する争議が起こっている」202。このような事態は大正 9 年 3 月の株式市場
の崩落を契機にして始まった恐慌によりさらに悪化する。同年 2 月、八幡製鉄所で 30,000
人規模の大争議が起こり、官憲の弾圧により流血の惨事になったのだったが、恐慌以降の






                                                  
200 「東京府知事訓令」(『法律新聞』 大正 7 年 8 月 20 日附)、前掲『所謂米騒動事件の研究』233 頁 
より再引用。 
201 以上のストライキ発生件数は、楫西光速によるものだが、井汲卓一「最近における経済情勢と経済 
恐慌 (上)」『日本資本主義発達史講座』〔第三部 帝国主義日本の現状〕1932 岩波書店 17-18 頁に 
よると、明治 31 年度の労働争議発生件数 43 件、参加人員 6,293 人だったのに対して、大正 11 年
度では発生件数 250 件、参加人員 41,503 人の規模に拡大している。また小作争議は、大正 6 年 85
件、大正 7 年 256 件、大正 8 年 326 件、大正 9 年 408 件が示されている。 
202  楫西光速『日本資本主義の発展』Ⅲ「双書 日本における資本主義の発達」5 1973 東京大学出版会 
 705-707 頁、労働争議件数・参加人員は同書 705 頁「第 217 表:労働争議件数」の一部を転載した。 
203  楫西光速・加藤俊彦・大島 清・大内 力『日本資本主義の没落』Ⅰ 







































                                                  
204  前掲『日本資本主義の没落』Ⅰ 208 頁。 
205  前掲『合本青年集団史研究序説』下巻 95 頁。 



































大日本連合青年団に最初の全国統一の綱領が制定されたのは昭和 4 年 3 月のことである
211。しかし、この連合団体は地方加盟団からなる連合体の中央機関という意味あいの組織
                                                  
207  西村精一『五人組制度新論』1940 岩波書店 72-75 頁、大正 14 年 2 月発行『斯民』第 20 編第 2 
号では、「全国町村長会記事」欄に「五人組制度の復活法案」を掲載した 73-82 頁。 
208 「寺内正毅文書」大正 4 年 9 月 1 日付 寺内正毅宛 田中義一の書簡。 
209 前掲『大日本青年團史』172-173 頁。 
210  この件に関しては、平山和彦が詳細に分析し議論を展開している。 
『合本青年集団史研究序説』下巻 89-97 頁。 






     大日本青年団制定   青年団綱領 
     一、我等ハ純真ナリ 青年ノ友情ト愛郷ノ精神ニヨリテ団結ス。 
    ニ、我等ハ若シ 心身ヲ修練シ勤労ヲ楽ミ自主創造ノ人タルヲ期ス。 
    三、我等ハ希望ニ燃ユ 清新ノ意気ヲ以テ愛ト正義ノ為ニ奮闘ス。 
   四、我等ハ国家ヲ愛ス 忠孝ノ本義ヲ体シ献身奉公国運ノ進展ニ尽ス。 





和 13 年 9 月には超国家主義的色彩の強いものに変更された213。 
昭和 14 年 3 月、大日本連合青年団は規約改正を行い、同年 4 月には大日本青年団に改
称し、初代団長として「枢密顧問官・明治神宮宮司・国民精神総動員中央連盟会長・海軍
大将有馬良橘を据え」、いよいよ名実ともに全国統一組織の完成となった。しかし、翌同
15 年 10 月、大政翼賛会が設立され大政翼賛運動が開始されると、全国男女青少年団体を
整備統合して新たに一元的な青少年団体、大日本青少年団が設立され(昭和 16 年 1 月)、同
時に大日本青年団は解消されたのだった214。 













                                                  
212 前掲『大日本青年團史』234-235 頁。 
213  前掲『大日本青年團史』254 頁。 
214 前掲『大日本青年團史』254 頁。 
215 前掲『大日本青年團史』254 頁。 














る。第 3 節では、大正 6 年以降の山形県下青年団の修養実践の実態を究明する。第 4 節で
は、山形県の訓令以降、変更された青年団の目的である修養がどのように実践されたのか、
その実態の一部を確認する。 
第 1 節 山形県下青年団の組織化過程 
  ( 1 ) 山形県下青年団の組織化開始 










それが変化したのは、大正 4 年 9 月の内務・文部両省の訓令と本県が同 6 年 1 月に発表し
た青年団規約準則以降のことで、従来の部落単位の青年団は支部として町村に統一し、そ
の目的も修養におくことになった。 
明治 42 年 4 月、馬淵鋭太郎県知事は郡市役所町村役場宛て、青年団に関するはじめて
の「山形県訓令第二十一号」を発令した4。これは、前章で述べた以下の政府の通牒を受け
ての対応だと思われる。すなわち、明治 38 年 9 月付内務省地方局長通牒「地方青年團向
上發達ニ関スル件」および同年 12 月 27 日付、文部省普通学務局長沢柳清太郎から地方長
官宛の通牒「青年団ニ関スル件」、明治 38 年 12 月 27 日付文部省普通学務局長通牒「青年
                                                 
1   内務省・文部省訓令「青年團體ノ指導発達ニ関スル件」、内務省・文部省次官通牒「青年団体ニ関 
スル件」・「青年団体ノ設置ニ関スル標準」大正 4 年 9 月 15 日、熊谷辰治郎『大日本青年團史』附録
1943 日本青年館 199-201 頁。 
2   山形県教育会会長添田敬一郎「青年団号に題す」、山形県教育会編・発行『山形県教育』第 331 号 
「青年団号」1917(大正 6)年 11 月 1 日 1 頁。 
3 前掲『山形県教育』第 331「青年団号」「沿革の概略」58 頁。 
4  明治 42年 4月 15日 山形県知事 馬淵鋭太郎から郡市役所町村役場宛「山形県訓令第二十一号」、「167 
青年団体・女子団体の育成のこと」山形県教育委員会『山形県教育史資料』第 3 巻 1977 152-143 頁。 





んの指摘と要求が行われた。第 1 に、明治 39 年には郡市長会議の際、青年団の設立を訓
示したこと。その結果青年団は 198 団体、団員 22,000 人余り、女子青年団は 28 団体、団









前出の大正 6 年 11 月 1 日付機関雑誌『山形県教育』「青年団号」の記載から、本訓令の
前史を確認しておく。明治 38 年の政府の指示を受け、山形県は青年団に関する訓示・通牒・
訓令という経緯で次第に県下青年団への関与を強化したことが判る。すなわち、第 1 に、
上記明治 39 年 10 月郡市長会議の際、青年団の設立に関する訓示を行ったこと。第 2 に、
翌 40 年 1 月付で「青年団体設立督励並に指導誘掖に関する要項 」が示されたこと。第 3





 ( 2 ) 青年団に関する山形県の指示への対応‐最上郡の場合‐ 
先述の、明治末期における県からの青年団に関する指示に対する、自治体の対応の概要
を『最上郡各町村青年団体活動方法並其事績』(明治 45 年 5 月発行 以降『事績』と略述す
る‐筆者)から確認しておく7。 
第 1 に、最上郡では明治 44 年時点で最上郡青年団連合会が組織されていたことが注目
される8。『事績』では、その連合組織化の経緯は明らかにされていないが、「明治四十三年
ノ決議」事項の「五」として「毎年一回最上郡青年団連合会ヲ開催スルコト」が承認され




                                                 
5  内務省地方局長通牒「地方青年團向上發達ニ関スル件」明治 38 年 9 月内務省地方局長通牒、 
「青年団ニ関スル件」明治 38 年 12 月 27 日 文部省普通学務局長。 
前掲『大日本青年團史』附録 197-198 頁。  
6 前掲『山形県史』資料篇 19 近現代史料１ 894～897 頁、「山形県農会報第百弐拾号」。 
7 『最上郡各町村青年団体活動方法並其事績』明治 45 年 5 月 5 日、編・出版記載なし。 
なお、同資料は明治 44 年 5 月 7 日付でも発行されている。 
8 『最上郡各町村青年団体活動方法並其事績』5-6 頁。「最上郡青年団連合会決議事項」には明治 43 年 



























 ( 3 ) 山形県下青年団の官製化過程 
大正 4 年 9 月、内務・文部両省から青年団に関する初めての訓令が発令されると、山形







                                                 
9  山形高等小学校 鈴木繫太「山形市青年団発会式」山形県教育会編・発行『山形県教育』第 335 号 
1918(大正 7)年 3 月 1 日 50-52 頁。 
10 前掲『山形県教育』第 331 号「青年団号」58 頁。 
11  大正 6 年 1 月 16 日付 山形縣知事添田敬一郎から郡市役所町村役場宛「山形県訓令第一号」・ 
「山形県訓令第二号」山形縣内務部学務兵事課『山形縣青年団指導綱要』1917(大正 6) 3 頁。 
12 前掲『山形縣青年団指導綱要』6-11 頁。 
13  『山形縣青年団指導綱要』12-13 頁。 
14  「明治四十年二月 青年団体の設立奨励(抄)」、山形県編『山形県史』資料篇 1 近現代史料１ 

















が基本財産の蓄積だった。上述の『事績』(明治 45 年 5 月 5 日付)の「最上郡青年団聯合会


















                                                 
15  山形県知事 添田敬一郎「青年団体に対する訓示」「小学校の課程を卒った者は必ず青年会員となる
義務があると云うことも承知して戴きたい、小学校を卒へた者は入会式を行って始めて会員になる
に非ずして当然青年会員なのである」、前掲『山形縣青年団指導綱要』31 頁。 
16  前掲『最上郡各町村青年団体活動方法並其事績』。 
17  「明治四十三年ノ決議」、「明治四十四年ノ決議」「最上郡青年団連合会決議事項」、 
前掲『最上郡各町村青年団体活動方法並其事跡』5-6 頁。 
18  大正 7 年 10 月協定、同 12 年 3 月改正。山形県教育会編・発行『山形県教育』第 413 号 
「青年団号」1924(大正 13)年 10 月 130-132 頁。 











して 136 頁にわたる記事を特集し「大日本連合青年団加盟過程」を報告した (記事の全文
は省略する‐筆者)20。 
     「大日本連合青年団ニ加盟ヲ承諾ス」 
茲に於て大日本連合青年団の加盟を全く了し本県連合青年団も全国的に存在を認め
らるゝ事となったのである。(以下省略‐筆者) 

























                                                 
20  「大日本連合青年団加盟過程」、前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」133-136 頁。 




































誓」(「山形県青年団体規約準則」1 章 第 3 条) であり、「青年手簿」と称する手帳だった(「山
形県青年団体規約準則」第 2 章 第 8 条)。これは、「軍隊手帳と日記帳の混合見たいな」も
ので、その記入項目は、会員の履歴、補習学校の出欠・成績、平素の行状、体格、在営中
の成績などであり、正に軍隊教育と直結させるかのような内容だった。そのうえ入会式は、
                                                 
22 山形県知事 添田敬一郎「青年団体に対する訓示」、前掲『山形縣青年団指導綱要』1 頁。 
23 前掲『大日本青年團史』附録 95 頁、「第一青年団発達年表」12 頁。 
24 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』9 頁。 















体規約準則」第 2 章 第 5 条)、同 4 年の政府の訓令発令の際あれほど議論になった年齢 20
歳制限があっさりと否定されていることが指摘されなければならない。明治 40 年では、「高
等小学校卒業者又は年齢満十五年以上の青年男子にして本会区域内居住者」が対象であっ
て、特に加入資格年齢は設定されていなかった(「青年団体規約準則」第 2 章 第 5 条)。そ

















                                                 
26 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』40-41 頁。 
27 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』3 頁。 
28 「明治 45 年ノ決議」「最上郡青年団連合会決議事項」、 
前掲『最上郡各町村青年団体活動方法並其事跡』6 頁。 
29 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』3 頁。 
30  南村山郡中川村大字小倉「小倉青年会」は、明治 44 年模範青年団として推挙された。「その設置 
区域は大字小倉全部より成立」、「会員の年齢は十五歳以上三十七歳以下」とされた。さらに本会で 
は夜学・植林・蚕業組合、信用組合等を経営し、固定資本金 460 円、流動資本金 1,500 円(明治 41 









  ③青年団の設置区域‐行政自治体主義の徹底・強化‐ 
明治 40 年 2 月現在、山形県では、青年団の設置区域は行政市町村単位を前提にしてい
たようだが、それは必ずしも明確に定められてはおらず(「青年団体規約準則」第 1 章 第 3



























                                                 
31 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』4-6 頁。 
32 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲 『山形縣青年団指導綱要』47 頁。 
33 纐纈厚『総力戦体制研究 日本陸軍の国家総動員構想』2010 社会評論社 263 頁。 
34 山形県知事 添田敬一郎「青年団体に対する訓示」、前掲『山形縣青年団指導綱要』18 頁。 















形縣青年團體概況』(大正 6 年 9 月付、同 9 年 9 月付)に表現されており、ここでは見事な
までに 1 市町村 1 青年団に揃えられている39。 
後掲〔表 2-1〕は、県下の状況を知るために、上掲資料から筆者の調査地域である最上
郡だけを抜粋し作成した青年団概況である40。この一覧表から、大正 6 年以降、青年団の
設置が 1 町村 1 団体に改められ、県の訓令が末端まで急速に徹底されたことが明らかにな








                                                 
36 宮地正人『日露戦後政治史の研究－帝国主義形成期の都市と農村』1973 東京大学出版会 49 頁。宮
地氏は、町村内における社会教育指導者としての小学校の役割について述べているのであるが、国
家主義教育担当としての小学校という意味で、筆者も同様の見解を持つものである。 
37  飽海郡視学大沼永造「本県教育会提出問題につきて」山形県教育会編・発行 
『山形県教育』第 320 号 1917 (大正 6)年 6 月 32-37 頁。 
38 藤井武「山形県立自治講習所設置ノ議 大典記念トシテ県立自治講習所を設置スルノ議」 
「其一 設置ノ必要」『藤井武全集』第九巻 1971 岩波書店 263-264 頁。 
39  山形県内務部『山形縣青年團體概況』「市町村青年團體総覧」1917(大正 6 年) 1-12 頁、 
1920(大正 9 年) 9 月 1-13 頁。 
40 〔表 2-1〕「最上郡青年団概況」、前掲『最上郡各町村青年團體活動方法並其事績』、 
『山形縣青年團體概況』「市町村青年團體総覧」1917(大正 6 年)10 月 1-12 頁、 
同 1920(大正 9 年) 1-13 頁より作成。 
41 前掲『山形縣青年團體概況』「青年團體組織改善状況調」「規約承認済團體数」1917(大正 6 年) 
 63 頁、ただし山形市青年団創立は大正 7 年 2 月 3 日であるため、上記大正 6 年版には未記載で
ある。同「概況」による北村山郡の 24 町村のうち、「規約承認済團體数」は 11 町村と 5 割に満た
ない、理由は不明である。大正 9 年 9 月に発行された『山形縣青年團體概況』では同様の調査は
未記載であるが、24 の全町村が揃って記載されているため、大正 6 年 10 月以降、強力な「規約承
認」が推進されたのではないかと推測される。 
42  山形県最上郡及位村青年会は、同 6 年版には団員数のみ記載(5 頁)、しかしこれは対象青年全員が
強制加入という意味での記載に過ぎない。同 9 年版にも支部の記載はない(6 頁)、 
前掲『山形縣青年團體概況』「市町村青年團體総覧」1917(大正 6 年) 1-12 頁、 





  　　　　　　　　　　　　　　     最上郡青年団概況
明治45年3月現在 大正6年10月現在 大正9年9月現在 創立 改組
　　町村名 団体数支部数団員数団体数支部数団員数 団体数支部数団員数年・月 年・月
1　 新庄町 5 149 1 5 650 1 5 353 T6.10
2 　稲舟村 2 38 1 5 180 1 5 192 T6.09
3 　舟形村 5 288 1 324 1 5 363 T6.05
4 　堀内村 1 7 150 1 7 118 T4.02 T6.04
5 　大蔵村 12 374 1 5 350 1 5 340 T6.09
6 　八向村 2 92 1 1 2 142 T6.09 T7.10
7 　古口村 2 155 1 164 1 1 158 T6.05
8 　角川村 1 153 1 7 158 1 7 154 T6.09
9 　戸澤村 1 9 400 1 207 1 139 M45.07 T6.04
10  鮭川村 1 9 179 1 12 190 1 4 239 M39.11 T6.05
11  豊田村 1 3 256 1 149 1 149 T6.09
12  豊里村 1 6 137 1 131 1 129 T6.03
13 真室川村 6 172 1 234 1 238 T6.07
14 安楽城村 1 1 54 1 2 270 1 2 323 M38.08 T6.08
15 及位村 5 211 1 279 1 297 T6.09
16 金山村 1 7 286 1 6 597 1 6 472 T6.09
17 萩野村 2 7 547 1 365 1 2 241 T6.05
18 西小国村 1 186 1 393 1 343 T6.03
19 東小国村 1 332 1 262 1 278 M43.05 T6.05




















                                                 














































                                                 
44  戸川安章『日本の民俗』「山形」1973 第一法規出版 109-112 頁。 
45  前掲『日本の民俗』「山形」109-112 頁。 
46   竹内利美『日本の民俗』「宮城」1974 第一法規出版 132 頁。 
























〔資料 2-1〕「及位村青年会事業のまとめ」大正 14 年度から昭和 2 年度まで 
 村青年会主催事業      役員会、総集会ならび運動会、雄弁会、村青年会役員選挙、 
旅行、視察、青年手簿の件  
郡連合青年会主催事業  総会・弁論会、講演会 
県主催事業       青年講座 
小学校主催事業     明治神宮競技会壮行茶話会 
 主催者未記載事業    軍事教練、拓殖講習会(各支部 2 名割り当て、費用・手当支 
給)郡内親閲予行 
既述のように、明治末期には最上郡連合青年団が組織され、「青年団活動ノ方法」として








料 2-1〕により判明する。当該期 3 年間で及位村内の青年全員が集合しうる事業は「講演
会」、「総集会ならび運動会」、村青年会主催の「雄弁会」のみであり、反対に自主的な参加
                                                 
48  『塩根川向上会資料群』「文書往復綴」「大正十三年起」及位村青年会塩根川支部。昭和 3 年 4 月、 
「塩根川向上会」が設立される、当該史料については、本稿第 4 章で詳述される。 
49 「明治四十四年度ニ於ケル各青年団事績」『最上郡各町村青年団体活動方法並其事績』 
1912 (明治 45)年 5 月 5 日、編・出版記載なし 66-70 頁。当該史料によると、明治末期、及位村に
は部落名を冠した 5 青年団が記載されており、そのひとつが「新及位青年団」である 6 頁。 































                                                 
51  山形県知事 添田敬一郎「青年団体に対する訓示」、前掲『山形縣青年団指導綱要』30 頁。 
52  「地方改良運動」における部落有財産、特に部落有林野の行政市町村への統一に関しては、宮人氏 
が『日露戦後政治史の研究－帝国主義形成期の都市と農村』1973 東京大学出版会 34-44 頁中で詳
細な検討を行っている。宮地氏の分析のように、部落有林野統一は居住民の生存そのものに関る政
策であるため、住民の反対も大きかったことと推測される。  
53  この点については中央報徳会青年部でも把握していたものと思われる。青年団に関する初めての訓 
令が発令された翌大正 5 年 8 月、同会は関係各官僚を集めて説明会をおこなった。その席上、 
山本瀧之助は「一町村一団体はやゝも致しますれば名のみでありまして、其実は矢張り字々で以っ
て固まって居ります」と述べ、その対策について述べている。 
「青年団真義」『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 7 巻、1916 青年団中央部編纂 342 頁。 
54 福武直「日本村落の社会構造」『福武直著作集』第 5 巻 1976 東京大学出版会 50 頁。 


































                                                 
56  山形県下青年団の中には、団自体が小口の融資事業を行っている例がある。 
前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」60 頁。 




前掲「日本村落の社会構造」『福武直著作集』第 5 巻 59 頁。 
58   山形県経済部長・同学務部長通牒「遥拝式擧行並ニ農村更生施設実施ニ関スル件」 
昭和 10 年 10 月 山形県編『山形県史』資料篇 19 近現代史料 2 1981  198-199 頁。 
59  西村精一『五人組制度新論』1940 岩波書店 180-181 頁。 
   山形県経済更生課『五人組事例』1937(昭和 12 年)による東置賜郡大塚村の場合、部落民 5 世帯を 
五人組とし、それを 3 組まとめたものを 15 人として、ひとつの部落が 30 の 15 人組で組織された、 
同書 40 頁「組織図」による。 








第 3 節 山形県下青年団の修養実践   













年 4 月 10 日、宮内省から会館建設用地 600 坪余りの無償貸与、建設費補助や奨励金を受け






者だった。大正 4 年 8 月、修養団は師範並農林学校生徒講習会(別名青年指導者講習会)を
磐梯山麓において開催した。その時の指導担当者が蓮沼であり田沢だった。文部省も全国
の師範学校と農学校に推薦状を出すなど、該講習会には大いに協力したという。この講習








                                                 
62  修養団編輯部「修養団三十年史」1936 年、『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 11 巻 
日本図書センター 1991  228-229 頁 
63  前掲「修養団三十年史」『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 11 巻 218-221 頁。 
64  武田清子『増補 天皇制思想と教育』1975 明治図書出版 56 頁。 
65 前掲「修養団三十年史」1936 年、『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 11 巻 229 頁、234 頁。 
66  前掲「修養団三十年史」1936 年、前掲『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 11 巻 53 頁。 
67  多仁照廣『青年の世紀』2003 同成社近現代史叢書⑤ 88-89 頁。 
68 前掲『青年の世紀』89 頁。 
69  田沢義鋪『青年如何に生くべきか』1937 日本青年館 156 頁。 





































べき国家的な課題へと位置付けなおされたのである。大正元年 36.7%、同 2 年 36.5%、同
3 年 35.7%、同 4 年 35.8%という壮丁検査の甲種合格者の漸減は72、陸軍当局者ばかりで
なく指導層全体に危機感を抱かせていたものと思われる。 
                                                 
70  中央報徳会「国民の責任益重きを加ふ」『斯民』第 9 編第 6 号 1914(大正 3 年)9 月号 1-4 頁。 
71 中央報徳会「戦時十訓」『斯民』第 9 編第 7 号 1914(大正 3 年)10 月号 1-4 頁。 
72 栗本義彦「体力向上と体育運動」『社会体育スポーツ基本資料集成』第 9 巻 木下秀明監修 





































                                                 
73   坪井玄道「戸外遊戯法― 一名戸外運動法」「遊戯」明治 18 年金港堂、大場一義 編・解説 
『近代体育文献集成』第 18 巻 1983 日本図書センター。 
74  伊達源一郎「青年団真義の出版」14 頁、青年団中央部編纂「青年団真義」 
『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 7 巻 1991。   
75   乗杉嘉寿「青年団体の訓練」、前掲「青年団真義」『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 7 巻 
145 頁。 
76  中川 望「青年の体力」、前掲「青年団真義」『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期 第 7 巻 181-184 頁。 










  大正 4 年、中央報徳会では評議員が集まって体育奨励実行協議会を開催した。この目的
は、「国民の元気の振作、体力の増進」に関して委員の意見をまとめ、内務・文部両大臣の







摂取」の配慮。第 7 項目、「心身鍛錬の方法として」「武道」の奨励。第 10 項目、「各地神
社に於ける宮角力」の復興。第 11 項目、青年団の「壮丁検査」の準備としての「身体検査」















                                                 
78 大久保利謙編「森有礼全集」第 1 巻 348 頁、『近代日本教育資料叢書』人物篇 1 1972 
 宣文堂書店。 
79  前川峯雄「身体と教育」前川峯雄・寿原健吉・長尾十三二・東 洋編『教育学全集』10  
1968 小学館  2-4 頁。加藤弘之『日本人種改良の弁』1886、森有礼『教育論―身体の能力』  
別名「体力論」)1889。 
80  「体育奨励に関する実行事項」中央報徳会『斯民』第 9 編第 12 号 1915(大正 4)年 3 月号 2-4 頁。
同第 9 編 10 号(新年号)18 頁「体育奨励に関する実行事項協議会」によると、同会開催日は 
「旧臘十一日」と記載されている。 
81  栗本義彦「体力向上と体育運動」『社会体育スポーツ基本史料集成』第 9 巻 1992 大空社所収、 
木下秀明監修 保健衛生協会 昭和 15 年 龍吟社 284 頁。 
栗本義彦は厚生省兼文部省の体育官の任にあった。 
82   前掲「体力向上と体育運動」『社会体育スポーツ基本史料集成』第 9 巻 111 頁。 

















上運動を推進した。昭和 13 年 1 月に厚生省が設立され、同時に同省筆頭局として体力局





















                                                 
84 「青年体育の奨励」、前掲『大日本青年団史』332-338 頁。 
85 「厚生省体力局」設置の経緯は、中村裕司『戦時下の「国民体育」行政－厚生省体力局による体育
行政を中心に―』1992 早稲田大学人間科学研究 5 巻 1 号による。 
dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/bitstream/2065/3859/1/ 


















タイム優良者は、大正 13 年 11 月 1 日、2 日の両日にわたって行われた、第一回明治神宮
競技大会青年団競技会89への参加切符を手にすることになり、ここに地方末端の青年団の
全国的な青年団への統合が具体化されたといえる。本論稿の調査地である及位村青年会で












                                                 
87  山形県教育会編・発行『山形県教育』第 411 号 1924(大正 13)年 10 月「青年団号」75 頁。 




大会の一部にしたものである。「第一回明治神宮競技大会」は大正 13 年 10 月 30 日から同年 11 月
3 日までの開催であるが、青年団競技会には同年 11 月 1 日、2 日の 2 日間が充てられた。 
前掲『大日本青年団史』167-168 頁。 
90  『塩根川向上会記録群』「文書往復綴」No6 大正 14 年 5 月 25 日付 及位村青年団長より塩根川支部 
長宛 総集会並運動会開催」の件、上記記載の No は、該記録のすべてに時系列に付したものである。 
91  前掲『塩根川向上会記録群』「文書往復綴」No 55 昭和 2 年 8 月 31 日付 及位村青年会副会長より 
部落幹事宛 最上郡聨合青年団陸上競技会開催の件。 























( 3 ) 山形県下青年団の精神修養‐実業補習学校就学推進‐ 
既に述べたように、第一次世界大戦を機に参戦各国が青少年教育に力を注ぐなか、日 











大正 6 年当時の県下実業補習学校は公私合わせて 281 校、そのうち実に 97.5%にあたる
274 校が農業補習学校であり、その多くは期間開設で、通年開設の学校は東田川郡、最上
郡、西村山郡、西田川郡、東村山郡、飽海郡など 70 校のみという状態だったといい97、担
                                                 
93  前掲『塩根川向上会記録群』「文書往復綴」No 33 大正 15 年 10 月 23 日付 及位小学校長より佐 
藤孝治宛 神宮競技会参加祝賀茶話会開催案内。 
94  前掲『塩根川向上会記録群』「文書往復綴 No 57 昭和 2 年 9 月 15 日付 支部長より及位村青年会長 
宛 郡聨合青年運動会優良選手の件回答。 
95  前掲「文書往復綴」No79 昭和 3 年 5 月 10 日付 及位村青年会長より支部長宛 
県北一町五ケ村聨合競技会の件。 
96  「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』36 頁では、「青年団員は 
必ず実業補習学校又は夜学会に通学する義務を負ひます、第七條は即ちその規程であります」と明 
言している。 



























好例は、『山形県教育』大正 13 年 10 月「青年団号」に掲載された「県内優良青年団」9
団のうち、事業事例が紹介された 3 団である。第 1 の事例は、北村山郡大石田町青年団の
実業補習学校入学推進策である。当該青年団の優良認定理由は明確にされていないものの、
「国家の要求当町の風俗習慣産業等に留意し其の施設計画を為」したことが、評価の対象







                                                                                                                                                         
1917(大正 6)年 8 月 4 頁。 
98 「補習教育と青年団」「文部大臣官邸に於ける実行事項協議会」、中央報徳会『斯民』第 9 編第 12 号 
1915(大正 4)年 3 月号 37-38 頁。 
99 「青年団体に対する卜部理事官の講演」、前掲『山形縣青年団指導綱要』37 頁。 
100 「県内優良青年団状況」「北村山郡大石田青年団」、前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」 
 119-120 頁、116 頁。 



















も実業学校に類するものが多かったようだ104。少々時代が下るが昭和 8 年 5 月 1 日現在の
「設立者別実業補習学校数及生徒数調」によると、山形県の実業補習学校総数は 303 校で、
そのうち私立の学校は 4 校のみである105。さらに、昭和 5 年 5 月 1 日現在の、本県におけ
る公立実業補習学校 301 校のうち「授業料ヲ徴収セザル学校数」は 249 校、総数に対する
割合は 82.72%、「授業料ヲ徴収セル学校数」は 52 校でその割合は 17.22%となっており、
県下のほとんどの実業補習学校で授業料の徴収は行われなかったものと考えられる。その
うえ「授業料ヲ徴収セル学校」でも授業料年額総計は 26.59 円、「授業料ヲ徴収セル学校ﾉ










自身も戦後青年団長経験を有する T 氏(昭和 3 年生まれ)に、実業補習学校への出席が不可
能なために、青年団から除名処分を受けた青少年やその家族は、共同体での生活で何か不
                                                 
102 「県内優良青年団状況」「北村山郡大石田青年団」、前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」 
119-120 頁。 
103  文部省社会教育局『実業補習教育の沿革と現状』1934(昭和 9) 青年教育普及会 40 頁。 
104 前掲『実業補習教育の沿革と現状』143-144 頁。 
105  「設立者別実業補習学校数及生徒数調」、前掲『実業補習教育の沿革と現状』121 頁。 

















第 2 の事例は東村山郡豊田村青年会である107。本会は大正 3 年に設立されたのだが、山
形県の訓令発令後これに則した組織に改編した。会員数は 423 人である。この青年団もや
はり 92 名もの出席奨励委員を任命して「補習学校出席奨励」に力を注ぎ、「風紀改善」に
対してはさらに 20 名の委員を任命してこれに対応した。大正 9 年、この団は会長・副会
長を会員のなかから互選で決定し「益々自治的に活動する事となり」、翌 10 年 11 月文部
大臣および本県より表彰された。この団の特徴は、大正 13 年度の実績では、実習田の経営

















                                                 
107  「県内優良青年団状況」「東村山郡豊田村青年会」、前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」 
109-112 頁 
108  「県内優良青年団状況」「東村山郡大郷村青年会」、前掲『山形県教育』第 413 号「青年団号」 
 112-115 頁。 
109 「県内優良青年団状況」「北村山郡大石田青年団」山形県教育会編・発行『山形県教育』第 413 号




13 年当時の会員数は未成年の年少組 238 人、成年以上の年長組 140 名、合計 378 名で、
この団も大正 12 年に内務・文部省および県から表彰されている。この事例についても表彰
理由などは明確にされていないが、この青年団の特色は共同作業の盛んなことであり、大
正 11 年には 16 日間延べ 930 人の団員を動員して村内の公共工事を実施している。このよ
うな若者の態度に村民が共感してか、応援や寄付があいつぎ「村内公共心涵養上頗る有効
なりし」と認められたことが本誌に記されている。また、壮丁補習教育を実施し、壮丁学
















よると、本村に農業補習学校が設立されたのは明治 40 年 4 月で、及位小学校に附設され
た110。大正 6 年、及位村青年会の創設と同時に塩根川向上会の前身である及位村青年会塩
根川支部が発足し、「会員名簿」が整理記録され始めた111。該名簿に記載された大正 6 年
から昭和 17 年までの入会者 103 名のうち、及位農業補習校を卒業した者は 30 人となって
いる。実際には昭和 10 年、勅令により「青年学校令」が発令され112、それまでの実業補
習学校および青年訓練所が統合・一体化したことにより、昭和 9 年以前入会の 76 名が実
業補習学校への入学対象となる。それから計算すると、本会の農業補習学校卒業者は全対




                                                 
110  『及位小学校沿革史』「明治四十年 一実業補習学校ノ附設 四月 地方実業思想ノ発展ヲ図ランガ 
為メ実業補習学校ヲ本校内ニ附設ス生徒数約参拾名」、山形県最上郡真室川町教育委員会保存。 
111 『塩根川向上会記録群』No3「会員名簿」。 
112  「青年学校令」昭和 10 年 勅令 41 号即日施行、文部省社会教育局『青年学校関係法令』1935。 
113  前掲、及位小学校『沿革史』「大正 9 年一 高等科設置 四月一日ヨリ高等科ヲ設置シ同時ニ授業 
   ヲ開始ス、入学児童男十二名女七名。昭和 16 年「国民学校令」発令とともに高等小学校は消滅 
   する。それまでの本会高等科卒業者は 67 名である。 







          塩根川向上会会員の学歴類型
     学歴類型   人 　　　学歴類型   人
1、 尋小中退 1 13、尋高→青訓 11
2、 尋小卒 7 14、尋高→農補→青訓→青学 1
3、 尋小→農補 5 15、尋高→農学校中退→青訓 1
4、 尋小→青訓 8 16、尋高→中学→専門学校 1
5、 尋小→青訓中退 3 17、尋高中退 1
6、 尋小→農補→青訓 1 18、尋高→農補 1
7、 尋小→中学 2 19、尋小→青訓→青学 1
8、 尋高卒 12 20、尋高→青訓→青学 1
9、 尋高中退→青訓 2 21、尋小→青学 2
10、尋高中退→農補→青訓 1 22、尋高→青学 17
11、尋高→青訓中退 1    不明（記載なし） 2
12、尋高→農補→青訓 21          合計 103
注　『塩根川向上会記録群』No3「会員名簿」より抜粋・作成。
　　 尋小:尋常小学校、農補:農業補習学校、 尋高:尋常高等小学校、　
 　　青学:青年学校  青訓:青年訓練所。  
既述のように、大正 9 年現在の全国の農業補習学校数は 10,591 校であり、実業補習学校

















                                                 
115  前掲『塩根川向上会記録群』史料 No1「会員名簿」に記載の学歴形態を纏めたものである。 
116 海後宗臣編『臨時教育会議の研究』「臨時教育会議委員略歴」1960 東京大学出版会 264 頁。  
文部科学省 HP 「学制百年史 第一編 第三章 第六節 三 実業補習学校」。 
www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpbz198101/hpbz198101... 





















加藤の農村問題の把握は、第 1 に農村民の民族意識の欠如、第 2 に農村における人口過












                                                 
118  藤井武「山形県立自治講習所設置ノ議 大典記念トシテ県立自治講習所を設置スルノ議」「其一 
設置ノ必要」『藤井武全集』第九巻 1971 岩波書店 263-264 頁。 
119  加藤完治が「講習所」の所長に就任する経緯については、加藤完治著『日本農村教育』52 版 
1941  東洋図書 259- 261 頁に詳しく紹介されているが、本論稿では省略する。 
120  さらに、国民高等学校は昭和恐慌以降、「農民道場」の雛形となって全国に設立された。 
桜井武雄『日本農本主義』19 合同出版 108-110 頁。 
121  山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌編集委員会編・発行『山形県立上山農業高等学校創
立五十周年記念誌』1962 69-72 頁。 
122  加藤完治『日本農村教育』52 版 1941 東洋図書 265 頁。 
123  横井時敬「食物の独立と農村の改良」、前掲『斯民』第 9 編 第 7 号 20 頁。 
124  前掲『日本農村教育』188 頁。 







25 歳以上の実業補習学校卒業程度以上の学力を有する者、修業は 1 年間と規定された。 
〔表 2-3〕 
　   　　　　      山形県立自治講習所修了者
　長期                        短期講習生
　講習生 中堅青年 小学校教員 萩野拓殖 満州移民 　　　　合計
第1期　大正5年 　　23人 　　　　　23人
第2期　大正6年 　　22人 　　23人 　　30人 　　　　　75人
第3期　大正7年 　　25人 　　38人 　　25人 　　　　　88人
第4期　大正8年 　　24人 　　21人 　　　　　45人
第5期　大正9年 　　36人 　　　　　36人




第10期　大正14年 　　52人 　　32人 　466人 　　　　550人
第11期　大正15年 　　39人 　108人 　　　　147人
第12期　昭和2年 　　38人 　151人 　　34人 　　　　223人
第13期　昭和3年 　　37人 　126人 　　71人 　　　　234人
第14期　昭和4年 　　37人 　108人 　　43人 　　　　188人
第15期　昭和5年 　　36人 　184人 　　　　220人
第16期  昭和6年 　　42人 　220人 　120人 　　　　382人
第17期　昭和7年 　　30人 　209人 　　268人 　　　　507人
見習い生 　　26人 　　　　　26人
　　合計 　628人 1,167人    135人 　734人 　　268人         2,932人
※出典　山形県立上山農業高等学校 『山形県立上山農業高等学校五十年史』 昭和37年 78-79頁。  
原則的に 1 月から 4 月までは自治寮での共同生活による学科の授業、5 月から 10 月まで
は農場実習による精神鍛錬(但し全期間正規の実習が不能な者は 1 か月以上の正規実習、他
は各家庭で実習)、11 月・12 月は「見学旅行」を実施した。本機関設立当初のものは未見
だが、本稿では昭和 4 年度の「見学旅行」を例に挙げ(「山形県立自治講習所第 14 期生見
学旅行日程」「保護者宛 見学旅行案内状」昭和 4 年度)128、その実態を確認する。この内
容を概略記載すると、①旅費実費総額 120 円、②家庭補助必要額 44 円、③旅程 11 月中旬




の三男である清美(明治 45 年生まれ)が、「自治講習所」の第 14 期長期生として入所した際
の「見学旅行」の、保護者への案内と旅程表である。 
                                                 
126  鈴木誠治編『農村に於ける特色ある教育機関』昭和 8 年 財団法人協調会 参照。 
   「村塾」とは、小野武夫によると、「その名称の如何、規模の大小、塾風の如何に関せず、専ら其
塾を主宰する塾頭(即ち校長)の人格を中心として塾生を訓練し、同時に来る可き新時代の要求に髄
應して農村生活万般の向上発展を図らうとする農村教育機関の凡てを指して云ふ」。 
増田作太郎「村塾教育の時代的使命 農村に於ける塾風教育」昭和 9 年 協調会 3 頁、 
『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期・青少年団・青年組織論 第 10 巻 1991 日本図書センター。 
127  武田清子『増補 天皇制思想と教育』1975 明治図書出版 178-179 頁。 






              山形県立自治講習所　第14 期生  見学旅行日程表  　　昭和  4 年  11月9日～  12月11日
   月 /日 　発駅　　時間 　着駅　  時間 　　参拝・見学・その他 　宿泊
   11月 9日   山形              18:09    車中
          10日  上野                  6:00          
          11日   京都　  　    　5:10  倉吉　      　 13:33   山陰国民高等学校   山陰国民高等学校
          12日   倉吉 　    　 10:35  石見益田        22:12   出雲大社参拝   石見益田
          13日  石見益田          6:30  萩                   16:22    須佐ヨリ奈古迄徒歩6里   萩(富田屋)
　　   14日 　萩                13:51  下関                21:10   松下村塾・明倫館・志士の事績
 下関出帆        22:30   松陰神社・桂彌一翁訪問
　  　  15日   釜山                8:00   郡山不二農村視察   郡山不二農村山形村
          16日   郡山             13:36   京城              22:35   京城 (大東館)
          17日    朝鮮総督府見学   京城 (大東館)
          18日   京城               8:50   平康             12:14    平康産業組合視察
  京城 　    　23:00  車中
　 　 19日  平壌                 6:10    玄武門・牡丹台・その他見学
  平壌             15:18  安東               20:55    安東
          20日   安東             11:40  奉天   　　　19:05    鴨緑江渡橋、新義□安東見学 　奉天(大□生ホテル)
          21日   奉天             21:20    奉天市見学 　車中
          22日   長春               7:54  哈爾濱         16:30    哈爾濱市内見学    哈爾濱(名古屋旅館)
          23日  哈爾濱          22:40          　車中
          24日 公主嶺           10:57    公主嶺農業実習所 　公主嶺
          25日    附近農業視察 　公主嶺
          26日  公主嶺          20:10     車中
　      27日  奉天                 6:35 撫順                8:10    撫順炭鉱見学
 撫順              15:55 奉天              17:20
 奉天   　 　  20:30
   　    28日  大連                7:00    満鉄本社・大連市内見学    大連
          29日  大連                7:50  旅順                9:05    戦績見学    旅順
          30日  大連出帆       10:00    船中
   12月 1日    船中
            2日  門司              正午
 門司              13:10  八幡              13:46   八幡製鉄所見学  
 八幡              16:56  博多  　     　18:23    博多
　　     3日  博多              11:10  門司              13:10   九州帝大その他見学
 下関              14:00  呉                 21:30   海田市経由     呉
　　    4日  呉                 11:35  海田市         12:12   呉海軍工廠見学
 海田市         20:53  京都              21:24   京都(奉公館)
           5日    橋本先生訪問   京都
　　    6日  桃山              15:32  木津              16:29   桃山御陵参拝
 亀山             19:08  二見ヶ浦      21:06    二見ヶ浦(朝日館)
           7日  山田   　 　 14:38  亀山              16:19   伊勢大神宮参拝
　       8日  岡崎ヨリ車7里半  足助ヨリ徒歩6里半    古橋源六郎翁墓参    稲橋村
           9日  稲橋村ヨリ徒歩9里 三河海老迄    稲橋村視察
 三河海老     19:36  鳳来寺         20:03  
 豊橋           22:14    車中
          10日  東京                 6:00    筧先生訪問その他    東京(日本青年館)
          11日  東京            12:36  友部               15:20    加藤先生訪問
 友部            21:23  小山               22:56    友部日本国民高等学校




















訓練だった。「自治講習所」は設立第 4 年目頃からは入所年齢は満 16 歳以上に引き下げら
れ学歴も不問にした。１ヵ月 6 円の費用は全額県からの補助で賄った。 
「自治講習所」の第 1 期生 23 名の修了式に際し、添田敬一郎知事は「本所終了後もなお
修了者は本所と連絡し地方改良の第一線に立ってもらいたい。そのための組織が必要では
ないか」と訓示した。その後、「教育勅語及戊申詔書ノ御趣旨を奉戴シ会員相互ノ親睦ヲ図
リ地方自治ノ振興ヲ期スル」ことが目的の地方改良研究会を組織した。大正 10 年 9 月、
加藤所長のヨーロッパ旅行に際してこれを一笑会と定め、機関紙として月刊「弥栄」を刊
行したのである134。 
加藤は大正 13 年 1 月に帰国、翌 14 年 11 月には西垣喜代次をその後継者に任命して「自





を為し依って農民の精神上物質上の向上発達並農村の改善を期する」目的で、大正 15 年 1
月、先ず財団法人日本国民高等学校協会を創設し、その事業として茨城県友部の国立種羊
                                                 
129  本修学旅行が実施されたのは昭和 4 年であるため、加藤完治は既に「講習所」を辞し、茨城県 
の日本国民高等学校校長として赴任していた。そのため、帰路、生徒たちは同校に加藤を訪問した。 
130  昭和 16 年 2 月、奉天省昌図県桜桃村(後の四平省)に建設、昭和 17 年、「昌図最上開拓団」と改称。 
   1985 最上郷会『満洲 最上郷覚書』1 頁。 
131  小平権一『石黒忠篤』時事通信社 昭和 37 年 84-85 頁、『伝記叢書 347 石黒忠篤』2000 大空社 
所収。 
132  前掲『山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌』「日課表」72 頁。 
133  山形県自治講習所 終了記念アルバム昭和 4 年 12 月 山形県最上郡真室川町 佐藤清夫氏所蔵。 
134 前掲『山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌』79-80 頁。 















 以上のように山形県では全国に先駆けて農民教育機関を設立した。大正 5 年 11 月の『斯









                                                 
136  前掲『農村に於ける特色ある教育機関』22 頁。 
   小平権一『石黒忠篤』昭和 37 年 時事通信社 88-89 頁、『伝記叢書 347 石黒忠篤』2000 大空社。 
137  日本にはじめてデンマークに関する文献が紹介されたのは明治 37 年のことで、佐藤寛治博士の 
「丁抹の復興」と題する外国雑誌の翻訳であった。翌 38 年ハガード著矢作栄蔵翻訳の『丁抹の 
田園生活』、同 43 年ホルマン著那須皓翻訳の『国民高等学校と農民文明』など、多くのデンマー 
ク農村の事情が紹介されている。前掲「農村に於ける塾風教育」2 頁、 
『近代日本青年期教育叢書』第Ⅲ期「青少年団・青年組織論」第 10 巻 1991 日本図書センター。 



































第 1 節 東北農村の生活 





た村民は延べで 51,048 人、労賃として合計 35,871 円が支払われている  2。つまり、1 日
平均 139.85 人の村民を雇い、1 人平均 72 銭 7 厘の労賃を支払ったことになる。ところが、
                                                  
1  及位村経済厚生委員会編『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 5 頁。 
2  秋田営林局「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林在町村勢調査』昭和 13 (1938) 674 頁。 
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県の被害が大きく、最も被害が大きかった明治 38 年の場合、東北 6 県平均の米の減収率
は 50%にも達したという。日本海に面する山形県の減収の程度は太平洋側に比べれば低か
ったとはいえ、明治 35 年、同 38 年の減収は例年の 4 分の 1 にものぼり、農家にとっては
決して軽い被害とはいえない状況だった8。 
  また雪が降り出した。もう一尺五寸、手の指も足の指もちぎれそうだ。 
  しかし俺は喰いものをあさりに、ひとり山へ登って行く。 
  俺はいつも男だ男だと思って、寒さを消しながら、夢中で山から山をあさって歩く。 







                                                  
3  週刊朝日編『値段史年表 明治・大正・昭和』1988 朝日新聞社 173 頁、昭和 7 年の賃金。 
4  前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林在町村勢調査』 679 頁。 
5  戒能通孝『小繋事件－三代にわたる入会権紛争－』1971 岩波新書 33 頁。 
6  「白川以北一山百問」という東北を侮蔑したことばに抵抗する意味を込めて、宮城県仙台では 
『河北新報』が創刊され、旧盛岡藩出身の原敬は「一山」と号した。 
河西英通『続・東北－異境と原境のあいだ』2007 中公新書 1 頁。 
7   浅野源吾『東北振興史』上巻 1938 東北振興会 3 頁。 






































                                                  
9  下村千秋「飢餓地帯を歩く－東北農村惨状報告書－」『土とふるさとの文学全集』⑦ 
「記録の目と心」1976 家の光協会 120 頁。 
10  前掲「飢餓地帯を歩く－東北農村惨状報告書－」130 頁。 








る。筆者が平成 15 年 4 月に及位の故菅原伴実氏を訪問した際にいただいた、伴実氏の父
であり、戦前の及位村で農会技手を勤めていたという故菅原官兵衛氏が作成した『菅原官























                                                  
12  前掲『山形県史」第 4 巻近現代編 654 頁。 
13 『及位式とち・どんぐり脱渋法』『菅原官兵衛統計資料集』故菅原伴実氏所蔵、真室川町史編集委員
会編『真室川町史』真室川町 1969  904 頁にも同様の説明が掲載されている。 








労働と家族の変容－山形県最北部の農村を事例として－』第 1 章参照、2004 
明治学院大学大学院社会学研究科 社会学専攻 修士論文。 



























均地価は、山口県では田 34 円 29 銭 3 厘、畑 6 円 29 銭 9 厘と19、全国平均値の田 46 円
61 銭 4 厘、畑 15 円 54 銭 3 厘20と比較して、3-4 割近く低水準に設定されていた。反面、
東北では、最低の青森県で、田 25 円 14 銭 6 厘21、畑 6 円 1 銭 2 厘、最高の福島県では、





                                                  
16 前掲『日本農業発達史』第 7 巻 1955 中央公論社 391-395 頁。 
大野峯治著・発行『東北の主張』1920(大正 9) 8 頁。 
17  農林大臣官房総務課『農林行政史』第 5 巻 下 1963 農林協会 1385-1386 頁。 
18  「地租改正報告書」大内兵衛・土屋喬雄編『明治前期財政経済史料集成』第 7 巻 1963  
明治文献資料刊行会 79 頁。 
19  前掲「地租改正報告書」、『明治前期財政経済史料集成』第 7 巻 112 頁。 
20  前掲「地租改正報告書」、『明治前期財政経済史料集成』第 7 巻 81 頁。 
21 前掲「地租改正報告書」、『明治前期財政経済史料集成』第 7 巻 104 頁。 
22  前掲「地租改正報告書」、『明治前期財政経済史料集成』第 7 巻 102 頁。 





治 41 年の斉藤万吉調査による田 1 反歩当りの収益として、東北では 4 円 34 銭 2 厘。それ
に対して関西では 9 円 99 銭 3 厘と、2 倍以上に及んだことを付加している24。このような
事実からも、東北の農民がいかに不利な条件のもとにおかれていたのか判る。    
〔表 3-1〕 
 
地価比較表               (1 反当り 単位円)
田 畑 宅地 山林
東北 25.2 7.6 83.6 0.3
全国 35.1 9.2 168.5 2.3
九州 34.3 6.6 108.4 0.9
(備考)東北振興会『東北振興会調査報告』甲部第1号25頁。












東北地方は昭和 6 年、同 9 年の冷害・大凶作と同時に世界的恐慌の余波を受け、東北振
興がより深刻な問題として再び登場することになる。昭和 9 年 12 月の首相諮問機関とし
ての東北振興調査会の設置、翌 10 年 5 月の内閣東北振興事務局の設置(同 11 年 10 月、内








                                                  
24 前掲『日本農業発達史』第 7 巻 397 頁から転載。 
25 前掲『山形県史』第 4 巻 近現代編 655-656 頁。 
26  前掲『東北振興史』上巻 2-5 頁。 
27  前掲『東北振興史』上巻・中巻・下巻、『続・東北－異境と原境のあいだ』97 頁、 
『山形県史』第 4 巻 近現代編 658 頁。 











第 2 節 塩根川向上会設立の背景 
( 1 ) 及位村の自然的・歴史的諸条件 





























                                                  
29 「官報号外」大正 2 年 3 月 19 日 「第三十一回帝国議会衆議院議事速記録第十一号」、「第十八国防上
農村振興ニ関スル建議案(中川虎之助君外三名提出)『帝国議会衆議院議事速記録』27 1982  
東京大学出版会 184-185 頁。 
30  真室川町史編集委員会『真室川町史』1969 真室川町 844 頁。 
31  新庄市編・発行『新庄市史』第 4 巻 1996  76 頁。 






12,150.38 町歩、そのうちの 11,046.75 町歩、約 90.9%を国有林が占め、更に残りの 1,103.63
町歩の民有地のうちの 70%に当たる 772 町歩は山林・原野であり、耕作地は僅か全村面積
の 2.5%の 307.93 町歩に過ぎなかった。当時の村の総戸数は 625 戸、従って 1 戸当たりの
耕地面積は 0.49 町歩になるのだが、職業別では農家が 472 戸となっているため34、単純計
算では農家 1 戸当たり平均 0.65 町となる35。農家のうち、自作農家は 59 戸、自作面積は


















( 2 ) 及位村の文化‐秋田営林局『国有林所在町村勢』を中心に‐ 
及位村の文化事情は外に資料もなく、この点についても昭和 9 年秋田営林局発行の調査
書が最も詳細に記録したものであると判断し、該資料「及位村の社会・文化的諸条件」か
                                                  
33 前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 1 頁。 
34  前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在町村勢調査』650 頁。同じ年の発行でありながら、こ
記録と経済更生計画書の記録は異なっているが、1 戸当たりの耕作地の狭さの傾向をみることが目的
なので、本稿ではそのまま掲載する。 
35  前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在町村勢調査』649 頁。  
36  前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林在町村勢調査』より。 
   この秋田営林局の調査書と「経済更生計画」とでは、ほぼ同じ時期に発行された資料でありながら、 
村の面積が異なる。筆者はこの理由を明らかにしえないが、この点は本稿の中心課題ではないので、 
そのまま掲載する。 
37 前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在町村勢調査』649-650 頁。  
38 前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在町村勢調査』654 頁。 







ない。第 2 に、年季出稼ぎ者による送金額が男女合計 6,000 円と高額なこと。第 3 に、村
民の性格はまじめで働き者であり質素な生活を営むこと。また、彼らは穏やかで「地主ト
小作人ノ関係頗ル円満ニシテ由来小作争議等」の紛争は皆無であり、犯罪も酒造税法違反








 ( 3 ) 及位村の経済状況‐『及位村 経済更生計画書』を参考に‐ 











昭和 10 年度の『及位村 経済更生計画書』(昭和 9 年当時)による塩根川部落の総戸数は
57 戸、そのうち農林漁業を営む世帯は 33 戸、一戸平均の耕作地面積は 8.5 反歩となって
いて、村の平均耕作面積よりも多少大きい42。次に昭和 9 年 8 月付『及位村 経済更生計画』
「七、及位村経済事情」より、昭和 7 年中の①小作農・②③農林兼業者・④製炭業者・⑤
林業労働者の、各中位の生活状況の者の調査結果を抜粋、貸借表を作成して掲載しそれら
を比較しておく43。なお参考までに、昭和 8 年の東京における白米 10Kg の小売価格は 1
円 90 銭だったことを付記しておく44。 
                                                  
40 前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在町村勢調査』653,654、668、670、671 頁より抜粋。 
41 安楽城村経済厚生委員会『安楽城村 経済厚生計画』1935 3 頁。 
42  及位村経済厚生委員会編『及位村 経済更生計画書』昭和 10 年 12 月、但し総戸数は昭和 9 年版『及
位村 経済厚生計画』「四 協同作業場の設置」57 頁から転写。前掲拙稿『戦後日本の農村における
子どもの労働と家族の変容－山形県最北部の農村を事例として－』第 2 章 参照。 
43 前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 16 頁。 
44  週刊朝日編『値段史年表 明治・大正・昭和』1988 朝日新聞社 161 頁。 
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①〔小作農〕、世帯員数‐男 5 人(16 歳以上 4 人、16 歳未満 1 人) 女 6 人(16 歳以上 3 人、
16 歳未満 3 人)‐計 11 人。所有別土地‐田 1 町 2 反(所有地 2 反、借地 1 町)、畑 2 反(借
地)、その他１反(借地)‐計１町 5 反45。 
〔表 3-2〕昭和 9 年版『及位村 経済更生計画書』より「及位村経済事情」 
         ①〔小作農〕
           収入             支出
農産収入   　　         　　112.50円 農業経営費　 　  135.79円   　農産収入の120.7%
養蚕収入　   　         　　153.46円 養蚕費　　　　　 11.85円
畜産収入    　           　　　 5.00円 畜産費　   　    　    0.35円
副業収入　   　         　　240.00円 公租公課                14.89円        全収入の2.3%
雑　収入    　               　 150.00円 家計費　　          475.82円    　1人当たり43.26円
その他 　    　     192.00円
  合計　        　           　   660.96円     合計 　　　     830.70円
        (差し引き　169円740の不足)  
②〔農林兼業者の(１)〕、世帯員数‐男 6 人(16 歳以上 4 人、16 歳未満 2 人)、女 7 人(16
歳以上 4 人、16 歳未満 3 人)‐計 13 人。所有別土地‐山林 7 町 4 反(所有地 7 町 3 反、借
地 1 反)、田 4 町 7 反(所有地)、畑 8 反(所有地)、其の他 1 反(所有地)‐計 13 町46。 
　　　②農林兼業者の( 1 )
          収入 　　　　　支出
農産収入　     　      　　　335.25円 農業経営費　 　　132.00円　    農産収入の39.4%
養蚕収入　     　      　　　375.00円 養蚕費　　　　　  44.50円
畜産収入       　　    　　　　3.00円 畜産費　　　　    　5.00円
林産収入               - 林業経営費               0.72円
副業収入                              11.40円 公租公課               223.59円     　全収入の21.2%
雑収入                                329.30円 家計費                   655.84円　       1人当たり50.45円
其他　           　　 205.05円
   合計                              1,053.95円     合計          1,226.70円
(差し引212円750の不足)  
③〔農林業者の(２)〕、世帯員数‐男 5 人(16 歳以上 4 人、16 歳未満 1 人)、女 5 人(16 歳
以上 4 人、16 歳未満 1 人)‐計 10 人。所有別土地‐山林 13 町 2 反(所有地)、田 3 町 6 反(所
有地)、畑 1 町 1 反(所有地)、其の他 6 町 9 反(所有地)‐計 24 町 8 反47。 
              ③〔農林業者の(２)〕
          収入　              支出　　
農産収入　             　  　388.08円 農業経営費　　　110.54円           農産収入の28.5%
養蚕収入             　　  　120.00円 養蚕費     　　　　 17.80円
林産収入              　 　　600.00円 畜産費 　  　   　　 5.00円
雑収入　   　        　　　  19.50円 林業経営費　   　   18.00円
租税公課   　　 　219.69円　       全収入の19.5%
 家計費　      　　386.82円　        1人当たり38.68円
其他 　　     　　 423.00円
   合計                           1,127.58円 合計 　       　　1,180.85円
         (差し引き　53円270の不足)  
                                                  
45  前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 16-17 頁。 
46  前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 17-18 頁。  
47  前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 18-19 頁。 
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④〔製炭業者〕、世帯員数‐男 2 人(16 歳以上 1 人、16 歳未満 1 人)、女 3 人(16 歳以上 1
人、16 歳未満 2 人)‐合計 5 人。所有別土地‐畑 2 反(所有地)、其他 1 反 4 畝(所有地)‐計 
3 反 4 畝48。 
        ④〔製炭業者〕
          収入          支出　
林産収入                  　4,455.00円 製炭費　　   5,100.00円            林産収入の114.4%
副業収入               　  　  18.50円 公租・公課         32.63円　        全収入の0.5%
雑　                               283.00円 家計費               702.00円        　1人当たり140.40円
 其他　　        　300.00円
    合計                      4,756.50円 合計             　6,134.63円
         (差し引き1,378円130の不足)  
⑤〔林業労働者〕、‐世帯員数‐男 8 人(16 歳以上 4 人、16 歳未満 4 人)、女 4 人(16 歳
以上 2 人、16 歳未満 2 人)‐計 12 人49。 
        ⑤〔林業労働者〕
         収入          支出
製炭労働収入　                　444.03円 家計費　　　  　528.50円           1人当たり44.04円
農作物其の他家族収入　       76.75円 公租公課　      　     2.58円
其他    　    　　       4.00円
      合計                        　　522.78円 合計       　 　  　535.08円







拡大の原因となっている。前出の『及位村 経済更生計画』(昭和 9 年)による農家総戸数は
588 戸であり50、昭和 6・7・8 年平均の金肥は 8,000 貫 3,680 円51、これを農家 1 戸当た
りに換算すると 6.26 円となる。前出の秋田営林局の調査によると、及位村の平均農家規模




事例②の農林兼業者の場合、林産物の収入はなく、経営耕作地面積が 5 町 6 反と大きく、
全てが所有地であるために小作料は発生しない、しかし農業経営費と公租公課が高額であ
る。また、上と同じ基準で計算すると、金肥代は約 53 円で、これは農業経営費の約 4 割
を占めることになり、肥料代がいかに高額で農業収入を圧迫しているかが理解できよう。
                                                  
48 前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 19-20 頁。 
49   前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 20-21 頁。  
50 前掲『及位村 経済更生計画』5 頁、なお『国有林所在町村勢調査』による農家数は 472 戸である、
これに従うと 1 戸当たりの金肥はさらに高額となる。 
51 前掲『及位村 経済更生計画』昭和 9(1934)年 8 月 27 頁。 





































第 3 節 及位村の国有林 
( 1 ) 国有林の形成 
明治新政府が推進した地租改正事業によって、藩政時代には自由に使用できた林や秣場
などが国有地に編入された。前出の秋田営林局が作成した「昭和九年 及位村調査書」、「國
                                                  











上 伐採ヲ許シ地元民ノ薪炭用ニ供シタル形跡アリ 廢藩置縣後 是等ノ山林原
野ハ官民有区分決定シ國ニ帰属セル山林ハ國有林野トシテ新ニ林制布カレ今日ニ
及ベルモノナリ 尚其ノ後 明治三十三年ニ至リ国有林野下戻法ノ公布ニ至リ六



















あると自慢し、その 1 番が後掲〔表 3‐7〕にみられる及位の黒森山であると述べている56。 
先述のとおり、明治維新期に東北地方が蒙った最も不利益のひとつが、官公民有地区分
による山林・原野の収奪だった。総面積の 9 割以上と圧倒的な広さを国有林が占める及位
では、その凄まじさは想像を絶するものがある。後掲〔表 3-3〕は、大正 13 年、山林局の
調査による東北 6 県および全国平均面積の山林総面積に対する国有林の割合を示したもの
                                                  
54  前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林所在地調査』671 頁。 
55  林業発達史調査会編『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 1960 林野庁。林野庁による 
と、田一反に必要な草木の量は最低 450 貫、最高１千貫に及ぶ(12 頁)、㌔に換算すると約 1,700~3,700
㎏と莫大になる。 
56 前掲『真室川町史』550 頁、 







   〔表 3-3〕 
 








全国           4,222,604 町歩 24.9
出典　浅野源吾『東北振興史』下巻　昭和15年 東北振興会　278頁から作成。





　 面積 割合 面積 割合 面積 　割合
最上郡 210,831 46 207,961 50 111,060 30
南村山郡 10,179 2 9,783 2 16,575 4
東村山郡 6,373 1 3,377 1 1,807 0
西村山郡 50,209 11 45,961 11 42,501 12
北村山郡 29,037 7 10,406 3 28,091 8
南置賜郡 5,930 1 5,157 1 4,397 1
東置賜郡 9.61 0 517 0 341 0
西置賜郡 48,821 11 46,351 11 52,863 14
東田川郡 63,047 14 56,868 14 72,180 20
西田川郡 11,172 2 8,243 2 7,203 2
飽海郡 21,029 5 23,798 6 32,618 9
合計 457,589 100 418,422 100 369,636 100
       明治34年       大正4年
　　　　　　 山形県内国有林野面積             (単位hr    割合%)
  出典　 山形県編・発行『山形県史』第4巻　昭和59年 763頁。  
上記一覧表は何れも調査年が異なる関係上、単純に比較することはできないが、〔表 3-3〕







                                                   
57  前掲『東北振興史』下巻 278 頁から作成。 










の後明治 2 年 7 月 10 日、各府県に対し、その管轄区域内にある官林のうち植伐の対象と
なる優良山林地の箇所・反別調査を命じ、官林の統一管理に一歩を踏み出した(民部省「官





所名称区別改正法」(明治 7 年 11 月)によって、全国の土地をことごとく官有地と民有地の
2 種に大別し、さらに官有地を第 1 種から第 4 種までに分け、民有地も第 1 種から第 3 種
にまで分類して、全国の地所すべてをそれらのいずれかに所属させるものとした61。 










商務卿決議 明治 15 年 3 月)を定め、同 17 年 10 月には「官林境界調査心得」(「農商務省 
第 340 号達」)を発令して、官林境界測量に厳密を期すための計器の指定はじめその方法、
順序および野帳・製図の調整方などを規定した。明治 19 年 4 月、「勅令第 18 号」により
大小林区署官制が発表されると、調査事業はすべて大小林区署で推進されることになる。
官林は国有林となり、行政機関による統一された管理のもとにおかれた。『日本林業発達史』
上巻が示す、明治 13 年～同 21 年に亙る山林局調査では、この期間を通じて官林の調査箇
所および編入面積が逐次増加しており、これはすなわち厳格な官林の境界決定によって、
民有地が蚕食されたことを表わすものだろう64。 
                                                   
59 北条浩『入会林野の史的研究』上 1977 御茶ノ水書房 3 頁。 
60 前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 47-48 頁。 
61 農業発達史調査会編『日本農業発達史』第 1 巻 1953  中央公論社 72 頁。 
62 農林大臣官房総務課編『農林行政史』第 5 巻 下 1963 農林協会 1131 頁。 
63 前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 60 頁。 
64  明治 13 年の調査ヶ所は 82,795、面積では 5,259,182 町歩の増加。明治 21 年の調査ヶ所は 











( 2 ) 及位村の国有林形成過程 
次に掲載する文書①は、及位村に遺された国有林関係の史料のうち最も古い日付のもの
で、明治 4 年 12 月に提出された。  
①「苗木杉植立場所御判紙奉願上面附帳」   明治四辛未 及位村 
右之通私并當村御百姓共、苗木杉植立場所先年ゟ御判紙奉頂戴候処、数度之火災 
二而一同焼失仕候ニ付 右之場所相改亦々度奉願上候 尤御林御田畑江差障□ 
一切無御座候間 何卒御憐愍御叶被成下候様度奉願上候  
乍恐此段宜被仰上被成下度偏ニ奉願上候   以上 
                 及位村組頭  吉十郎 
                   〃    喜左ヱ門 
                   〃    六左ヱ門 
                  大山守    髙橋俵左ヱ門 
                  庄屋     髙橋作江門 
   明治四辛未年十二月五日  宮林幸蔵 様  (□は判読不能‐筆者) 
これは、明治 4 年 12 月 5 日付、「及位村」の庄屋髙橋作江門外 4 名の連署で67、宮林幸蔵
という人物宛てに提出された判紙場再認定の嘆願書である。当該文書に付された村民の借
地場所および面積は後掲〔表 3-5〕に纏めた。この場合の「及位村」というのは、「大区・










                                                                                                                                                              
前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 61 頁、「第 4 表 官林編入の増加」。 
65  山形県『山形県史』本篇 6「漁業編・畜産業編・蚕糸業編・林業編」1975 764-765 頁。 
66 前掲『山形県史』本篇 6「漁業編・畜産業編・蚕糸業編・林業編」1975 765-767 頁、 
秋田営林局所蔵資料の再引用。 







  No  願い主名前   場所名     広さ
1 五郎平 虻川原 　竪30 間　横20 間
2 五郎平 六左エ門表 　竪30 間　横20 間
3 五郎平 四郎左エ門表 　竪20 間　横10 間
4 五郎平 田代口 　竪40 間　横30 間
5 三郎江門 屋敷ノ上 　竪30 間　横20 間
6 権六 大六郎澤口 　竪20 間　横20 間
7 権六 杉平 　竪25 間　横20 間
8 長四郎 下ノ澤口 　竪30 間　横20 間
9 三七 勘四郎表 　竪30 間　横  5 間
10 三七 金打澤口 　竪20 間　横15 間
11 三七 金打澤口 　竪15 間　横12 間
12 三七 金打澤口 　竪15 間　横10 間
13 吉江門 たもの木澤 　竪30 間　横15 間
14 ニ平 年きノ上 　竪30 間　横10 間
15 ニ平 内ノ澤口 　竪10 間　横10 間
16 ニ平 木伐澤瀧ノ上 　竪20 間　横  5 間










のかは、その後の書類が未見のため判然としない。しかし、後述するように、明治 8 年 10
月、翌同 9 年 12 月にも書式を変えて再び同様の申請をしたことから推察すると、この申








                                                   




69 前掲『真室川町史』551 頁。 




明治 8 年 10 月、再び②「拝借願」が「及位村」戸長髙橋作右衛門から提出された(「明
治 8 年 拝借願」‐本文書には標題は未記載のため筆者が付した)。 




第七大区小三区   及位村戸長 髙橋作右衛門          









年分の 4 倍に増加し、1 人が複数個所の借入申請をした者も多数存在する。そのうち最も
小さいのは栗田庄五郎申請〔表 3-6〕-No33 の「字飛ら沢」「壱畝廿歩」、最も大きいもの
でも髙橋八右衛門、同 No47 の「字上ノ山」「壱町四反五畝歩」であり、申請はそれらを含




明治 4 年の嘆願書提出から 4 年間に、申請者・申請地共々激増した理由は、近隣のムラが
統合され、さらに村民の山林使用観に変化があったということだろうか。 
〔表 3-6〕中、51 番の佐藤運次郎という人物は、前出の筆者の協力者である T 氏の曽祖










                                                   
71 「戸籍法」改正に伴い、山形県では、明治 4 年 8 月「戸籍法改正ニ付達」を県下各町村に布告した。
山形県『山形県史』資料編 19 近現代史料 1 1978  203-205 頁。 




     明治八年　従前御判紙地改而御拝借願        第七大区小三区　　及位村
氏名 場所 広さ(反別) 氏名 場所 広さ(反別)
1 髙橋作右衛門 権現沢 三反六畝廿歩 38 右同人 字杦平 壱反六畝廿歩
2 髙橋六左衛門 字上ノ山 壱反八畝歩 39 佐藤三七 字金打沢口 壱反歩
3 髙橋惣兵衛 字新道 壱反五畝廿歩 40 佐藤三七 字金打沢口 六畝歩
4 髙橋庄九郎 上ノ山 壱町歩 41 右　同人 右　同所 五畝歩
5 髙橋兵助 山ノ神下 四反弐畝廿八歩 42 佐藤仁兵衛 字田ノ沢 三畝拾歩
6 舟生権四郎 上ノ山 六畝歩 43 髙橋作衛門 字田ノ奥ノ沢 弐反歩
7 髙橋五郎兵衛 上ノ山 弐畝廿歩 44 髙橋治兵衛 字奥ノ越道 五畝歩
8 髙橋喜左衛門 後ノ山 五反弐畝拾歩 45 右　同人 字金坪沢 五畝歩
9 柴田伝四郎 浦山 四反歩 46 髙橋惣四郎 字上ノ山 四反弐畝歩
10 髙橋久右衛門 字大森下 弐反八畝歩 47 髙橋八右衛門 字　同所 壱町四反五畝歩
11 髙橋助太郎 字同所 九反九畝五歩 48 髙橋五郎兵衛 字後ノ山 八反歩
12 髙橋三右衛門 字おまけ沢 四反歩 49 髙橋万右衛門 字上ノ山 三反五畝歩
13 髙橋荘三郎 字仁蔵森 四反歩 50 佐藤権六 字楯ノ沢 六反五畝拾歩
14 髙橋平蔵 字家ノ裏 壱反六畝廿歩 51 佐藤運次郎 字金打沢口 五反歩
15 佐藤仁兵衛 字前倉下 九畝壱歩 52 佐藤長之助 字真木ノ沢口 三反五畝歩
16 柴田伝四郎 字木伐沢口 壱反歩 53 佐藤勘助 字金打沢口 弐反五畝歩
17 髙橋庄九郎 字同所 弐反歩 54 髙橋作右衛門 字山神脇 五反弐畝拾五歩
18 髙橋五郎兵衛 字崩ヶ沢 弐反歩 55 栗田徳左衛門 字深沢口 七反歩
19 右　同人 字朴木沢小松倉 参反参畝拾歩 56 栗田徳兵衛 字金倉沢 四反六畝廿歩
20 右　同人 字乳母瀧 壱反歩 57 佐藤仁兵衛 字大六郎沢 壱反歩
21 髙橋三右衛門 字小万沢 五畝歩 58 佐藤仁兵衛 字木伐沢口 六畝廿歩
22 右　同人 字小屋沢 弐反歩 59 髙橋荘九郎 字大六郎沢口 五反三畝歩
23 右　同人 字奥ノ越道 六畝廿歩 60 髙橋五郎兵衛 字朴木沢合ノ又口 壱反弐畝歩
24 髙橋庄次郎 字金坪沢 壱反歩 61 右　同人 字朴木沢芦ヶ沢口 弐反五畝歩
25 髙橋仁三郎 字赤沢 参反歩 62 佐藤三郎右衛門 字崩飛ら 三反三畝拾歩
26 髙橋作右衛門 字上ノ山 弐反歩 63 右　同人 字とはき沢口 弐反六畝廿歩
27 右　同人 字山神脇 六畝廿歩 64 佐藤権六 字朴木沢 壱反六畝歩
28 髙橋作衛門 字大森下 弐反六畝廿歩 65 髙橋伝兵衛 字金打沢 七反歩
29 髙橋利兵衛 字田ノ沢 壱反五畝歩 66 佐藤三七 字同所二タ又口 弐反歩
30 柴田伝四郎 字山神下 六畝廿歩 67 佐藤幸吉 字崩沢 五反歩
31 柴田荘兵衛 字小屋沢 弐反歩 68 右　同人 字扇飛ら下 壱反歩
32 髙橋多蔵 字塩水の 五畝歩 69 佐藤長之助 字岩瀬小沢口 弐反五畝歩
33 栗田庄五郎 字戸飛ら沢 壱畝廿歩 70 佐藤長之助 字真木ノ沢口 弐反五畝歩
34 三上門兵衛 字東又 弐反拾五歩 71 栗田徳左衛門 字栗ノ木沢山 壱反六畝廿歩
35 髙橋五郎兵衛 字裏山 弐反歩 72 髙橋宇助 字小田代下沢奥道 三反三畝拾歩
36 右　同人 字同所 六畝廿歩 73 佐藤惣十郎 字赤倉沢口 九反歩















二里 険阻」、「東 秋田官山境」・「南 中田村官山境」・「西 大瀧村官山境」・「北 秋田官山境」、
以下木種・大きさ毎に記載され、別に「字東又水林」、「反別不詳 険阻 東西拾五丁 南北拾









御林の書上げを命じていたことが判明している76。つまり、明治 2 年 7 月付の民部省によ




明治 3 年 12 月に発令された「社寺上地処分」(「太政官布告」第 4 明治 4 年正月 5 日)
により、藩政時代の藩有林および社寺有林は既に上地させていたため77、上記「書上」で
は、「及位村」のすべての山神社も官山として立木の大きさを報告したのだろう。「書上」




                                                   
73 前掲『農林行政史』第 5 巻 下 11318 頁。 
74  明治 7年 8月第七大区小三区及位村戸長 髙橋作右衛門から山形県権令関口隆吉宛「官山取調書上」。 
75 前掲『入会林野の史的研究』上 4-6 頁より転載、 
原典は林野制度史研究会『近代林野制度資料集』1977(昭和 52)年 3 月 徳川林政史研究所。 
76 前掲『入会林野の史的研究』上 7 頁。 
77 前掲『農林行政史』第 5 巻 下 1321 頁。 






さて、明治 9 年 12 月上旬付で「第四大区小三区及位村村長代 髙橋作右衛門」から山形 
県令三嶋通庸宛てに④「山岳原野官民有区別願」が提出された(長文のため掲載を略す‐筆
者)。明細には明治 9 年 11 月と記されている。これは、上述の明治 9 年 3 月に発令された





















明治 14 年 11 月 12 日、最上郡及位村惣代人佐藤仁兵エ、用係髙橋作兵エ、戸長吉村雄
吉らは連名で下の⑤「御受書」を山形縣勧業課宛てに提出した。 
⑤「御受書」 
    今般山林調査トシテ御出張相成私共御案内仕夫々官林ニ御編入相成候就テハ官 
民有境界等之儀ニ付後日ニ至リ決テ異論無之依テ惣代人連署ヲ以テ此段御受申 
上候也   明治十四年十一月十二日      最上郡及位村 
      惣代人 佐藤仁兵エ   用係 髙橋作兵エ   戸長 吉村雄吉 
    山形縣勧業課  御出張 御中 
                                                   
79  明治 9 年 12 月上旬 「山岳原野官民有区別願」第四大区小三区及位村村長代 髙橋作右衛門、 
最上郡真室川 髙橋秀弥氏(故人)所蔵、詳細は別添史料参照。 
80 前掲『農林行政史』第 5 巻 下 1105 頁。 





      明治九年　山岳原野官民有区別願　　及位村　一覧    十二月上旬　　　山形県令　三嶋通庸　宛
　　字 山反別(単位)   沢反別   道反別  内書　 内書拝借地
　　山名   町反畝歩  町反畝歩  町反畝歩  官林   町反畝歩
1 黒森山   916.6.6.20 留山・杉檜槻・留木官林・一切不伐木    1.4.5.10
2 金倉山   210.3.0.00 留山・杉檜槻・留木官林・内書   3 反
3 栗木沢山   273.6.0.00 留山・杉檜槻・留木官林・一切不伐木・内書    0.2.8.10 　1 反 　0.1.6.20
4 中ノ又山   167.1.2.20 留山・檜松・留木官林・一切不伐木・内書    0.6.0.00   0.4.6.00
5 仙北沢山   205.4.3.10 自然諸木繁茂・一切不伐木・内書    0.5.3.10   1 反
6 戸ノ沢山   160.0.0.00 留山・檜松・留木官林・無税木伐取・内書
7 問屋沢山   150.4.0.00 留山・檜松・留木官林・一切不伐木・内書 　 0.4.1.20   1 反   0.3.0.00
8 赤倉沢山   141.5.6.20 留山・杉松・留木官林・一切不伐木・内書    0.5.6.20   0.5.0.20
9 金打沢山   206.7.3.00 留山・檜松・留木官林・税10銭薪伐・内書    0.2.9.05   0.6.3.00
10 岩瀬山   139.3.3.10 民有確証無・無税薪伐出自由
11 中小屋山     70.1.0.00 民有確証無・無税薪伐自由・内書   0.4.3.10
12 大六郎沢山   130.6.3.00 留山・杉松・留木官林・税73銭3厘・内書    0.3.7.15   0.6.3.00
13 小六郎沢山     73.3.3.10 留山・杉松・留木官林・一切不伐木 　 0.0.5.00
14 䑓ノ倉山     86.7.5.21 留山・杉松・留木官林・一切不伐木・内書    0.8.8.10   0.0.9.01
15 楯ノ沢山   209.8.3.10 自然繁茂・一切不伐木・内書 　 0.0.6.00    0.2.6.10   0.5.0.00
16 峠ノ沢山   105.6.3.20 自然繁茂・一切不伐木・内書   0.6.3.20
17 朴木沢山   351.2.1.20 税20銭薪伐取・内書    1.8.8.00   1.2.1.20
18 中山   140.1.0.00 民有確証無・無税萱秣刈取自由・内書    0.0.8.27   0.3.2.06   0.1.0.00
19 倉ノ楯山     28.0.6.20 民有確証無・無税萱秣刈取自由・内書    0.0.2.00   0.5.6.20
20 上ノ山     30.0.2.04 民有確証無・無税秣刈取自由・内書   8.8.8.16
21 木伐沢山     27.0.3.10 税30銭薪伐取・内書    0.1.0.00   0.3.9.00
22 赤沢山     78.3.0.00 民有確証無・無税薪刈取自由・内書    0.2.6.00   0.4.0.00
23 田ノ沢山     17.0.0.00 民有確証無・無税秣刈取自由・内書    0.0.2.00   0.2.3.10
24 平場山       3.1.5.00 民有確証無・無税秣刈取自由・内書   0.3.5.00
25 檜ノ木森山     20.0.0.00 留山・杉檜・留木官林・一切不伐木 　 0.2.0.00    0.3.1.05 
26 高問屋山     40.0.0.00 留山・杉・留木官林・税薪伐取自由    0.1.3.20
27 小田代山     80.3.3.10 留山杉檜・留木官林・税20銭薪伐取・内書    0.1.3.10   0.3.3.10
28 奥越道山     68.1.8.10 民有確証無・無税薪伐取自由・内書    0.2.9.00   1.5.1.20
29 鏡沢山     50.2.1.20 民有確証無・無税秣刈取自由・内書   0.2.1.20
30 戸屋沢山       7.2.1.20 民有確証無・無税萱刈取自由・内書    0.0.2.00   0.0.1.20
31 東又山   288.6.0.10 民有確証無・税20銭薪伐取・内書    1.3.0.00   1.1.0.00   0.2. 0.15
    合計 4,476.8.8.25    9.8.8.07   1.9.9.21   6 反 18.7.8.12
( 1 )　留山、一切不伐木　　　　　　　　　　1,2,3,4,7,8,13,14,25                           2,039 町　 7 反  　5 畝   1 歩
( 2 )　留山、無税木伐取可　　　　　　　　 6                                                         160 町
( 3 )　留山、納税の上薪伐取可             9,12,26,27                                            457 町　 6 反 　 9 畝 10 歩
( 4 )　無種山、一切不伐木                   5,15,16                                                 520 町　 9 反　         10 歩
( 5 )　無種山、納税の上薪伐取可         17,21                                                    378 町　 2 反　  5 畝
( 6 )　民有確証無、無税薪伐取自由      10,11,28                                               277 町   6 反     1 畝 20 歩
( 7 )　民有確証無、無税萱・秣刈取自由 18,19,20,22,23,24,29,30,31                    642 町   6 反     7 畝 14 歩










区分作業は明治 14 年に一応完了したことが判る。 
〔史料 3-1〕 














県では、明治 10 年 5 月 7 日付で該申請書明細中の拝借地を「杉立」に書き直し、「立林」
とともに書状の欄外に朱書で以下の回答を付して民有を認可した。 
    右者苗木植立或者手入ヲ加ヒ置候成蹟ニ依リ  民有地ニ編入候条地価地租取調 
早々地租改正係ヘ可差出候 其他民有ニ定成蹟無之ニ付官有地ト可相心得候事 
                                                   
81  及位村惣代佐藤仁兵衛・戸長吉村雄吉「最上郡及位村山林ヶ所調表」明治 14 年 11 月、真室川町 
   髙橋秀弥氏(故人)所蔵。〔表 4-4〕には、〔表 4-3〕のうちの No19 倉ノ楯山、No29 内ノ沢山が入って 
おらず、反対に田ノ沢山 反別 16 町 6 反 6 畝、立木ナシが付加されている。 
82  金山町史編集委員会編『金山町史』資料編 9 1988 金山町 118 頁。 
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83  宮本常一「山村と国有林」『宮本常一著作集』第 14 巻 1973 未来社 84 頁。 
84  前掲、拙稿「戦後日本の農村における子どもの労働と家族の変容－山形県最北部の農村を事例とし
て－」第 2 章。 





































⑦「最上郡長宛 村絵図面提出」明治 15 年 
  今般郡内明細絵図面調整ニ付細大無洩取調可差出之旨御達ニ因リ別紙之通調整進達
仕候也  及位村外二村   戸長 吉村雄吉 
明治十五年六月十九日 最上郡長朝倉政治殿 
                                                   
86  奈良正路「入会権論」『昭和前記農政経済名著集』21 1981 農山漁村文化協会 98-99 頁。  
87  前掲『林野入会の史的研究』上 54-55 頁。 
88 前掲『農林行政史』第 5 巻 下 1321 頁。 





















には強い権力を付与して監視に努めた。「山林局出張所処務心得」(明治 14 年 9 月普第 15
号達)では、出張所長に対して「官林ニ係ル犯罪人ヲ告訴スル権限」を認め、次いで「山林
事務所山林局員処務心得」(明治 15 年 6 月)により、「犯罪人ノ告訴及ヒ賍物返還損害要償
ノ訴ヲ為ス事」と、所長権限の拡大を図った。さらに、明治 19 年の大小林区署官制の制
定にあたって、小林区吏員に、「森林現行犯罪アルコトヲ認知シ又ハ森林犯罪ト思料シタル
                                                   
90 前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 74 頁。 






権限が与えられたことになる。その後、明治 23 年 2 月法律第 6 号「裁判所構成法」第 18
条では、林務官にも警察官や憲兵将校下士と同様、検事の事務が執行できるよう認め、さ
らに明治 23 年 10 月、法律第 96 号「刑事訴訟法」により、林務官に「検事ノ補佐トシテ




治 23 年 4 月、勅令第 69 号)によって、森林所在地住民に対しても、従来の売り払い慣行
がない場合には、木竹・薪炭材・下草・秣・小柴・土石などの売渡が、競争入札に付され
ることになり、随意契約によって売り渡すことができなくなったという事情がある(同規則
第 1 条の 6) 92。結果として、生存の危機に直面した地元住民による盗伐が激化し、林務
官との対立もまた激しさを加えることになった。明治 18 年の盗伐件数は、山林局の調査
だけでも 990,673 件に及び93、結果に表れない討伐は計り知れない。そこで政府が採った



















                                                   
92  前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 82-83 頁。 
93 「官林の被害」、前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 79 頁 
「山林局調査書」の再引用。 
94 前掲『日本林業発達史－明治以降の展開過程－』上巻 84 頁。 
95 前掲「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林在町村勢調査』655-656 頁。 
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2  『及位小学校沿革史』大正 11 年度「四 寄付」欄、山形県最上郡真室川町教育委員会所蔵。 
3  秋田営林局「及位村 調査書」昭和 9 年『国有林在町村勢調査』1938 657 頁によると、「国有林事業
ニ依ル労働者ノ雇用」は延べ人数 53,411 人、賃金総額は 37,292 円だった。つまり毎日平均 148 人
が国に雇用され、1 人 70 銭/1 日の賃金をえていた。なお、当時村の人口は約 3,600 人だった。 
4  『塩根川向上会記録群』No16「文書往復綴」-No28 大正 15 年 7 月 7 日付 支部長より支部内夏期弁
論会・役員会開催の件。 












年 4 月 17 日付)を参考資料として使用する。 












































第 1 節 塩根川向上会と塩根川部落 







部落内の通信網の整備も行った。『記録群』は、大正 13 年度末から昭和 30 年代までの 38
種類の活動記録の総称である。記録は種類も多く、一部を除き簿冊としてそれぞれ纏まっ
た形状となっている、そのため史料として扱い易くするために連番を付して整理し後掲〔表











                                                  
6  河西英通『東北－つくられた異境』2004 中公新書 46 頁。 
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〔表 4-1 〕 
　　　　　　　　『塩根川向上会記録群』
No 記録名称 発行年 最終年 頁数 備考
1 礎 不明 4 信條、向上之礎、向上会歌
2 會員名簿 昭和2年 昭和6年 34 表紙に青年会塩根川支部。1頁に付き2名記載
3 會員名簿 不明 昭和23年 81 大正6年入会者から、1頁に付き2名記載　、女子部
名簿あり
4 會員名簿 昭和27年度 昭和33年度 32 昭和33年度入会者まで、1頁に付き4名記載
5 役員名簿　塩根川向上會 昭和3年 昭和32年 56
6 備品台帳 昭和4年開始 昭和13年 26 最終項に「拓植部」ゴム印購入の記録
7 資料名なし 大正12年度 昭和2年度 56 請求書及領収証
8 支拂証憑書　第壹号 昭和3年度 昭和5年度 107 請求書及領収証
9 支拂証憑書　第貮号 昭和6年度 昭和12年度 266 請求書及領収証
10 正当証書 昭和13年度 昭和19年度 59 請求書及領収証
11 会計簿　第壹号 昭和3年度 昭和7年度 68 収支決算書
12 会計簿　第二号 昭和8年度 昭和12年度 80 収支決算書
13 会誌　塩根川向上会 昭和13年 昭和24年 74 常会・総会報告書、活動日誌
14 部誌　塩根川向上會弁論部 昭和3年 昭和11年 86 弁論部活動記録・論題
15 関係書（及位青年団関係） 昭和3年 昭和13年 100 昭和八年「郷土更生ニ関スル青年協議会決議」、
山形縣聨合青年團「本    團運動会規約」
16 文書往復綴 大正13年起 大正13年 大正2年度 73
17 文書往復綴　昭和3年度 昭和3年 29 以下書簡集
18 文書往復綴　昭和4年度 昭和4年 23
19 文書往復綴　昭和5年度 昭和5年 17
20 文書往復綴　昭和6年度 昭和6年 23
21 文書往復綴　昭和7年度 昭和7年 40
22 文書往復綴　昭和8年度 昭和8年 22
23 文書往復綴　昭和9年度 昭和9年 20
24 文書往復綴　昭和10年度 昭和10年 21 昭和10年度塩根川共同作業組合文書往復綴込み
25 文書往復綴　昭和11年度 昭和11年 35 昭和15年1月付け「山形県青年製炭報国隊実施要項
(抜)」含む
26 文書往復綴　昭和12年度 7
27 文書往復綴　自昭和10年度 昭和10年 5 塩根川共同作業組合　契約書・規約綴
28 御大礼記念　貯蓄台帳　第壱号 昭和3年11月 昭和8年5月 50 縄綯による貯蓄
29 御大礼記念　貯蓄台帳 昭和3年11月 昭和8年度 60
30 御大礼記念　貯蓄台帳　昭和8年度 昭和8年度 昭和14年度 57
31 向上　読者名簿　塩根川向上會 記載なし 23 第壹号～第拾号
32 図書名簿　向上會文庫　第壹号 昭和3年7月 17 蔵書一覧　1～103




34 図書借用名簿　塩根川向上會 昭和3年7月 昭和8年 37 向上會文庫貸出・返却名簿
35 図書名簿 44 塩根川公民館
36 図書名簿 32 塩根川公民館
37 若妻学級出席承諾書 昭和32年 昭和32年 世帯主の承諾







代の大正 13 年度から、「向上会」が創設された昭和 3 年度を経て、昭和 11 年度末すなわ







大正 14 年 2 月 1 日付であり同 13 年分は一枚も残されていない。大正 6 年に及位村青年会
が設立されて以降、塩根川も支部として評議員を送ることで組織の一端を担っていた。そ
のため、「向上会」設立の昭和 3 年 4 月 17 日以前、文書の受・発信は支部長名で行われて
おり、大正末期には部落内への情報伝達の方法がほぼ確立されていたことが判る。 







昭和 3 年 4 月 17 日、「向上会」会長の佐藤孝治は、各部落の幹事および各部長宛に次の






上げたものだと思われる。なお、発会式および総会は同年 4 月 21 日ではなく、実際には
翌 22 日に開催されたようだ。発会式を終え、「向上会」は正式に活動を開始した。 
〔『記録群』No15「関係書」‐「宣誓」昭和 3 年 4 月 22 日付〕 
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25 年 4 月 17 日)から、戦前期のケーヤク内容を推測せざるをえない〔『契約書』塩根川部





































                                                  
7 塩根川部落契約組合『契約書』昭和 25 年 4 月 17 日、山形県最上郡真室川町及位 塩根川公民館所蔵。 


































書』(昭和 10 年 12 月付)には、「部落状況」を一覧表にした資料が掲載されており、そこか






                                                  





      年度　昭和) 　3 年度 　4 年度   5  年度 　6  年度 　7  年度   8　年度 　9  年度  10 年度 10年度(正 )  11 年度  12 年度
前年度から繰越 18.21 14.15 12.53 12.74 4.01 7.99 14.95 11.73 11.73 8.54 33.02
共同作業収入 79.90 91.30 85.50 42.30 56.05 73.05 44.60 50.50 50.50 45.90 54.95















【収入の部】合計 116.63 135.19 100.03 85.65 70.51 84.61 63.00 66.26 156.26 66.06 100.38
及位村青年会負担金 13.60 15.00 13.20 10.38 9.80 6.60 8.50 8.40 8.40 7.20 6.60
文芸部　弁論部 3.85 14.25 11.20 6.30 4.92 2.00 1.04 1.04 2.60
          図書購入 19.97 20.00 13.66 5.51 3.84 5.13 11.02 6.06 7.97 11.44
　　　 雑誌購入 6.04 5.58 2.65 6.85 6.55 1.55
          『向上』刊行 6.10 0.30
          印刷機購入積立 5.00 5.00
          図書部印鑑購入 4.96
          教育費 2.80 4.33
        修養講習会出席手当 2.00
         ( 文芸部小計) 23.82 34.25 29.86 17.40 16.47 11.42 7.78 18.91 18.91 14.92 17.77
           対全支出割合 23.2% 27.9% 34.2% 21.3% 26.3% 16.4% 15.2% 36.7% 12.8% 45.1% 25.5%
運動部　剣道部費 7.88 35.00 8.40 2.84 4.65 4.65
               防具購入積立 5.00
              競技部費 21.40 23.60 8.68
              運動会 7.00 3.85 1.32 0.20 0.20 1.00 1.17
              選手手当 5.00 5.50 0.60 0.80 1.45 1.45
  　　　 (運動部小計) 29.28 58.60 17.08 17.50 12.19 0.60 2.12 6.30 6.30 1.00 1.17
　　　　　対全支出割合 28.6% 47.8% 19.6% 21.4% 19.5% 0.9% 3.9% 12.2% 4.3% 3.0% 1.7%
産業部費 1.82
           産業部印鑑購入 1.62
           部誌 0.20
会議費 3.50 1.90 1.00 1.84 2.34 2.34 1.50 1.50 1.34 1.00
事務費 1.58 2.00 2.00
消耗品費 1.60 0.55 0.65 0.60 0.38 0.38 0.75 0.62
通信費 0.50 0.45 0.72 0.27 0.53 0.53 0.24
予備費 25.55 1.80 4.40 7.43 7.43 1.45 20.64
備品費 5.15 1.46 2.00 1.32 1.01 0.74 1.43
            謄写機購入 21.75
社会費 兵役慰問 1.71 2.55 1.65 2.80 2.20 2.20 4.50 6.02
             救済弔慰 4.50 1.10 1.00 2.00 2.00 2.00 11.40
　　　　　道標修繕費 1.30 0.50
          臨時費(餞別など) 10.91 16.25 11.49 3.46 3.46
          記念品費 7.90 7.90
表彰　  退会者彰功 3.00 3.35 2.35 2.35 0.90 3.00
　　　　  模範青年表彰 0.58 2.44 2.44
　　　(社会費小計) 7.90 10.91 24.15 6.21 18.72 3.95 8.65 12.45 12.45 5.40 20.42
　　　　対全支出 7.7% 8.9% 27.7% 7.6% 29.9% 5.7% 16.9% 24.2% 8.4% 16.3% 29.3%
会館建設費支払 40.00 20.00 60.00
郵便貯金 30.00
【支出の部】合計 102.48 122.66 87.29 81.64 91.64 85.86 70.18 51.46 185.64 55.00 69.65
　正　(※79.94) 正(※　57.72)



















第 2 節「会員相互の向上弥栄」実現方法‐「共働」・「共有」・「公平」の原則 
後述されるように、「向上会」では「会員相互の向上弥栄」実現のため、様ざまな工夫を











分配もまた公平に行われる必要がある。次の大正 14 年の文書、「徴収金 第二期分 一名に
付き金四拾銭、納入期限九月末日」〔『記録群』No16「文書往復綴」-No12 大正 14 年 8 月
26 日付 支部長より 会費徴収の件〕が物語るように、「向上会」設立以前、青年会塩根川
支部の運営資金は成員から徴収される会費に依存していた。また、〔『記録群』No16「文書












( 1 )「共働」の原則 
 前掲、〔表 4-2〕昭和 3 年度の収支明細書によると、合計 116 円 63 銭の収入のうち 79







によると、昭和 3 年 10 月 22 日、「向上会」では役員会を開催して大礼記念事業の協議を
行い、後日「縄綯貯金」を決定した〔『記録群』No17「文書往復綴」No91 昭和 3 年 10




ら「縄綯貯金」を抜粋し一覧表に纏めたものである。塵も積もれば山、1 人 1 か月 3 銭な
いし 6 銭ずつの縄綯いほどこの諺が当てはまる貯金はなく、当時の利息額の大きさにも驚
かされる。前掲〔表 4-1〕『記録群』一覧表 No28、29、30 から、大礼記念「縄綯貯金」の
概要を抽出すると、主に次のようなルールのもとに本事業が推進され、公平性の確保に工
夫の跡がみられる。①縄は 1 か月に 1 把(50 尋=1 尋を 6 尺として約 90 メートル)、1 年分
10 把を納入する。②金納も可、価格は時価。帳簿によると安い時で 3 銭/1 把、高い時で 6
銭/1 把、「摘要欄」に金額が記入される。③入営・出稼ぎ・入院など不在の期間の納入は
免除される。 
〔表 4-3〕                              〔『記録群』No28「御大礼記念貯金䑓帳」〕 
         御大礼記念縄綯貯金　年度別明細　(単位　円 .銭厘)
  年度   貯金　額    利子 合計金額 累計金額
昭和　3 9.14 9.14 9.14
昭和    4 15.15 0.7 15.85 24.99
昭和　5 17.34 1.38 18.72 43.71
昭和    6 14.09 2.09 16.18 59.89
昭和　7 10.87 10.87 70.76
昭和　8 14.09 5.02 19.11 89.87
昭和　9 12.14 3.03 15.87 105.04
昭和  10 11.10 3.4 14.5 119.54
昭和  11 12.77 3.82 16.59 136.13
昭和  12 12.44 4.08 16.52 152.65
   合計 129.13 23.52 152.65
※不整合        
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( 2 )「共有」の原則 
①モノの「共有」‐向上会文庫の設置‐ 
「会計簿」によると、昭和 3 年は「向上会」新設年度であることや事業展開の必要から
か多くの支出がみられる。例えば運動部では同年 5 月 2 日、「競技用トシテ スパイク一足」
5.00 円、「剣道ヒ」として「防具ノ購入」4.48 円など、「備品ヒ」としては「向上会用ノ印
鑑七ケ」3.30 円、「向上会用ノ帳簿六冊」1.67 円が計上されたことを確認することができ









の同年度は 2 種類の収支決算となったことを付記しておく。後掲〔『記録群』No35 向上会
文庫「図書名簿」〕によると、蔵書は 230 冊におよび、1 番の『祖国ヲ顧ミテ』(河上肇著 昭











用期間は概して長い傾向を呈する。例えば昭和 3 年 4 月 22 日に栗田栄之助が借りた『思
出の記』(徳富健次郎著 民友社発行 〔表 4-4 -①-②「図書名簿」〕No4 )の返却は、同年 12
月 17 日となっており、読み終えるまで約 8 か月を要したことになる。試みに、同史料か
ら人気図書をみると、1 位は『修養全集』第 2 巻 「東西感動美談集」(〔表 4-4〕No18)、










〔表 4-4- ①〕 
                  塩根川向上会文庫「図書名簿」                                                     2 / 1
 NO      書名   著者  価格  No       書名 　　　著者  価格
1 祖国ヲ顧ミテ 河上　肇 1.70 58 果樹蔬菜栽培と増収法 山本豊次郎 0.60
2 建国ノ精神に還れ 永田秀次郎 0.20 59 滞欧所感 加藤完治 1.00
3 笑の爆弾 松山思水 1.20 60 明治勲臣近世偉人百話 田中萬逸 1.80
4 思出の記 徳富健次郎 2.00 61 鶏の飼方 中村孤月 1.20
5 村の辻を往く 小野武夫 0.60 62 快傑傳　第一編 伊藤痴遊 1.50
青年叢書 63 快傑傳　第二編 伊藤痴遊 1.50
6 第一篇　志士の片影 後藤静香 0.20 64 講談全集　第三巻 大日本雄弁會 1.00
7 第二篇　男道 後藤静香 0.20 65 清川八郎 三上於莬吉 0.70
8 第三篇　大地に立つ 仝上 0.20 66 青年の自覚 山崎延吉 0.50
9 第四篇　相互教育 仝上 0.20 67 農村小話 山崎延吉 0.30
10 第五篇 仝上 0.20 68 世界大雄弁物語 大日本雄弁會
11 二人行脚 日下部四郎太 3.50 69 昭和一新論 徳富猪一朗 0.40
12 現代日本論 鶴見裕輔 1.60 70 修養 新渡戸稲造 1.00
13 大正新立志傳 木島藤五郎 1.03 71 陪審裁判の話 司法省刑事局
14 健男児 上井磯吉 0.70 72 團報　　山形県聨合青年団
15 一高魂物語 藻岩豊平 1.60 73 世に出る青年へ 渋澤栄一 1.30
16 砲弾を潜りて 川田　功 1.20 74 出世の礎 野間清治
17 修養全集第一巻　聖賢偉傑物語 大日本雄弁會 1.00 75 新宗教　至誠教 後藤武夫 0.05
18 修養全集第二巻　東西感動美談集 大日本雄弁會 1.00 76 帝国之前途 大谷光瑞 0.60
19 修養全集第三巻　金言名句人生画訓 大日本雄弁會 1.00 77 滿洲事変クラブ 滿洲日報社
20 修養全集第四巻　寓話道話お伽噺 大日本雄弁會 1.00 78 向上　第一巻 塩根川向上会
21 修養全集第五巻　修養文芸名作選 大日本雄弁會 1.00 　　昭和7年度　部長　佐藤慶太郎
22 修養全集第六巻　滑稽諧謔教訓集 大日本雄弁會 1.00 79 升川倉松傳 升川倉松刊行会 2.80
　昭和4年度　図書部長佐藤　田 80 国民に訴ふ 若槻禮次郎 0.10
23 修養全集　第七巻　経典名著感話集 大日本雄弁會 1.00 81 軍備制限と陸軍の改造 中尾龍夫 1.30
24 修養全集　第八巻　古今逸話特選集 大日本雄弁會 1.00 82 郷土の光 中野豊政 0.50
25 修養全集　第九巻　訓話説教演説集 大日本雄弁會 1.00 83 ブラジル移住者通信集 拓務省拓夢局
26 修養全集　第十巻　立志奮闘物語 大日本雄弁會 1.00 84 聨盟調査団と前後して 伊藤述史 0.60
27 修養全集　第十一巻　処世常識宝典 大日本雄弁會 1.00 85 一粒の麦 賀川豊彦 1.30
28 修養全集　第十二巻　日本の誇 大日本雄弁會 1.00 86 栄えゆく道 野間清治 0.50
29 英雄待望論 鶴見裕輔 0.50 87 近代生活読本 大日本雄弁會講談社
30 煙幕 桜井忠温 1.70 88 第六号　団報 県聨合青年会
31 ベルの音 渋沢青花 1.20 89 勝って兜の緒を締めよ 帝国在郷軍人会
32 赤穂浪士　上巻 大佛次郎 1.50 90 郷土史講話 県聨合青年会
33 赤穂浪士　中巻 大佛次郎 1.50 91 支那の排日侮日について帝国在郷軍人会
34 赤穂浪士　下巻 大佛次郎 1.50 92 道の光 修養団
35 死線を越えて　上巻 賀川豊彦 1.00 93 憂汗歌集 〃
  昭和5年度   図書部長佐藤　田 94 山形縣善行実績 山形縣庁
36 日本農業論 那須　皓 2.50 95 大石内蔵助 村上浪六
37 維新風雲回顧録 田中光顯 2.00 96 聨名より脱退したら日本はどうなるのか   寄贈
38 武勇童話集 江見水蔭 1.00 97 日本の決意 細井　肇 0.50
39 吉田松陰 伊藤痴遊 1.30 98 我等の陸海軍 平田晋策 1.30
40 運命の秋 吉田言絃二郎 2.00 99 忠烈爆弾三勇士 小笠原長生 0.80
41 海軍一般 横須賀海軍 　寄贈 昭和八年度 部長　佐藤慶太郎
42 南滿独守入隊記念アルバム 　寄贈 100 趣味の法律 上田　保 3.80
  昭和6年度　 図書部長佐藤　田 101 非常時局と青年團
43 レミゼラブル物語 毛利興四郎 1.60 102 農村の共同化 本位田祥男
44 シェークスピア史劇物語 課外読物刊行会1.80 103 全村学校ト部落常会 山形縣社会課
45 人耶鬼耶 黒岩涙香 1.50 104 国民の精神的更生
46 暗號の骨牌 長谷川次郎 1.00 105 向上誌　第貳巻
47 惨禍の巷 磯野青嵐 0.80 106 救国運動と教化總動員 蓮沼門三 20.00
48 雪国の悲惨を語る 黒川久隆 図氏安正0.35 107 村と共働 小野武夫
49 恐慌来の国民経済 今井竜次郎 0.10 108 十二偉人を語る
50 消費節約昔物語 社会局 109 偉人は斯く教へる 大日本雄弁會講談社
51 井上準之助論 国民経済研究会0.15 110 笑話寶玉集 大日本雄弁會講談社
52 教化の資料 文部省 111 秩父宮殿下特別大演習を中心として歩兵三聠隊
53 神様のお伽噺 藤川淡水 1.20 112 優良町村之建設 山崎延吉 35.00
54 千一夜物語 童話研究会 1.60 113 青年よ起て 松岡洋右 52.00
55 逸話の逸話 江口国彦 1.20 114 農村問題總解決 岡本利吉 1.00
56 迷信と科学 賀茂熊太郎 0.65 115 人生問題總解決 　〃 0.80
57 逸話集 大日本雄弁會 0.80 116 昭和血士録 長田秀雄 0.62  
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〔表 4-4- ②〕 
　　　　　　　　　　          塩根川向上会文庫「図書名簿」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 / 2
　No       書名 　　　著者 価格 　No       書名 　　著者  価格
117 経済更生計画 及位村経済更生委員会 175 洗心録 幸田露伴 2.00
118 西郷南州　上 伊藤痴遊 0.62 176 菊池　寛集　第一巻 菊池　寛 1.50
119 西郷南州　中 伊藤痴遊 0.60 177 向上の道 佐藤義亮 0.40
120 西郷南州　下 伊藤痴遊 0.60 178 教育雑話 村田次郎 1.30
121 非常時日本に躍る人生 国民新聞總編輯部 0.37 179 草光る 吉田絃次郎 0.35
122 山形縣案内 山形縣協替会 180 静かなる土 吉田絃次郎 0.35
123 郷土偉人最上徳内 山形県聨合青年団 　昭和13年度　　図書部長　佐藤正作
124 海の嘆き 生田春月 0.80 181 二宮欧翁夜話 福住正兄 0.20
125 如何ニシテ希望ノ達シベキ可 葛生男 0.75 182 偉人の青少年時代 杉本喜太郎 0.78
126 国民生活更生之方途 183 輝く聖愛 大谷輝雄 0.95
127 マルクス主義の批判 中央報徳会 0.05 184 萬朶の櫻 村上　寛 0.45
128 社会改良と社会革命 近江匡男 0.05 185 燦めく星座 加藤武夫 1.00
129 経済生活の社会化 近江匡男 0.05 　昭和17年度　図書部長　髙橋久典
130 行き詰ったボルシュヴィズム 近江匡男 0.05 186 楠正成 武者小路実篤 1.50
131 第三インターナショナルの国家政策 近江匡男 0.05 187 母ごころ 村上　寛 0.50
132 農山漁村副業指針 188 壁上の遺言 延原　譲 1.20
133 ウルス栽培の勧め 大日本山林會 189 撃墜 松村黄次郎 1.80
134 自力更生ニ関スル施設事例 社会局社会部 190 南海の日章旗 佐藤大平 1.30
135 農山漁村経済厚生計画樹立方針 農林省 191 上杉鷹山 佐藤大平 1.30
136 山形縣精神更生計画樹立方針 山形縣社会課 192 東北農村記 板谷英生
137 徴兵制の沿革を偲びその将来に及ぶ 陸軍省 193 祖国 北村小松 1.30
138 弘法太子傳 御郷信祐 0.60 194 女性は強し 佐々木邦 1.80
139 米専賣問題講考 梅原　保 0.25 195 勝海舟 和田政雄 1.30
140 人生の行路と目標 塚田新一 0.05 196 副業養豚十講
141 海外紹介座談会 富田長次郎 197 大亜細亜先覚傳
142 徳用樹種栽培奨励座談会 大日本山林會 198 旅への憧がれ
143 野間清治氏 □田忠良 199 石川理紀之助
144 青年団施設参考案 社会課 200 街の戦友
145 ヨーロッパに於けるファシズム 近藤匡男 201 軍人村長 富沢有意男 2.00
146 運動競技則全集 安藤北海 1.70 202 希望と回想
147 噫－林小隊七勇士 滿洲派遣歩兵三二聨隊 203 二宮尊徳
148 吉田大八 山形縣聨合青年団 204 我が愛の記
149 現下日本の三大問題 唐沢武三郎 205 大密林の謎
150 各界オール評判記 御郷信祐 206 寒地稲作の実際 山本健吾 1.30
151 人物とその團体 御郷信祐 207 特別攻撃隊
152 自然と人生 徳富健次郎 208 陸軍魂
153 金を物に換へる時代が来る如何に換へたらよいか唐沢武三郎 208 陸軍魂
154 今日及び明日の話題 御郷信祐 209 熊澤蕃山
155 産業組合国民読本 0.30 210 熱風千里
156 国際連盟支那調査委員会報告書 211 佐藤信淵
157 死線を越えて　中巻 賀川豊彦 1.08 212 野の真珠
158 死線を越えて　下巻 賀川豊彦 1.08 213 父母思重経講話
159 山形縣泳営萩野開墾地 0.20 214 読書案内
160 幕末維新流血史 江藤天風 1.90 215 将軍　山下泰文
161 乳と密の流るゝ郷 賀川豊彦 1.38 216 農人及米
162 満願の城・盤獄の一生 白井喬二 217 忠臣蔵
163  　　　　　 〔未記載〕   百六拾参冊 218 米英東亜侵略史
昭和拾壱年度　　　部長佐藤正作 219 南洋狩猟の旅
164 青年團の使命 田澤義鋪 0.50 220 万葉集講話
165 私を感激せしめた人々 田澤義鋪 0.50 221 海援隊始末記
166 我等の一人一研究 1.15 222 靖国の精神
167 義農作兵衛 0.10 223 何を読むべきか
168 二宮翁の精神 0.10 224 ヒットラー 1.60
169 皇国に身を捧げて 1.00 225 輝く陸軍将校生徒 1.50
170 世のため人のため 1.00 226 船津傳次平 和田　傳
171 この父この母 1.00 227 滿洲農村紀行 和田　傳
172 孝貞のかがみ 1.10 228 二本松少年隊
173 弥栄村要覧 山崎芳雄 0.60 229 一等兵戦死
　昭和12年度　　図書部長　佐藤正作 230 壱千円物語






この事例としては、先述の昭和 3 年 4 月 17 日付「向上会」発会式の案内や、〔『記録群』
No18「文書往復綴」-No100 昭和 3 年 4 月 10 日付 向上会長より部落幹事宛 総会開催案
内〕がある。この文面からは「向上会」への入・退会式が総会の場で行われたことを確認
することができる。会員からの出欠連絡も文書で行われた。〔『記録群』No18「文書往復
綴」-No101 昭和 4 年 4 月 12 日付 虻川原幹事より向上会長宛 総会欠席・委任通知〕は、
部落幹事からの欠席・委任返信である。 
2 )及位村青年会から支部長宛ての通信文〔『記録群』No18「文書往復綴」-No92 昭和 3 
年 11 月 7 日付 及位村青年団長より 支部長宛大礼祝の件〕を、これと同じ内容で、発信
者を「向上会」会長名に書き換えて部落内幹事宛てに再信された事例〔『記録群』No18「文
書往復綴」-No93 昭和 3 年 11 月 8 日付 向上会長より部落幹事宛 大礼祝の件〕。ここには、
全員が集合した機会に「向上会」活動を行う旨の案内が付記され、部落内通信内容の徹底・
簡略化の工夫の跡がみられる。 
3 )及位村青年会からの通信〔『記録群』No18「文書往復綴-No81 昭和 3 年 5 月 31 日付 及 
位村青年団長より支部長宛 支部団況報告依頼〕に対して、支部からの返信が文書で提出さ
れた事例〔『記録群』No18「文書往復綴」-No82 昭和 3 年 6 月 2 日付 支部長より及位村
青年団長宛 団況報告〕。ここでは連絡事項の厳密化が期される様子がみられる。 




参加だけが要請された〔『記録群』No18「文書往復綴」-No 88 昭和 3 年 8 月 26 日 付向上
会長より部落幹事宛 郡聨合青年団運動会の件〕。 
( 3 )「公平」の原則‐会員福利・厚生事業と収入の再分配 
収入の再分配、特に病気や怪我の見舞金、香典、出征者に対する餞別、また及位村青年
会の負担金など、「会計簿」からは支出に公平さを期す工夫がなされた様子が透視できる。








度 40 銭、6 年度 30 銭、7 年度 35 銭、9 年度 25 銭と計上されており、支部からは毎年漸
減しながら異なる金額が徴収され、これが村青年会の収入になったことを裏付けている10。 
                                                  
10 「及位村青年団収支豫算書」、前掲〔『記録群』No15「関係書」〕より抜粋、会員数は 200 名。 
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〔表 4-5〕  
  
             及位村青年会収支決算書               (単位　円)
  昭和4年度   昭和5年度    昭和6年度
   (収入の部)
　　前年度繰越金 35.54 35.64         *31.16
    村補助金 36.00 36.00 29.00
   徴収金 100.20 80.40 61.20
    雑収入 3.00
　　　収入合計 171.74 155.04 121.36
　(支出の部)
　　運動費 49.15 51.84 37.70
　　内訳(村運動会) 18.80 28.54 13.50
　　　　　(郡北運動会) 12.90 15.00 14.50
　　　　　(郡運動会) 17.40 8.30 9.70
　　事務費 1.75 4.50 4.20
    会議費 10.80 5.70 12.90
　　弁論費 14.10 15.05 14.14
     内訳(村雄弁会) 6.50 3.15 4.50
　　　　　(郡北雄弁会) 2.80 7.90 4.04
　　　　　(郡雄弁会) 4.80 4.00 5.60
    修養費 5.00
    負担金 32.00 25.40 25.60
      内訳(郡北) 15.00 12.50
            (郡) 17.00 9.60
            (郡北雄) 3.50
    記念貯金(大礼) 20.00 16.00 12.00
　　予備費 8.30 5.75 8.00
　　支出合計 136.10 124.24 109.44
   　*119.54
    次年度へ繰越 35.64   　  *30.80 11.92
* 印:決算書の計算ミス、出典:『塩根川向上会記録群』「関係書」。  
〔表 4-6〕 
 　　 及位村青年会に対する負担金推移  大正13年～昭和12年度
　　  日付   金額(円)   年度計(円) 　 年度   金額(円)
　なし 8.60 大正13 年度 昭和 3 年度 13.60
大正13年10月3日 12.90 21.50       4 年度 15.00
大正14年5月30日 7.80       5 年度 13.20
大正14年10月10日 11.70 大正14 年度       6 年度 10.38
大正14年12月1日 1.95 21.45       7 年度 9.80
大正15年6月14日 3.50 大正15 年度       8 年度 6.60
大正15年8月20日 14.00 17.50       9 年度 8.50
昭和 2 年 5月20日 3.55      10 年度 8.40
昭和 2 年 7月24日 0.50 昭和 2 年度      11 年度 7.20










‐筆者)。〔表 4-6〕から「向上会」設立以前 4 年間各年度の負担金を合計すると、大正 13
年度 21 円 50 銭、同 14 年度 21 円 45 銭、同 15 年度 17 円 50 銭、昭和 2 年度 19 円 65











「向上会」では、例えば昭和 3 年度の「競技部」の支出には「選手手当・交通費」7 円 
20 銭の外に、「応援費用」として 9 円 20 銭が支出されている。昭和 3 年～同 12 年度迄の
各事業の「手当・交通費」および「慰労費」合計をみると、弁論部 19.12 円、図書部 5.97
円、競技部では「応援費用」を含めて 58.27 円、剣道部 0.45 円で、以上の合計に「青訓合
同演習出席手当」・「修養講習会出席手当」まで含めると 87.61 円となり、この金額は、当










昭和 3 年度に「予備費」として計上されている 25 円 55 銭のなかには、「負傷治療手当」


















































録群』No16「文書往復綴」-No43 昭和 2 年 4 月 11 日付 副支部長より部落幹事宛 及位村















のではないか。そう考えると、〔『記録群』No17「文書往復綴」-No87 昭和 3 年 8 月 24 日
付 及位村青年会副会長より支部長宛 聨合青年団総会並運動会の件〕の文書に対して、「向
上会」内では運動会の応援だけを募った理由も矛盾なく説明できる〔『記録群』No17「文





録群』No15「関係書」〕からの抜粋だが、紙幅の都合により No と標題のみ例示した。 
①及位村青年団決議案のうち運動会だけが「向上会」内に再信された事例。 








1、〔『記録群』No21『文書往復綴』- No167 昭和 7 年 4 月 11 日付 支部長より朴木沢支
部長宛 運動会打合会開催案内〕。 
2、〔『記録群』No21『文書往復綴』-No168 昭和 7 年 4 月 22 日付 赤組頭より朴木沢支
部長宛 青年運動会競技練習会実施案内〕。 
3、〔『記録群』No21『文書往復綴』-No169 昭和 7 年 4 月 27 日付 朴木沢支部長より運
動会競技練習について返信〕。 
4、〔『記録群』No21『文書往復綴』-No170 昭和 7 年 4 月 30 日付 赤組頭より朴木沢支
部長宛 競技練習及び選手決定会開催案内〕。 





〔『記録群』 No15「関係書」日付なし 昭和 8 年度事業報告〕について。これは及位村
青年会の事業報告としては唯一現存する文書である。日付は未記載だが、表題から昭和 8
年度の事業報告であることは間違いないだろう。だとすると昭和 9 年 3 月頃の作成だと思
われる。当該史料に関する「向上会」の記録は、〔『記録群』No22「文書往復綴」-No217
昭和 8 年 10 月 20 日付 向上会長より宛先なし 村男女青年雄弁大会練習会開催予告〕で、
各部落幹事宛てに配信された文書のみ確認することができた。 
③及位村青年会の事業を及位村役場が決定した事例。 















〔『記録群』No25「文書往復綴」-No285 昭和 11 年 8 月 23 日付 及位村青年団長より部























       及位村青年会役員会決議事項  昭和7年度～10年度
 S7年4月8日 8年度事業報告  9年度 3/22 　10年度 10年度　5/7 10年度7/19
　総会 5月6日 　　　　○ 3月27日 5月20日
   運動会 5月6日 　　　　○ 3月27日 5月20日
　予算 　　○ 負担金納入





　郡連合運動会 　　　　○         ○
　規約改正 　　○












　実業補習学校出席督励        ○ 　　　○
　公益事業労力奉仕   　  ○






















          及位村青年会役員会決議事項  昭和11年度～13年度
11年度 5/20 12年度(推定) 12年度(9/12) 13年度(7/9)
　総会 8月23日 5月24日 　　9月
   運動会 8月23日 5月24日 　　9月
　予算  負担金納入
　雄弁会開催 11月22日   8/21、12/01







































( 2 )  塩根川向上会と及位村経済更生運動の展開 
① 及位村の再組織化と塩根川向上会の組織改定 
























農林漁業 其他 合計 　田　　　　　畑 耕地面積/1戸平均 負債総額 1戸当/計
中ノ又 4 11 15 58 2.5 5 　  　305/5,500円
赤倉 10 1 11 9.2 3.4 11 　1,225/13,830円
鹽根川 15 4 19 12.1 5 9 　    572/10,870円
虻川原 4 2 6 3.9 2 9 　  　633/3,800円





                                                  
11  農山漁村経済更生運動は、「昭和 7 年から当時の農業恐慌にともなう農山漁村の未曾有な疲弊と混乱
の再建を目指して、全国的に展開された。農林省に経済更生部が設置されたのが昭和 7 年 9 月、 
それが廃止となったのは昭和 16 年 1 月のことである」。 
武田勉・楠雅弘編『農山漁村経済更生運動史資料集成』1 1985 柏書房 (3) 頁。 
12 楫西光速・加藤俊彦・大島清・大内力『日本資本主義の没落』Ⅲ 双書日本における資本主義の発達 
  8 1974  東京大学出版会 819 頁。 
13  山形県最上郡及位村『及位村経済更生計画書』「山形県最上郡及位村経済更生委員会規定」による、 
昭和 9 年 8 月 69 頁。最上郡真室川町 佐藤貢氏所蔵(故人)。 
14  前掲『及位村 経済更生計画書』昭和 10 年 12 月 15 頁。 
15 前掲『及位村 経済更生計画書』昭和 10 年 12 月 1 頁。 








































村の青年団では『及位村経済更生計画書』(昭和 10 年 12 月版)のなかの「實行事項」と
                                                  






















前掲〔「表 4-2」「塩根川向上会 昭和 3～12 年度 収支決算一覧表」〕昭和 10 年度欄には、











に表れている〔『記録群』No21「文書往復綴」-No192 昭和 7 年 12 月 7 日付 向上会長よ
り区長・部落民一同宛 集会所建立願書〕。集会所の建築がいつ頃計画されたのかは定かで
はない。当該時期の及位村の経済状況については前章で詳細にのべたところだが、当該文
                                                  
18  山形県最上郡及位村『及位村 経済更生計画書』は昭和 9 年度分も遺されているが、ここには同村の
基本調査が中心に掲載されており、組織図の記載がない。しかし、村の組織は既に決定されていた
ものと思われる。 
19  前掲『及位村 経済更生計画書』昭和 10 年 12 月 18-19 頁。 
20 「道路共進会作業ニ就キ指示事項」「作業豫定書」(推定昭和 8 年)、前掲『記録群』〔史料 No15「関
係書」〕、「山縣(ﾏﾏ)知事が思いついた名案道路共進会 郡市町会議に提案された道路愛護奨励規定実






















実は、前掲〔表 4-2〕にみられるとおり、昭和 10 年度に建設資金として郵便貯金 30 円と






























ったのではないかと推察される21。昭和 10 年 9 月、佐藤篤は塩根川共同作業組合長名で
山形県知事金森太郎宛に「共同作業組合規約設定報告」を行った〔『記録群』No24「文書




ところで、『及位村経済更生計画書』(昭和 10 年 12 月)には「自治祭」の開催が定められ

















                                                  




毎 年一回 8 月 21 日(本村経済更生記念日)、2、及位村役場若シクハ村内小学校、3、参会員、村内
各種団体員(老荘青年婦人ヲ問ハズ)に実行された。内容は、イ、自治功労者ノ追善、ロ、年内事業
経過発表、ハ、優良部落又ハ団体表彰、ニ、事業計画発表、ホ、名士ノ講演、ヘ、余興(映画会)な
どが行わ れた。前掲『及位村経済更生計画書』昭和 10 年 12 月 16-17 頁。 
23  前掲『及位村経済更生計画書』昭和 10 年 12 月 16-17 頁。 












その足跡は次の 3 点であり、それらを『記録群』から抜粋し下に掲載する。1) 経済更生に
関する協議会で中心的な役割を果たしたらしいこと。2 ) お金の流れから。3 ) 部落の祭礼
の余興が「向上会」名で開催されたことなどで、以下項目にしたがって確認しておきたい。 
1 ) 創設以来、「向上会」の活動は会員の協力のもとで順調にその事業を展開した。上述 
の、村の経済更生事業の取り組みから、当該時期には村民の承認をえていたものと思われ
る。次の 2 種類の通信文書はいずれも経済更生に関するものである。先ず、〔『記録群』








朝吉」、「塩根川向上會長 佐藤軍治」、「後援及位村青年圑長 佐藤 篤」の連名である。
しかし、「共同作業場を中心とする協議會」だと明記されていることから、参会者には「向
上会」の存在が印象付けられたことだろう。以上 2 点の記録は、創設から丸 8 年を経た昭
和 11 年の時点では、村でも部落でも「向上会」の存在が承認され、「向上会」を中心に
経済更生の方法が協議されようとしたことを物語る。 
 2 ) 上掲〔表 4-2〕の収入欄をみると、昭和 3 年度「祭禮費余剰金」として 9 円 62 銭、 
同 4 年度、「旧青年会」から「剣道防具購入資金」として 15 円が、そのうえに「祭禮費余
剰金」として 10 円 24 銭の寄付金が計上されている。さらに同 6 年度には同じく「旧青年
会」からの寄付として 5 円の入金がみられ、これ以降、「向上会」の「会計簿」には旧青
年会からの入金がみられなくなる。つまり、このお金の流れは、旧組織がその会計を「向
上会」に移管しようとしたことと、それが昭和 6 年度で完了した可能性を示唆する。 
3 )  T 氏のはなしによると、部落の祭礼は若者組が主催するのが慣例になっており、通 
常招待客は「ハナ」と呼ばれるご祝儀を主催者に贈った。主催者は祭礼の余興として田舎
芝居を招聘しての興行や幻燈会・映画会など、戦時期には有志によるコーラス大会などを
開催したという。「向上会」創設前年の昭和 2 年 8 月、及位村青年会塩根川支部長の佐藤
孝治は支部の総会と、「雄弁会」・「武道大会」開催案内状を発信していた〔『記録群』No16








旧 7 月 25 日付、近隣の部落宛てに送った不動尊祭礼余興への招待状である〔『記録群』


































の社会的変革のなかでも青年団活動を継続させる源動力になったのではないだろうか。   











よび弁士出演要請の文書である〔『記録群』No16「文書往復綴」-No1 推定大正 14 年 1 月
付 及位村青年会長より弁論会開催案内〕。なお本文書には発信年月日が記入されていない
が、次ページの日付から大正 14 年 1 月頃の発信だろうと判断した。この文書は、大正末
期の及位村青年会では既に弁論会が開催されていたことを示す。 
「弁論部 部誌」には、論題のみで弁論原稿は記録されていない。しかし、当該活動記録




















     塩根川向上会・及位村・最上郡連合青年団弁論会開催状況
昭和3年度 昭和4年度 昭和5年度 昭和6年度 昭和7年度
向上会 3回 3回 3回 5回 5回
及位村 2回 2回 1回 1回 なし
郡連合 2回 なし 2回 1回 なし
昭和8年度 昭和9年度 昭和10年度 昭和11年度
向上会 3回 3回 4回 1回
及位村 なし 1回 1回 2回
郡連合 なし なし なし なし  
該記録の最初の頁には、昭和 3 年 7 月 13 日、「弁論部長 佐藤孝六、昭和三年度活動費
豫算 金六圓也、栗田傳吉殿宅に於て 午前十時半より第一回雄弁大会開催」と記された。
また、終了後は余興および全参加者による会歌が合唱されて午後 2 時に閉会した。 
                                                  
25 「青年団と政治思想（下）」『山形新聞』「評論」欄 明治 43（1910）6 月 4 日（土）付。 
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明治 41 年 12 月、山形県馬淵鋭太郎知事は、伊澤修二の『視話応用東北発音矯正法』な
る著作に序文を寄せ、そのなかで「思想交換の用を辨じ難」い山形県の方言が自身の悩み
の種であり、その解決が「目下の急務」であると述べている26。前出の河西英通は、自著
『東北‐つくられた異境』のなかで 1888 年から 1930 年までに発刊された「東北方言に関
する文献」を纏めており、そのなかで故井上ひさしが『視話応用東北発音矯正法』の発刊
に対して、「とうとう方言を話す人間を肉体的欠陥者にしてしまった」、と皮肉を述べたこ








明治 7 年に設立された『及位小学校沿革史』は同 35 年から記録が始まっており、「発音練
習」の記録がみられるのは大正 10 年度からである。同年の「発音練習」の記録の次の行
                                                  
26  伊澤修二『視話応用東北発音矯正法』1909(明治 42)年 楽石社、2・3 頁。 




連を連想させる。その次に同様の記録があるのは昭和 5 年度、同 8 年度であり、同 10 年
度には「言語改良ニ考慮」、同 12 年度「言語教育発音矯正ニ重キヲ置キ方言撲滅ニ力ヲ注
グ」、同 15 年「言語教育ヲ重視シテ朝行事ノ際発音矯正ヨイ言葉ノ練習ヲ行ヒリ(ﾏﾏ-筆者)」、














1 ) 論題の分類・一覧化。 
なお、本稿では参考資料として②〔表 4-12- ①・②・③〕のみ掲載する。 






⑤上記弁論会での上位(1 等～5 等)入賞論題の分類・一覧化(掲載省略‐筆者)。 
2 ) 上記②・③・④・⑤の論題を次の 4 種類に分類‐凡例は以下のとおり。 
 1、「未定」論題は除外。 
2、 同一論題の複数回弁論は、論述内容変更の可能性を重視しそのきまま採用。 
3、 呼びかけ論題は B へ。 
  3 ) 分析枠と分析 
A 「自律的論題」‐自身の生活信条などを述べた論題‐自分の存在様式への関心。 




  世界におよぶ論題。 
                                                  
28  前掲『及位小学校沿革史』昭和 17 年度、同 18 年度欄。 
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◆論題分析( 1 ) ‐単純分類による 
下の〔表 4-10〕は、全論題を単純に A・B、イ・ロに分類した表で、A＋B、イ＋ロが同
数であり、これがサンプルの総数になる。各レベルの論題数にばらつきがあるため、総数





　　向上会        及位村         最上郡      上位入賞
　数 　割合 　数 　割合 　数 　割合 　数 　割合
  A 107 46.9% 52 41.9% 37 36.0% 28 43.1%
  B 121 53.1% 72 58.0% 66 64.1% 37 57.0%
  イ 189 82.9% 104 83.8% 54 52.5% 35 53.9%
  ロ 39 17.1% 20 16.1% 49 47.6% 30 46.2%  
 
◆論題分析( 2 )‐クロス分析による 
上記 4 種の分析枠 A・B、イ・ロをクロスさせると以下①～④の 4 種類に大別できる。
次にそれぞれのレベルでの論題をこれにあてはめて〔表 4-11〕に纏め、論題分析( 1 )と同
























〔表 4-11〕  
 
              弁論会論題分析結果
　                       向上会          及位村           最上郡      上位入賞
  ①  A-イ 104 45.6% 50 40.3% 36 35.0% 23 35.4%
  ②  A-ロ 3 1.3% 2 1.6% 1 1.0% 5 7.7%
  ③  B-イ 85 37.3% 54 43.5% 18 17.5% 12 18.5%
  ④  B-ロ 36 15.8% 18 14.5% 48 46.6% 25 38.5%




4 ) 分析結果と結論 
①分析( 1 )では、A「自律的論題」と B「ステロタイプ・説諭的論題」の数がそれぞれの
レベルでほぼ同じ割合で拮抗する。 
 ②分析( 1 )の最上郡および上位入賞論題では、A・Ｂ・イ・ロそれぞれの割合に大差が
ない。 
 ③分析( 1 )、分析( 2 )どちらも「向上会」と及位村、最上郡と上位入賞論題のグラフの
形状がほぼ同じである。 
 ④分析( 1 )、分析( 2 )どちらの分析でも「向上会」および及位村での論題は、イ論題(分
析枠のイまたは A-イ・B-イ)が突出している。 
 ⑤分析( 2 )では、最上郡および上位入賞の論題では B-ロが突出している。 
















































昭和 10 年 8 月 29 日に塩根川修養道場で開催された、「第二十九回雄弁大會」がただ 1 度
の「懸賞雄弁大會」だった。この時の入賞論題は、男子の部 1 等 宗太郎(田園生活の本義)、
2 等 正作(太陽を崇拝せよ)、3 等 良作(社會人としての私)、女子の部 1 等 トキヨ(幸福を
すてゝ不幸を求める人達)、2 等 カツエ(社會の合理化)、3 等 マツエ(楽天生活)‐〔『記録
群』No14「弁論部 部誌」〕より抜粋‐筆者)。そして、以上の入賞論題すべてが全 65 題と
サンプル数の少ない上位入賞論題の分析対象になり、分析( 1 )では A 論題 6.2%・B 論題










〔表 4-12-①「塩根川向上会 会員別論題」〕  
      　　　 塩根川向上会 会員別論題一覧(村・郡主催弁論会論題を含む)
 A‐自律的論題　B‐ステロタイプ・説諭的論題  イ‐自己(仕事)・家族・郷土　ロ‐社会・国家・世界
 No 佐藤孝治　S3  孝六 S3
A‐イ       ①  茗荷汁の味 A‐イ   　①  勤倹力行を勤む
A‐イ       ①  農人の誇り Bーイ   　③  農村振興の為に
A‐イ       ①  土百姓の誇り A‐イ　   ①  吾人の生命は活動にあり
B‐ロ       ④  皇天の惠に感謝せよ A‐イ   　①  吾人の生命は活動にあり
B‐ロ　   ④  全力を盡して進め A‐イ   　①  自己を確信せよ
A‐ロ　   ④  唯一人行く旅び A‐イ   　①  時鳥の叫び
A‐ロ      ④  唯一人行く旅び A‐イ   　①  行ふべきか論ずべきか
A‐イ   　①  向上の礎 Bーイ   　③  神聖ナル労働
A‐イ      ①  野人何を語 Bーイ   　③  神聖ナル労働
A‐イ      ①  酔漢ヨロメイテ犬の糞を踏む A‐イ   　①  労働
A‐イ      ①  愚人の雄叫び Bーイ   　③  働きの歎びに徹せよ
A‐イ   　①  真善美を求めて Bーイ   　③  働きの歎びに徹せよ
A‐イ　   ①  真善美を求めて Bーイ   　③  働きの歎びに徹せよ
A‐イ　   ①  真善美を求めて A‐イ   　①  昔ノ青年ト今ノ青年
A‐イ　   ①  田園魂 A‐イ   　①  農民の覚悟
A‐イ      ①  真善美を求めて B‐ロ       ④  愛国心の徹底
A‐イ      ①  雑感 B‐ロ       ④  愛国心の徹底
A‐イ      ①  古キ信念に立脚して B‐ロ       ④  愛国心の徹底
A‐イ      ①  古キ信念に立脚して A‐イ   　①  農奴の雄叫び
A‐イ   　①  古キ信念に立脚して A‐イ　   ①  農奴の雄叫び
A‐イ   　①  古キ信念に立脚して A‐イ　   ①  農奴の雄叫び
A‐イ   　①  古キ信念に立脚して Bーイ       ③  農民の使命を知れ
A‐イ   　①  所感 Bーイ       ③  農民の使命を知れ
 　田 S3 Bーイ       ③  農民よ悟れ
B‐ロ  　 ④  国家と農村 Bーイ       ③  青年の生命は活動に在り
A‐イ      ①  努力   　篤 S3
A‐イ   　①  人生の真価 A‐イ       ①  病中所感
Bーイ   　③  青年の使命 A‐イ　    ①  青面金剛の精神
Bーイ　   ③  護国の精神を喚起せよ A‐ロ       ②  眼鏡より見た日本
A‐イ   　①  偉人の足跡を尋ねて B‐イ       ③  起て諸君昭和の心臓は震えて居る
A‐イ   　①  偉人の足跡を尋ねて B‐ロ  　 ④  建国の精神に帰れ
A‐イ　   ①  宜しく一致団結せよ A‐イ　   ①  所感
A‐イ　   ①  勤勉 A‐イ      ①  所感
A‐イ   　①  勤勉 A‐イ　   ①  所感
A‐イ   　①  難局ノ打開 A‐イ　   ①  今感ジタ事
A‐イ   　①  鍬のひらめき A‐イ　   ①  眼前ニ横タハレル事柄ニツイテ
A‐イ   　①  鍬のひらめき A‐イ　   ①  時々雑感
A‐イ   　①  鍬のひらめき A‐イ　   ①  感想
A‐イ   　①  鍬のひらめき A‐イ　   ①  雑感
A‐イ   　①  真剣 A‐イ　   ①  吾等の郷土を守るもの
A‐イ   　①  働く者は幸福なり   雑感
Bーイ      ③  農本来の使命に目覚めよ  栄之助 S3
Bーイ   　③  節約の眞意義 Bーイ　   ③  個人の責任
Bーイ   　③  魂の故郷に還れ  政元 S4
A‐イ   　①  百姓の真骨頂 B‐ロ　   ④  一粒の種子
A‐イ   　①  熟考然して断行せよ  慶太郎 S5
Bーイ   　③  働く者は幸福なり B‐ロ　   ④  国家の中心なる青年諸君
A‐イ   　①  所感 B‐ロ   　④  平等論
Bーイ   　③  天は自ら助くる者を助く A‐イ   　①  青年の思想果して悪化せりや




〔表 4-12-②「塩根川向上会 会員別論題」〕 
 　勇 S3  幸益 S3
B‐イ　③  人間の幸福は己が心より B‐イ　③  希望と努力
A‐イ　①  昭和青年の意気 A‐イ　①  勝負の分岐点
B‐イ　③  人間の幸福は己が心より A‐イ　①  勝負の分岐点
B‐イ　③  青年の意気 A‐イ　①  所感
B‐イ　③  青年訓練 B‐イ　③  吾々は何んの為に働くか
B‐イ　③  青年訓練 B‐イ　③  農村及ビ農民ノ救ヒ
A‐イ　①  所感 B‐イ　③  昭和農民ヲ顧みて
B‐イ　③  覚よ農村青年 B‐イ　③  芸術の清純境
A‐イ　①  些細なる事に注意せよ B‐イ　③  逆境は幸福なり
  今朝治 S3 A‐イ　①  所感
A ‐イ　   ①  人生 B‐ロ　④  祖国の鶏鳴
A ‐イ　   ①  所感 B‐イ　③  農村救済は自力更生より
A ‐イ　   ①  剛健発らつの気風 B‐イ　③  農村救済は自力更生より
B ‐ロ　   ④  忠 B‐イ　③  多収穫による農村更生の尖鋭
B ‐ロ　   ④  忠 B‐イ　③  新日本農民の改造
  末吉 S3 A‐イ　①  田舎の片隅より一農人の叫び
B‐イ   ③  成功の機会はいつでもある A‐イ　①  雄弁は成功の武器なり
B‐イ   ③  勇気  留次郎 S3
B‐イ   ③  時代はいかなる人物を要求するか B‐ロ　④  志を立てよ
B ‐ ロ 　 ④  来て共同戦線に立つ B‐イ　③  不幸な時でも落膽するな
B‐イ   ③  青年の意気   与蔵 S4
  善兵エ衛 S4 A  ‐イ　  ①  所感
B‐イ    ③  勤勉は成功の母なり   軍治 S6
B‐イ    ③  剛健ナル思想ヲ養ヘ B‐イ    ③  立て若人
B‐イ    ③  剛健ナル思想ヲ養ヘ B‐イ    ③  立て若人
A ‐ イ　   ①  出鱈目を吐く A ‐ イ　   ①  唯斯く信ずるのみ
 興蔵 S3 A ‐ イ     ①  唯斯く信ずるのみ
B‐ロ　④  信義 B ‐ ロ   　④  人の和を強調して
B‐ロ　④  禮儀 B ‐ ロ   　④  人の和を強調して
 茂松 S3 A ‐ イ　   ①  吾等の娯楽
B‐ロ　④  社会主義 A ‐ イ　   ①  吾等の娯楽
 栄吉 S4 A ‐ イ　   ①  吾等の娯楽
A‐イ　①  所感 B ‐ ロ   　④  国家の土台は農村にあり
B‐イ    ③  努力せよ吾農村青年 B ‐ ロ   　④  国家の土台は農村にあり
 東吉　S6 A ‐ イ　   ①  眞の幸福
A‐イ　①  理想の人物 B ‐ ロ　   ④  国家の土台は農村にあり
 金繁　S6 B ‐ ロ　   ④  国家の土台は農村にあり
B‐イ    ③  生活の論理化 B ‐ ロ     ④  此の際における農村更生は精神更生から
B‐イ    ③  土に帰れ B ‐ ロ　   ④  国運の進展は青年の双肩にあり
B‐イ    ③  土に帰れ B‐イ    ③  純ナ農村魂二還レ
A‐イ　①  眞を求むる心 B‐イ    ③  純なる農村魂に還れ
A‐イ　①  眞 B‐イ    ③  勤倹貯蓄
B‐イ    ③  他力の救済と自力更生 B‐イ    ③  青年団の使命に目醒めよ
B‐ロ　④  国家の本質に目覚めよ B‐イ    ③  純なる農村魂に還れ
B‐ロ　④  国家の本質に目覚めよ B‐イ    ③  勤倹貯蓄
B‐イ    ③  自力更生  正之 S9
A‐イ　①  桜 A‐イ　①  凶作に立つ吾等青年




〔表 4-12-③「塩根川向上会 会員別論題」〕 
 正一　S10  信男  S8
B‐イ    ③  帝国の若き農民として B‐イ    ③  努力
B‐イ    ③  農村更生と青年の覚悟 B‐イ    ③  勤勉第一
B‐イ    ③  農村更生と青年の覚悟 B‐イ    ③  幸福
 孝治郎  S11 B‐イ    ③  仕事の熱愛心
A‐イ　①  行ふ哉か論ず哉か B‐イ    ③  仕事に対する熱愛心
 傳治  S10 B‐イ    ③  仕事に対する熱愛心
A‐イ　①  努力  No  正作  S10
 良作  S10 B ‐ イ     ③  太陽を崇拝せよ
A‐イ　①  社会トシテノ私 A ‐ イ　   ①  大と小
A‐イ　①  社会人としての私 B ‐ イ     ③  太陽を崇拝せよ
A‐イ　①  考えるより為せ A ‐ イ　   ①  大と小とについて
 カツエ  S10  No  盛益　S9
B‐イ    ③  生活ノ合理化 B ‐ ロ　   ④  祖国意識の教化
B‐ロ    ④  社会ノ合理化 B‐イ    ③  青年の力
B‐イ    ③  生活ノ合理化 B‐イ    ③  青年の力
 タツ  S10  No  兼蔵　S10
B‐ロ    ④  理想の社会人 A ‐ イ   　①  心意気一ツ
B‐ロ    ④  理想の社会人 A ‐ イ   　①  心意気一ツ
 トキヨ  S10 B‐イ    ③  青年に呼ぶ
A ‐イ　①  幸福を捨てて不幸を求める人達 B‐イ    ③  青年よ自覚せよ
A‐イ　①  幸福を捨てて不幸を求める人達 B‐イ    ③  青年よ自覚せよ
 松枝  S10 B‐イ    ③  青年に呼ぶ
A‐イ　①  楽天生活 B‐イ    ③  青年よ自覚せよ
A‐イ　①  楽天生活 B‐イ    ③  青年よ自覚せよ
A‐イ　①  楽天生活  春五郎  S9
 No  サト  S10 B‐イ　③  境遇の不遇に悲観するな
B ‐ ロ　   ④  弥太郎の母  No  勝一  S11
B ‐ ロ　   ④  岩崎弥太郎の母 B ‐ イ     ③  農業は天の芸術なり
B ‐ ロ　   ④  岩崎弥太郎の母  宗太郎  S10
No  タマヨ  S10 A‐イ　①  田園生活
B ‐ ロ     ④  一粒の種子 A‐イ　①  田園生活の本義
B ‐ ロ     ④  一粒の種子 B‐イ    ③  大和魂と青年
B ‐ ロ     ④  一粒の種子 B‐ロ    ④  現代青年の使命





















②〔『記録群』No21「文書往復綴」-No180 昭和 7 年 8 月 11 日付 向上会長より幹事宛 県 
雄弁会指定論題案内〕29。 
























述があることと「雄弁会」開催日から、昭和 10 年 2 月頃のものだろうと推定した。 
④〔『記録群』No24「文書往復綴」-No246 昭和 10 年 1 月 28 日付 及位村青年団長より 
                                                  













No15「関係書」 昭和 10 年 2 月(推定) 及位村青年團役員會決議〕。「一、非常時局に立ち
吾等の郷土を守る可き者の覚悟」、「二、経済更生と青年團の活動」、「三、明るき郷土の改
革は吾等青年の修養にあり」、「四、凶作に対する青年の覚悟」。 




「文書往復綴」-No249 昭和 10 年 3 月 16 日付 向上会長より幹事宛 村青年団雄弁会開催 
の件〕。なお、当該文書が上掲⑤の文書の再信であることは、弁論会が及位村青年団主催だ 
















〔表 4-14〕は、上記弁論会の 1 ヶ月前の同年 2 月 4 日に「向上会」で開催された弁論会
の結果であり、ここでも「B-イ」論題‐国家の期待を自己の生活世界での存在様式に結び
つけた‐が全体の 7 割を占めた。〔表 4-15〕は前項で詳述された「自治祭」当日に開催さ
れた、及位村青年団主催の弁論会の結果である。ここでも多くが「A-イ」論題および「B-
イ」論題で占めており、当時の若者たちの眼差は自身の生活世界の改善に向けられていた










〔表 4-13〕                         〔表 4-14〕 
 昭和 10  年3月21日　及位村青年団主催 弁論会結果
　分団　順位 　分類 　　　　論題
一  1等 A-イ　　　① 体験に立脚して唯実行を叫ぶ
三  2等 B‐イ　　　③更生は一致協力より
八  3等 B‐イ　　　③自力更生と農道の眞髄◇
三  4等 B‐イ　　　③及位更生への活路を求めて
六  5等 B‐イ　　　③郷土の繁栄は愛郷心の涵養から
一  6等 B‐イ　　　③農村図書館論
一  7等 A-イ　　　① 裸一貫
八  8等 B‐ロ　　　④
此の際に於ける農村更生は精神更
生から
一  9等 A-イ　　　① 穴堀り体験
六  10等 B‐イ　　　③沈み行く吾等の郷土   
昭和10年2月4日塩根川向上会弁論会









〔表 4-15〕                 〔表 4-16〕 
    及位村「自治祭」弁論会　昭和10年8月21日開催
　 弁士 　分団 　分類 　　　論題
 かつ江 第8 B-イ③ 生活の合理化
 まつ江 第8 A-イ① 楽天生活
 サト 第8 B-ロ④ 岩崎弥太郎の母
 トキヨ 第8 A-イ① 幸福を捨てて不幸を求める人達
 タツ 第8 B-ロ④ 理想の社会人
 たまよ 第8 B-ロ④ 一粒の種子
　田 第1 A-イ① 眞の幸福を求めて
 良作 第8 A-イ① 社会人としての私
 兼蔵 第8 B-イ③ 青年に呼ぶ
 信男 第8 B-イ③ 仕事に対する熱愛心
 十三松 第1 B-イ③ 美し社会の建設
 宗太郎 第8 A-イ① 田園生活の本義
 正作 第8 B-イ③ 太陽を崇拝せよ
 軍治 第8 B-イ③ 純なる農民魂に還
 出典:「弁論部 部誌」『記録群』  
　昭和10年8月19日 塩根川向上会 懸賞弁論会 結果
 宗太郎 1 等 A-イ① 田園生活の本義
 信男 B-イ③ 仕事に対する熱愛心
 兼蔵 B-イ③ 青年に呼ぶ
 正作 2 等 B-イ③ 太陽を崇拝せよ
 良作 3 等 A-イ① 社会人としての私
 軍治 B-イ③ 純なる農民魂に還れ
 かつ江 2 等 B-ロ④ 社会の合理化
 松枝 3 等 A-イ① 楽天生活
 サト B-ロ④ 岩崎弥太郎の母
 トキヨ 1 等 A-イ① 幸福を捨てて不幸を求める人達
 タツ B-ロ④ 理想の社会人
 多満与 B-ロ④ 一粒の種子
※氏名は「弁論部 部誌」に記載どおり転載した。
 
























同年 10 月、第 1 次武装移民団の 1 員として佳木斯

























作、同 8 年の豊作、同 9 年の記録的な東北大凶作と米の生産高の乱高下が続いた結果、農
家経済は破局の様相を呈していた2。当時及位村の農会技手を勤めていた故菅原官兵衛が書
き残した統計資料には、玄米 1 俵当たりの価格が、昭和 2 年、14.00 円、昭和 3 年、13.00
円、昭和 4 年、12.00 円、昭和 5 年、9.50 円、昭和 6 年、7.00 円、昭和 7 年、7.00 円と
下落を続けたことが記録されており3、米農家が次第に窮乏化していく様を窺わせる。〔『記
録群』No3「会員名簿」〕によると、「向上会」の会員家族の職業は、農業 74 人、日雇 15
人、木挽き職 3 人、大工 2 人、役場職員 1 人、未記載 8 人の順になっていて、農家が全会
員の約 7 割を占める(兄弟会員も数に入れたため世帯実数よりも大きい)。このように、稲
作を中心に生計を立てていた及位村など東北山村の農家にとっては、昭和初期は特別深刻
                                                  
1  鈴木隆史『日本帝国主義と満州 1900-1945』上  1992 塙書房  3 頁。 
2  農業発達史調査会『日本農業発達史』第 7 巻 1955 中央公論社  432 頁。 












 第 1 節 満州移民事業の性格と変遷 







期の事業は、昭和 7 年の開始から第 4 次送出の昭和 10 年度までを試験移民期、同 11 年の














                                                  
4  「満鉄総裁就任情由書」満洲開拓史刊行会編・発行『満州開拓史』1966 2 頁。 
5   中村哲編  後藤新平『日本植民政策一斑』1944 日本評論社 72 頁。 
6   喜多一雄は「試験移民の制度は、以上の四次を以て了った」130 頁、「第 5 次は集団移民と改称し、 
五カ年二萬戸計画の先駆として一千戸入植の決定を見た」153 頁、と論じている。 
喜多一雄 『滿洲開拓論』1944 明文堂。 
7  前掲『滿洲開拓論』66 頁。 
8   加藤完治『日本農村教育』1941 東洋図書 87 頁。 


























さらに、同 7 年 12 月、そのなかに移民部の設置を決め、「移民部設置要綱」を発表した。
このように、満州事変以降の関東軍は移民の取り扱いについて種々模索したようだ。昭和





                                                  
10   前掲『満洲開拓史』「満洲開拓史序」頁設定なし。 
11  前掲『日本帝国主義と満州  1900～1945』下 179 頁、 
   小林龍夫他編『現代史資料』7「滿洲事変」1964 みすず書房  291-292 頁。 
12  前掲『現代史資料』7「滿洲事変」 292 頁。 
13 滿洲国軍事顧問部調査課編『滿洲共産匪の研究』第 2 輯  復刻版 1969 極東研究書出版会 100 頁、
初版は康徳 4(昭和 12 年)。満州拓殖公社の参事を勤めていた喜多一雄は、自著『滿洲開拓論』に 









し16、昭和 7 年 8 月の第 63 回帝国議会(時局匤救臨時議会)にその予算 207,850 円が上程さ
れその後承認された17。翌同 8 年、第 64 回帝国議会において第 2 次試験移民 500 名分関
係の予算として 382,075 円が可決され、同年 7 月 5 日、団長宗光彦以下幹部 8 名、団員
































                                                  
16  例えば加藤完治「武装移民生ひ立ちの記」(3)「拓け満蒙」昭和 11 年 4 月第 1 巻 1 号、不二出版『満
州移住関係史料集成』第Ⅱ期  2 頁、 
永雄策郎『満洲農業移民十講』1939(昭和 13 年初版) 地人書館 10 頁など。 
17 前掲『滿洲開拓論』97-99 頁。 
18  前掲『滿洲開拓論』430 頁。  
19  前掲『日本帝国主義と満州  1900-1946』下  198 頁。 
20  前掲『満洲開拓史』119 頁。 
21   松村高夫「満州国成立以降における移民・労働政策の形成と展開」、 



















収は再開され昭和 9 年 7 月、漸く土地商租の完了をみたのだった。買収用地は地券面積で






型的な方式」となった25。因みに「吉林省東北部移民用地買収実施要綱」(昭和 9 年 3 月
29 日)で提示された買収額は、「荒地は一晌
しゃん







の土地売買価格の実例を挙げると、熟地 1 晌当り最高価格 330 円、最低価格 40 円、荒地
1 晌当り最高価格 65 円、最低価格 10 円を示している27。土龍山事件発生の原因が 100 万
町歩の移民用地確保にあったことは既に述べたが、後述の「満州開拓政策基本要綱」によ
る必要用地は 1,000 万町歩、前出の喜多によれば、昭和 16 年 4 月末現在の満州国および
                                                  
22  前掲『滿洲共産匪の研究』第 2 輯  121 頁。 
23  山田昭次『近代民衆の記録』6 満州移民 1978 新人物往来社 367-369 頁、 
   「満州に於ける移民に関する要綱案」(昭和 7 年 9 月 13 日  関東軍特務部)。 
24  前掲『滿洲共産匪の研究』第 2 輯 120-123 頁。 
25  前掲『満洲開拓史』148-150 頁。 
26 「東北移民用地買収要綱」、前掲『満洲開拓史』  151 頁。 
27  南満洲鉄道株式会社調査部編『北満農業機構動態調査報告(第二編)北安省綏化県蔡家窩堡』 




量の用地が取得され、その後の「円滑な」移民送出が可能になった。昭和 9 年春の第 65







　　　               　満州移民計画概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　 (人=戸 )









義勇軍予算は含まず    計画 　実績
第 1次  昭和7年度 207,850 　　　500人197人 35人 33人           294人
第 2次  昭和8年度 382,075 　　　500人224人 35人 176人           413人
第 3次  昭和9年度 530,986 　　　500人91人 8人 13人           204人
第 4次  昭和10年度 484,526 　　　500人52人 22人 13人           415人
第 5次  昭和11年度 1,239,000 　　1,000人 60人 28人 6人        1,025人
　　小計 　　　3,000人        2,351人
以上は喜多97、130、139、141、144、153、154、460頁より作成
　　20ヶ年100万戸計画第1期 集団・集合
第 6次  昭和12年度 5千・1千人 316人 94人 136人       3,925人
第 7次  昭和13年度 1万・5千人 121人 112人 194人 30,000人 　21,999人       3,939人
第 8次  昭和14年度 1.5万・6千人68人 34人 660人 30,000人 　　8,887人       2,507人
第 9次  昭和15年度 2万・8千人 30,000人 　　8,922人       9,091人
第10次  昭和16年度 2万・1万人 12,600人 　12,622人     17,780人







第11次  昭和17年度 25,000 10,200人 　11,795人 9,000      14,626人
第12次  昭和18年度 29,000 15,000人 　10,658人 9,000      11,944人
第13次  昭和19年度 31,000 13,500人 　　7,799人 11,000      15,279人
第14次  昭和20年度 33,000 10,000人 　　3,848人 18,000      11,356人
第15次  昭和21年度 35,000 18,000















                                                  
28  「開拓用地整備面積総括表」による、前掲『滿洲開拓論』  364 頁。 
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第 4 次試験移民には、昭和 10 年春の帝国議会において、500 名分 484,526 円の予算が承















第 1 次・第 2 次の退団者、戦・病死者が他の年度に比較して圧倒的に多いことを確認する
ことができる。その最大の理由が、上述した反日武装集団による度重なる移民団への襲撃
だったものと思われる。試験移民期の 4 年間で 1,500 戸の移民を送出し、そのうち退団・
戦病死者合わせて約 500 戸を減じた。先述のとおり、拓務省は、昭和 11 年の第 5 次では、
5ヶ年 2万戸送出計画の先駆として集団移民と名称を変更し、1,000戸を計画・送出した30。








て入植させるのが精いっぱいだと判断されたようだ31。昭和 8 年 2 月、関東軍は、特務部、
参謀部、大使館、拓務省、朝鮮総督府、満鉄経済調査会などの協力をえて日本人移民の統
制を目的として移民部を編成した、が、まもなく軍参謀第三課に吸収された32。 
 ( 2 ) 20 ヶ年 100 戸 500 万人移民計画 
昭和 9年 11 月から 12 月にかけて関東軍特務部主催で開催された、第 1回移民会議では、
用地の取得とともに、資金面・営農面で移民者や移民団を助成する現地機関設立の必要性
が確認された。この過程で策定されたのが、昭和 11 年度から開始予定の「5 ヶ年 2 万戸送
出計画」であり、現地助成機関として設立したのが満洲拓殖株式会社(昭和 10 年 12 月満
洲国勅令第 145 号「満洲拓殖株式会社法」により、満洲国・満鉄・日本民間各々500 万円
の出資で同 11 年 1 月設立)および、日本内地助成機関として宣伝・大量募集の促進を期し
た、満洲移住協会(昭和 10 年 11 月設立、初代会長児玉秀雄拓務大臣)だった。これは、政
府の補助金だけでは既入植者の用地の確保・建設・経営に支障が生じるという事態を受け
ての措置だった。満洲拓殖株式会社は移民団の新旧を問わず助成を行わなければならない
とされた33。昭和 11 年 7 月の第 5 次移民団送出はこのような時期に実行されたのだった。 
ニ・ニ六事件(昭和 11 年 2 月)以降、とりわけ日中戦争の勃発とその拡大によって、国内 
                                                  
29  前掲『滿洲開拓論』130-131 頁。 
30 前掲『滿洲開拓論』150-153 頁。 
31 前掲『滿洲開拓論』150-151 頁。 
32  松村高夫「満州国成立以降における移民・労働政策の形成と展開」、 
前掲『日本帝国主義下の満州』 217 頁。 




州国の道義的築成」34が前面に押し出された。昭和 11 年 4 月、関東軍の主催で第 2 回移






め 500 万人の日本農民を移住させる、というものだった35。同年 5 月、関東軍は「満州農
業移民百万戸移住計画案」・「暫行的甲種移民実施要領案」(昭和 11 年 5 月 11 日 関東軍司
令部)を発表し、その第 1 期 5 ヶ年で 10 万戸の移民送出を企図した36。さらに同年 8 月、







関東軍が日本政府に要求したとおり、昭和 11 年 8 月、広田弘毅総理大臣はこれに即応









翌昭和 12 年 1 月、拓務省は第 1 回満州移民地方協議会を開催し重要国策に定められた
20 ヶ年 100 万戸満州移住第 1 期計画の実施を各道府県に指示し、地方自治体の積極的な
協力を求めたのだった40。同年 5 月、政府は「第 1 期計画実施要領」を発表した。その構
成は、「1、概説」・「2、移民の種類」・「3、入植年度計画」・「4、移住予定地」・「5、募集」・
                                                  
34  前掲『滿洲開拓論』219 頁。 
35 前掲『滿洲開拓論』217 頁。 
36 前掲『滿洲開拓論』156-160 頁。 
37  島田俊彦・稲葉正夫解説『現代史資料』8 日中戦争(一) 1964 705 頁。 
38 前掲『滿洲共産匪の研究』第 2 輯  102-103 頁。 
39  前掲『滿洲開拓論』172 頁、明文堂稲垣関東軍顧問が昭和 11 年 7 月上京し、内閣中枢部・陸軍・大
蔵・拓務の各省に「熱烈なる折衝運動を展開せる結果、拓務省は海外拓殖委員会に諮問して百万戸
計画の実現を決定」した。 











用された感が強い。本要項にしたがって、12 年度には第 6 次農業集団移民 5,000 戸、自由
移民 1,000 戸計 6,000 戸分の予算が計上され、13 年度も第 7 次農業集団移民と自由移民と
が同数計画、予算計上された。また、政府の補助金は、第 1 次～第 5 次の集団農業移民に
比較すると高額になり、集団農業移民 1 戸当たり 1,000 円、自由移民に対しては 1 戸当た
り 500 円が交付されることになった。移民希望者は、この交付金に満拓からの融資 1 戸当
たり 1,000 円を合わせた額で営農の基礎施設を賄うことになった44。 
本稿で最も重要な項目は、「営農」に関する 4 方針、1、自作農主義、2、自家労働主義、
3、自給自足主義、4、協同経済組織の確立などだが、これら項目については次章で検討さ















                                                  
41 前掲『滿洲開拓論』235-251 頁。 
42 前掲『滿洲開拓論』248 頁。 
43 前掲『滿洲開拓論』245-246 頁。 
44 前掲『滿洲開拓論』1944 明文堂  249 頁。 
45 「満洲拓殖公社設立要綱」、前掲『満洲開拓史』191 頁。 
46 前掲『滿洲開拓論』202-214 頁。 
47  前掲『滿洲開拓論』219・220 頁。 
48 「満洲農業移民百万戸移住計画案」(昭和 11 年 5 月 11 日関東軍司令部) 




む 1 年 100 万町歩 10 年 1000 万町歩もの面積の確保が目標に定められた。 
( 3 )「満洲開拓政策基本要綱」発表 
①「満洲開拓政策基本要綱」の目的と性格 































                                                  
49 「日本人移民用地整備要綱案」(昭和 11 年 7 月 9 日関東軍参謀長通牒)、 
 前掲『滿洲開拓論』168 頁。 
50 前掲『滿洲開拓論』238 頁。  
51 拓務省拓北局『開拓資料第六輯  大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』 
「附録第一  満洲開拓政策基本要綱」1942 61 頁。  
52 原 朗「一九三〇年代の満州統制経済政策」、前掲『日本帝国主義下の満州』67 頁。 
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53 前掲『滿洲開拓論』217 頁。 
54  前掲『滿洲開拓論』238・252 頁。 
55  前掲『滿洲開拓論』238-239、254 頁(注 14)。 
56 前掲『滿洲開拓論』301-303 頁。 
57 前掲『開拓資料第六輯  大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』 
「附録第一  満洲開拓政策基本要綱」61-62 頁。 
58  満洲国通信社編「満洲開拓年鑑」昭和 16 年版『満州移民関係史料集成』第 32 巻 1992 不二出版 
69 頁。 
59 劉含発「満洲移民の入植による現地中国農民の矯正移住」、新潟大学大学院現代社会文化研究 







前掲昭和 16 年版『満洲開拓年鑑』による内国開拓民入植実績を後掲〔表 5-2〕に纏めた。
ここにみられるとおり、「勘領」は東安省に集中しており、助成事業は三江省および浜江省
がその 8 割を占める。換言すれば、康徳 6、7 年度(昭和 14、15 年度)の 2 年間で、この 2















　　       勘領実績戸数 　　　内国開拓民助成事業戸数
　　省   康徳6年度   康徳7年度 　　計 　康徳6年度   康徳7年度 　　計
三江 4,500 2,110 6,610
東安 6,246 62 600 250 850
間島 322 322
浜江 5,134 3,350 8,484
北安 326 130 456
吉林 420 950 1,370




合計 6,568 6,568 11,830 8,365 30,195





                                                  
60  前掲「満洲開拓年鑑」昭和 16 年版『満州移民関係史料集成』第 32 巻  68-69 頁。 
61 前掲「満洲開拓年鑑」昭和 16 年版『満州移民関係史料集成』32 巻 72 頁。 































合的助成政策に転換し、「農村経済更生特別助成施設案要綱」(昭和 10 年 11 月)を策定した
69。翌 11 年 6 月「農山漁村経済更生特別助成規則」が制定され、特別助成村の指定が開始
                                                  
63  これらの具体的な事例は、西田勝・孫継武外編『中国農民が証す「満洲開拓」の実相』に詳細な 
   現地リポートが掲載されている、2007 小学館。 
64  野村佐太男「満州国開拓地犯罪概要」、「第七章  開拓地買収ヲ繞ル問題」、 
前掲『近代民衆の記録』6 満州移民 1978 新人物往来社  450-463 頁。 
65  前掲『開拓資料第六輯  大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』 
「附録第一  満洲開拓政策基本要綱」69 頁。 
66 前掲『満洲開拓史』204 頁。 
67 農林省経済更生部 秘「満洲農業集団移民分村計畫要項」昭和 12 年 7 月、武田勉・楠本雅弘編 
  『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻  1985 柏書房  48 頁。 
68  「(未定稿)満州移民を語る」昭和 11 年「加藤完治・田中長茂(経済更生部長)・中村孝二郎ほかの座 
談会」、前掲『近代民衆の記録』6 満州移民  410 頁。 
69  柚木駿一「農村経済更生計画と分村移民計画の展開過程」、 












A  指定分村計画町村数 275 町村、 B  町村内総戸数     195,498 戸、 
 C  町村内農家戸数  48,122 戸、  D  送出すべき移民予定数  36,804 戸、 
E  13 年度送出実績   1,858 戸、    F  E/D   5.0%   (注 F は筆者が挿入)、 
G  青少年義勇軍送出実績 899 人。 
分村移民の実現で、それ以前とは比較にならないほどの多くの移民を満州の地に送出した。
とはいえ、100 万戸移民計画の第 1 期、昭和 12 年度から 5 年間に 10 万戸を送出するとし
た計画は、前掲〔表 5-1〕に表れたとおり、その達成にはほど遠い状態だった。 
その後、農林省は 1,000 名の調査員を配し全国 1,000 町村に対して「満洲農業移民ニ関
スル調査」を実施した。そのうち、「村内ニ於ケル過剰戸数又ハ過剰人口ノ適当ナル処置ト
シテ最モ実現性アル方法ハ何カ」という問いに対する回答は、①「副業及農村工業奨励」
(501 名)、②「出稼ぎ」(365 名)、③「工場誘致」(317 名)で、それに次いで多い 285 名が
「満洲農業移民」を挙げた。また、少なくとも 1 カ町村内で 10 名以上の若者 14,593 名に
対して「満州農業移民ニ対スル考ヘ」を聞いたところ、被調査者の 17%、2,532 名が移民
を希望すると回答したことが判明した。その結果は農林省経済更生部から「第十三回地方






になったのであり、昭和 12 年後半から全国的に具体化されはじめ、昭和 13 年から本格的
に実施された73。 
                                                                                                                                                           
「農村経済更生特別助成施設案要綱」昭和 10 年 11 月、 
前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻  3-5 頁。 
70 「農山漁村経済更生特別助成規則」「特別助成村ノ経済更生計画樹立上留意スベキ事項」には、「当 
該村ノ更生上移住ヲ為スヲ必要トスルモノニ付テハ移住計画(内地、朝鮮、満洲等)ヲ立ツルコト」、
と明記されている、前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻。 
71  「分村計画提要」「分村計画送出実績」(昭和 14 年 9 月調査)、 
前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻  67-68 頁。 
72  前掲「満洲農業移民ニ関スル地方事情調査概要」「満洲農業移民ニ対スル青年ノ意見」 
・「満洲農業集団移民分村計画要項」昭和 12 年 7 月、 
前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻 39-61 頁。 





















以降の人選に関する要望書」（昭和 7 年 12 月 8 日付け）で、少年移民の必要が述べられて








ついても話したようだ76。同年 10 月、13 名の少年たちが饒河県の北進寮に入り、この地
に「北進寮大和村」を建設したのだった。 
この時の隊員のひとりが、北海道帝大農学部出身の松川五郎が校長を務める、宮城県遠






                                                                                                                                                           
   前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻 92-93 頁「移民計画ヲ樹テタ事例」。 
浅田喬二「満州農業移民政策史」、前掲『近代民衆の記録』6 満州移民  562 頁。 
74 「満洲移民施設ニ関スル件」(昭和 12 年 7 月)、 
前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』第 7 巻  55-61 頁。 
75  東宮大佐記念事業委員会『東宮鉄男伝』伝記叢書 245 1997 大空社 174 頁。 
76  内原訓練所史蹟保存会事務局編・発行『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』1998 92 頁。 
  昭和 9 年 7 月 16 日の東宮の日記には「朝饒河上陸、三宅青年と縣城附近、日本村建設計画をなす」、 
  とあり「日本村」建設が具体化しつつることが判る。 
東宮大佐記念事業委員会『東宮鉄男傳』1940 (昭和 15)年  540 頁。  






和 9 年設立)会長を兼務し、2 つの協会が人脈で繋がっていたからである。 



















て離村する者亦二十萬を下らす」、と80。翌 13 年の内地訓練所入所者が、3 月 1 日および
4 月に 5,000 人ずつと決まったことから、各地では「満蒙開拓青少年義勇軍募集要項」を
配布し、訓練生募集と同時進行で内原訓練所の建設を開始し、所長は加藤完治が勤めるこ
とになった。 





                                                                                                                                                           
体案」は、(松川指導 南郷満蒙移民講演会創案)と記され、昭和 11 年度 50 戸の送出が決定されてい
た。前掲『満州移民関係資料集成』第 7 巻 1990 不二出版 8-9 頁。 
78 前掲『満洲開拓史』229-231 頁。 




79 前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』146 頁。 
80 前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』150-154 頁。 
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ことである」と述べ、その理由として次の 4 点を挙げた81。 
①満州建国の大業には真面目な日本青少年が多数満州にゆき、満州国の一員として努力 
 する必要がある。 

























                                                  
81   加藤完治「所感」1937 (昭和 12)年 12 月  皇国農民団本部『弥栄』第 177 号 2-3 頁。   
82   昭和 12 年だけでもソ連と関東軍との間の「国境紛争」が 113 回も発生していた。 
防衛庁防衛研修所戦史室『関東軍』1 1969 朝雲新聞社 310 頁。  




84   例えばコメ(水稲)の増産計画をみると、昭和 12 年当時の生産能力 219(千トン)を、5 年間の合計
1,593(千トン)年平均約 319(千トン)に、つまり例年の 1.5 倍の増産が指示されている。「産業五箇年
計画品種別生産量需給過不足一覧表」満鉄調査部『満洲五箇年計画立案書類付図』1937(昭和 12 年)
刊 (復刻版)龍溪書舎(出版年未記載)。 
85  満州青年訓練所の特技訓練には、大工・農機取扱い・建具工・桶工など 20 種類以上が実施されてい
た。「特技訓練」「訓練制度関連文書」、前掲『満蒙開拓青少年義勇軍関係資料』第 2 巻４12-415 頁。  
86  「満洲拓植会社主催第一回移民団長会議議事録」(昭和 12 年 9 月)、「附  同会議に配布せる資料」 






















若者の関心を集めるよう努めたのだった88。この結果、同年 2 月 25 日現在の応募者数は、
既に青少年義勇軍内原訓練所(日本国民高等学校内内原農場)に入って建設作業に従事して
いた者も含めて 9,600 名を数え(一部県の見込み人数を含む)関係者を安堵させたという89。













現地の訓練所は、満州北部ないし東部に集中的に設置され、昭和 16 年 3 月現在、渡満
後 1 年間の基本訓練を行う訓練所が 4 ヶ所、その代替機能をもつ特別訓練所が 3 ヶ所、こ
れらの訓練終了後移行する実務訓練所が、甲種 35 ヶ所、乙種 18 ヶ所、満鉄 31 ヶ所、丙
種 3 ヶ所、合計 94 ヶ所で、在籍訓練生は 37,946 人に達していた93。なお、「青少年義勇
軍」についての統計は少なく、敗戦直後焼却処分されたこともあって正確な送出人数は不
                                                  
87 前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』132-135 頁。 
88 満洲移住協会『拓け満蒙』2 巻 2 号  1938(昭和 13)年 2 月 1 日  6 頁。  
89 「青少年義勇軍内原訓練所」茨城県東茨木郡下中妻村、 
前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』158-159 頁。 
90 初年度の府県割当人数は、満鉄東京支社調査室「事変下開拓民募集方策ノ検討」昭和 15 年、 
前掲『満蒙開拓青少年義勇軍関係資料』第 1 巻 93-96 頁。 
91  満鉄東京支社調査室「事変下開拓民募集方策ノ検討」1940(昭和 15)年、 
前掲『満蒙開拓青少年義勇軍関係資料』第 1 巻 125-126 頁。 
92 白取道博『満蒙開拓青少年義勇軍史研究』2008 北海道大学出版会 121-126 頁。 






より上掲〔表 5-1〕に転載した95。このうち、昭和 18 年度から同 20 年度までに送出した




年 5 月日 1 日、内原訓練所で最後の渡満壮行会が開催され、翌日から順次出発した。しか
し、彼らは渡満直後から軍需工場・警備・輸送などの勤務に従事し、わずか 2 ヶ月あまり
で敗戦を迎えた。最後の渡満中隊のひとつである宮城県の沢井中隊 184 名は、5 月 13 日
に内原を出発して嫩江訓練所に入所したものの、その直後から上のような諸任務に従事さ
せられ、半数の 90 名の少年が満州各地で死亡したという97。 









するとの見解を示した98。この方針に則り、昭和 16 年 12 月、日本は「満洲開拓第 2 期 5
ヶ年計画要綱」を閣議決定した(同 17 年 1 月日・満両国政府発表‐以下「第 2 期要綱」と
略称‐筆者)。「第 2 期要綱」の「方針」では、①「東亜共栄圏内ニ於ケル大和民族ノ配分
布置ノ基本国策ニ照応シ」、②「東亜防衛ニ於ケル北方拠点ノ強化」のため、第 1 期と合
わせた入植農家累計 30 万戸達成という目標を設定した99。 




ことなのである。康徳 10(昭和 18)年 1 月に満州国開拓総局が作成した「康徳十年度開拓政
                                                  
94 前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』「表 12 各種資料による義勇隊渡満者数」356-357 頁。 
95 前掲『満蒙開拓青少年義勇軍史研究』5 頁、「表 1 満蒙開拓青少年義勇軍  送出状況」より転載。 
96 前掲『満洲開拓史』388-389 頁。 
97 前掲『満州開拓と青少年義勇軍‐創設と訓練』354-355 頁。 
98  前掲『開拓資料第六輯  大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』 
「第六章 第二期五箇年計画の展望」39 頁。 
99 前掲『大東亜共栄圏確立と満洲開拓－第二期五箇年計画の全貌－』「開拓史料第六輯」73-75 頁。 
100  なお、「第 2 期 5 箇年計画要綱」には「計画実行方策案」および同「附属書」が添付されていたと 
思われるが、前掲拓務省拓北局発行の資料にはこれが省略されている。そのため、本稿では省略部

























と持ち上げたのだった104。昭和 16 年 1 月 22 日に閣議決定された、「人口政策確立要綱」
はその「趣旨」および「資質増強ノ方策」として以下のように述べた105。すなわち、「内
地人口ノ四割ハ之ヲ農業ニ確保スル」という目標を設定するが、昭和 5 年現在 6,445 万人







                                                  
101  『満州移民関係資料集成』第 32 巻 1992 不二出版「第一回開拓全体会議議事録〔秘〕395-411 頁。 
102  開拓総局長稲垣征夫「開拓事業の新展開」、前掲「満洲開拓年鑑」昭和 16(康徳 8)版  
     『満州移民関係資料集成』第 32 巻  33 頁。  
103 前掲『滿洲開拓論』1944 明文堂  236、269 頁。 
104 前掲『大東亜共栄圏確立と満洲開拓－第二期五箇年計画の全貌－』「開拓史料第六輯」 
「第二期五箇年計画の展望」46-47 頁。 
105  「人口政策確立要綱」石川準吉『国家総動員史』資料編 第 4 1976 国家総動員史刊行会   
1100-1103 頁。 
106  前掲『大東亜共栄圏確立と満洲開拓－第二期五箇年計画の全貌－』「開拓史料第六輯」 




































                                                  
107  「開拓地ノ設定並ニ施設ノ充実方策」、前掲『満州移民関係資料集成』第 5 巻 235 頁。 
108 前掲『滿洲開拓論』226 頁。 
109 『塩根川向上会記録群』No3「会計簿」昭和 4 年 4 月 29 日付「臨時費 繁君入営御餞別  1.00 円」、
昭和 5 年 12 月 21 日欄「臨時費 入営兵送別会会場ヒ 1.00 円、歓送用幟旗三流代 0.75 円、入営兵
御餞別三名分 3.00 円」の支出計上など、また枚数は少ないが「文書往復綴」でも確認できる。 






昭和 6 年 10 月、及位村青年団長の佐藤篤は、村内各支部に対し次の文書を発信した〔『記













友治の葬儀から約 1 ヶ月後の 12 月 4 日、及位村青年団長は各支部長宛てに次の文書を
発信し、在満州軍への義捐金を募った〔『記録群』No20「文書往復綴」-No157 昭和 6 年






昭和 7 年 7 月に開催予定の及位村青年団役員会では、次の議題を議論することが予告さ












さらに、昭和 7 年 9 月 16 日、及位村青年訓練所および同補習学校合同の主催による、「満
                                                  
111  『及位小学校沿革史』昭和 6 年度欄、真室川町教育委員会所蔵。 
112 「満蒙問題」は「日本の生命線である」と、昭和 6 年 1 月 24 日の第 59 回帝国議会衆議院における   
   演説で訴えたのは松岡洋右である。「官報号外」昭和 6 年 1 月 24 日、第 59 回帝国議会第 4 号、『帝  




和 7 年 9 月 16 日付及位青年訓練所主事・補習学校長より塩根川部落高橋幸益宛 満州事変
一周年記念講演会開催案内〕。「向上会」では、同文が部落幹事経由で会員に再信された〔『記
録群』No21「文書往復綴」-No184 昭和 7 年 9 月 16 日付 向上会長より幹事宛 満州事変
一周年記念講演会開催案内〕。なお当該文書には開催年が記載されていないが、その文言か






昭和 7 年 9 月 9 日付及位農業補習學校長・青年訓練所主事より支部長宛 教練及び視察実
施に際し会員の登校推進依頼〕。当該文書で注目されることは、経済更生と非常時時局とを
連結し、村民の意識を次の戦争に向けて統一しようという地ならし的態度がみられること
である。当該文書によると、軍事教練および視察は、昭和 7 年 9 月 30 日および同年 11 月











昭和 7 年 4 月、「向上会」では、初代の佐藤孝治が満期退団し、代って髙橋幸益が会長
に着任した。同年 7 月 15 日、満州に派兵されていた会員の佐藤善治が帰村するという情
報がもたらされたらしく、会長名で幹事宛てに以下の文書を配信し、歓迎祝賀会への参加
人数の報告を促した〔『記録群』No21「文書往復綴」No176 昭和 7 年 7 月 15 日付 向上
会長より幹事宛 満州事変帰還者歓迎祝賀・弁論会開催案内〕。〔『記録群』No3「会員名簿」〕
の佐藤善治欄によると、善治は明治 43 年 10 月生まれで「向上会」には大正 14 年 5 月に
入会した。昭和 6 年 1 月 10 日、旅順駐留第九連隊に看護兵として入隊、満州事変から 1
















開催予告と出席人数照会の案内である〔『記録群』No21「文書往復綴」-No190 昭和 7 年












されていた。昭和 9 年 7 月 30 日付、「向上会」会長から役員に宛てた文書では、青年団・
在郷軍人分会・村当局の連合主催で、「満州事変従軍凱旋兵歓迎祝賀会」が開催されること
が案内された〔『記録群』No23「文書往復綴」-No225 昭和 9 年 7 月 30 日付 向上会長よ
り役員宛 満州事変従軍帰還兵歓迎会開催案内他〕。当該通信には「向上会」の事業案内が
付加され、会内通信に省力化の形跡がみられる。なお、〔『記録群』No23「文書往復綴」-No234


























      　　　　  山形県における満州移民数






昭和12（1937）年度 356 66 422 42
昭和13（1938）年度 415 28 443 1,201
昭和14（1939）年度 348 40 388 371
昭和15（1940）年度 285 92 40 417 302
昭和16（1941）年度 438 75 23 536 492
昭和17（1942）年度 308 93 21 422 562
昭和18（1943）年度 114 13 18 145 368
昭和19（1944）年度 27 1 28 348
 計 2,719 274 236 3,229 3,686
出典【開拓民送出状況調 昭和19年6月現在】
　　　　　　　『山形県史』本篇4 拓殖編   642頁。  
第 3 節 塩根川向上会会員の満州への派兵と満州移民 
満州事変が契機の、15 年戦争の開始期にあたる頃、『記録群』にも満州に関る記録が出
現し次第に増加傾向を示す。このような視点で〔『記録群』No3「会員名簿」〕を分析する
と、後述するように及位村青年会塩根川支部発足の大正 6 年から昭和 17 年までの入会者
103 人のうち、孝治も含めた 12 名、約 12%にあたる若者たちが、永住の地を求めて満州
に移住した事実が判明した。 
後掲〔表 5-4-①・②〕は〔『記録群』No3「会員名簿」〕から、入営・出征者と派遣先お
よび満州移民者を抜粋し一覧表に纏めたもので、大正 7 年から昭和 2 年までの入会男子会
員 54 名を掲載した。内訳は「入営」・「入隊」・「応召」など兵役の記録がある者 47 名、「海
軍横須賀海兵団」入団者(〔表 5-4-②〕No36 佐藤貢)もこれに加えた113。兵役の記載がな
く満州移民となった者は 6 名、記載はないが別の資料から同会退会後満州移民となったこ





満した者が 1 人となっている(〔表 5-4-②〕No50 佐藤久松)。久松は半年ほどで帰国し、弘
前八〇部隊に入隊した後敗戦を迎えた。同じく、終戦当時未成年で「挺身隊」・「応徴」の
記載がある者は一覧表から除外した。なお、「青少年義勇軍」への入隊はみられない。     
                                                  
113 『塩根川向上会記録群』〔史料 No20「文書往復綴」〕には、昭和 6 年 12 月以降及位村長名で配信さ
れた「海軍省  海軍志願兵の栞」が毎年ファイルされている。 
114  満州報国農場勤労報国隊は、「国民勤労報国協力令」(昭和 16 年 11 月 22 日、勅令第 995、同年 12
月 1 日施行)、国民勤労報国令(昭和 20 年 3 月)施行に伴い廃止された、『日本労働年鑑』法政大学大
原社会問題研究所 HP より。満州報国農場は農林省が関係各県に命じて昭和 17 年度に始め、食糧




　　　　 　　　   　塩根川向上会 会員名簿にみる入営・出征・渡満　　　　　　   　　　　　　　　　(2-1)
　　氏名 　 生年月日 　　  　　　　入営・出征・渡満  移民地
1  栗田勝太郎    明治38.01.19    大正14.12.01  第七師団歩兵第二七聨隊入隊ス
   昭和 2.10.31  満期除隊
2  佐藤孝治 　 明治39.04.17    昭和 2.04.01  第八師団輜重兵第八大隊入隊、同年05.26満期除隊 　弥栄村
   昭和 7.06.  日本国民高等学校北大営分校入学
 北満移民(第1回自衛移民) 　大八洲
3  栗田三次郎     明治39.07.03    大正15.12.10  第7師団野砲兵入隊、昭和 3.10.30満期帰休除隊
4  栗田板五郎     明治39.09.14    大正15.12.01  海軍舞鶴練習部入隊　昭和 4.11.30満期除隊
5  佐藤栄吉     明治40.02.07    昭和03.01.10  騎兵第24聯隊ニ入隊、昭和 4.11.30満期除隊
6  佐藤　繁     明治41.09.21    昭和04.05.01  第七師団輜重兵第七大隊入隊、昭和4.06.除隊
7 佐藤　田     明治42.04.21    昭和10.08.22  北満移民（訓練生トシテ）、終戦後、北海道入植 　大八洲
8  佐藤　勇     明治42.11.06    昭和 5.06.01  満州公主嶺独立守備隊入隊、歩兵 　不明
   昭和6.09.19  満州事変突発南嶺激戦ニ参加
   昭和 7.07.01  公主嶺守備隊延期中、本日除隊、引キ続き在満
9  佐藤正治     明治43.02.25    昭和 6.01.10  歩兵第三十二聯隊ヘ入隊
   昭和 7.01.27  満州守備の為派遣(上等兵)、昭和 8.12.26除隊
10  佐藤善治     明治43.10.03    昭和 6.01.10  旅順駐□第九聯隊入隊、看護兵
   昭和 7.07.06  旅順衛成病院ヨリ帰休兵トシテ除隊
11  栗田壽兵衛     明治43.08.19    昭和 6.01.10  第八師団野砲兵第八聯隊入隊、
   昭和6.12.   千葉砲兵学校へ転ズ、満州へ出征
   昭和8.12.22    除隊(上等兵)
12  佐藤春五郎     明治44.04.14    昭和 7.01.10  歩兵第三十二聯隊第一中隊入隊
   昭和 7.04.11   山形県二聯隊ヨリ満州国守備ノ為出征セラル
   昭和 8.07.12  討伐一段落、山形原隊に凱旋
   昭和 8.10.10  再び満州ニ出征、昭和 9.03.29 凱旋除隊（上等兵）
13  栗田末吉     明治45.02.04    昭和 7.12.01  満州公主嶺独立守備隊入営（歩兵） 　不明
　 昭和 9.11.  同除隊、引続キ在満
14  佐藤袈裟五郎     大正 3.03.07    昭和10.06.10  朝鮮会寧歩兵第七十五聯隊入隊、
　 昭和11.12.  除隊、帰還ス（一等兵）
　 昭和12.12.   支那事変ニヨリ應召、昭和14.01  支那ヨリ帰郷
15  佐藤高蔵     大正 3.01.05    昭和10.01.20   山形歩兵第三二聯隊ニ入隊、昭和12.03  除隊帰郷
　 昭和12.10.  支那事変ニヨリ応召ス、昭和14.01  支那ヨリ帰郷
16  佐藤　忠     大正 3.04.17    昭和14.01.06  満州農業移民トシテ渡満ス 　大八洲
17  佐藤幸吉     大正 4.02.15    昭和10.09.22  北満移民訓練生トシテ渡満ス 　弥栄村
   昭和12.12.15   北満ニテ匪賊ノ為名誉ノ戦死
18  佐藤金兵衛     大正 4.03.10    昭和11.01.10  弘前野砲兵第八聯隊ニ入営、昭和14.03  除隊帰郷
19  佐藤卯吉     大正 4.12.07    昭和12.02.01  弘前輜重兵第八聯隊入営、
   昭和12.03.28   同満期除隊帰郷ス
20  佐藤幸一郎     大正 6.04.27    昭和12.01.10  第八師団野砲兵第八聯隊入隊、昭和15.09  除隊ス
   昭和16.08.  支那事変ニヨリ応召ス
21  佐藤東吉     大正 6.05.05    昭和12.01.10  山形歩兵第三十二聯隊ニ入営 　不明
      記載なし  満州国○○ニ活躍中
22  栗田信男     大正 6.03.29    昭和12.01.10  鉄道第二聯隊ニ入営
   昭和13.  除隊ニヨリ再役ス、工兵伍長トナル
23  栗田　清     記載なし    昭和15.01.10  歩兵トシテ青森ニ入営
   昭和15.09.11  北支山東省ニ於テ名誉ノ戦死ヲ遂グ
24  佐藤竹松     大正 5.07.19    昭和12.03.01  満州独立守備隊ニ入営、昭和14.11  病気為メ帰郷ス
   昭和15.04.  軍工ニ職工トシテ就職ス、他出





　  　　　　塩根川向上会  会員名簿にみる入営・出征・渡満　　　　　　　　　　　        　　　 (2-2)
　　氏名 　生年月日 　　　　　　入営・出征・渡満  移民地
26  高橋金繁     大正 4.10.25    昭和11.06.29  教育召集ニヨリ千葉鉄道第一聯隊入隊
   昭和11.09.17  同満期除隊　帰郷ス
   昭和13.04.19  支那事変ニヨリ応召ス、18.5.25応召解除帰郷ス
27  佐藤勝一     大正 7.10.15    昭和14.12.01  朝鮮歩兵第七十四聯隊入営
   昭和15.08.  北部第□□□部隊ニ転隊ス
   昭和16.09.  満期除隊ス（兵長）
28 佐藤孝治郎   大正  8.05.09    昭和18.05  満州移民ニテ渡満ス 　大八洲
29 佐藤正作   大正  7.02.11    昭和16.04  徴用令ニヨリ応徴ス
   昭和18.09  大東亜戦争ニテ召集サル
30 佐藤兼蔵   大正 7.11.23    昭和14.05.01  支那事変ニヨリ応召ス
   昭和15.05.10  召集解除トナル、歩兵一等兵トシテ帰還ス
   昭和18.10  大東亜戦争ニテ召集サル
31 佐藤銀兵衛   大正 6.11.29    昭和13.01.10  山形歩兵第三十二聯隊ニ入営、同16.03 満期除隊ス
   昭和16.08  支那事変ニヨリ召集、昭和18.05 帰還
32 高橋正一   大正 7.12.02    昭和15. 02.01  騎兵トシテ旭川入営、同18.01 満期除隊ス
33 佐藤良作   大正 7.05.08    昭和14.01.06  農業移民トシテ渡満ス   大八洲
   昭和15.04  山形聯隊入隊ス
   昭和16.  目下満州国○○地活躍中
34 高橋宗太郎   大正 7.08.01    昭和14.01.06  農業移民トシテ渡満す    大八洲
35 高橋傅治   大正 9.02.07    昭和16.05  支那事変ニヨリ応召
36 佐藤　貢   大正 8.04.06    昭和15.01.10  海軍横須賀海兵団入団舞鶴軍港天龍乗組員トナル
37 佐藤義次郎   大正 8.09.07    昭和15.02.01  工兵トシテ旭川入営
   昭和15.03.  満州国東安省東安沼崎部隊野見山隊ニ変隊ス
   昭和18.03.  満期除隊（一等兵）
38 佐藤朝松   大正 3.05.22    昭和 9.12.01  弘前輜重兵第八大隊ニ入隊ス
   昭和10.01.25  除隊帰郷ス　昭和10.07  北海道ヘ出稼
39 栗田一郎   大正 9.01.18    昭和16.08.  支那事変ニヨリ召集現在満州国○○地ニ奮戦中
40 栗田円次郎   大正11.03.03    昭和09.12.   他出　奉公（東京）、昭和13.04  帰郷ス
   昭和17.11.   盛岡部隊ニ入隊ス
41 栗田　武    記載なし    昭和15.03.  北部十八部隊ニ入隊直ニ渡満警備ニ付ク
 現在○○ニ活躍中
42 高橋　豊   大正10.04.08     昭和17.08.  大東亜戦争ニ依リ応召ス
43 栗田　忠   記載なし     昭和17.11.   東京東部○○部隊ニ入隊
44 栗田保太郎   記載なし     昭和17.12.  山形北部十八部隊ニ入営ス
45 高橋久典   大正11.04.21     昭和17.12.  弘前北部二十二部隊ニ入隊
46 佐藤長太   大正11.05.23     昭和18.03.20  大東亜戦争決戦下ニテ応召セラル
47 高橋祐四郎    記載なし     昭和16.08.  徴用令ニヨリ応徴セラル、現在横須賀ニ勤務中
    昭和19.01.  北部十九部隊ニ入隊
48 高橋正太郎    記載なし     昭和18.09.  応徴セラル
　　昭和19.02 北部十八部隊入隊ス
49 栗田善治    記載なし     昭和18.02.  入営セラル
50 佐藤久松    記載なし     昭和18.04.  満州報国農場ヘ勤労報国隊ノ参加渡満ス、
 10月帰郷、昭和18.10 国民勤労報国隊小隊長トナル
    昭和19.09.10  弘前八〇部隊入隊
51 栗田行雄      記載なし     昭和19.01.  最上郡飽海に40日間練成生トシテ出発
    昭和19.04.05  東部五九部隊ニ入営ス
52 高橋正三   大正15.02.07     昭和19.04.  満州農業移民トシテ渡満サル    最上郷
53 佐藤寛行   大正14.05.30     昭和20.02.10  山形東部五九部隊入隊ス
    昭和21.10.24  満州ヨリ復員ス
54 佐藤　孝 　明治42. 「会員名簿」に記録はないが「満州移民」  大八洲

















ル青年協議会決議」で既に決まっており、二・三男会は昭和 11 年には県内 33 町村で組織
化されるに至った117。 
施策の第 2 は、山形県拓務協会と二・三男会の指導者たち 23 名が、全国で始めての県
の予算による北満州一帯の開拓団視察旅行を計画・実行したことである118。昭和 11 年 8
月 20 日から 31 日間の日程で視察旅行を終えて帰郷した参加者は、直ちに山形県拓務協会
の地方委員に任命され、満州移民運動の推進主体として県下各地で報告講演会を開催しな
がら募集にあたることになった119。同年 10 月 15 日、満州「弥栄村」は佳木斯上陸記念の





少年義勇軍」を除き、昭和 11 年度に 115 戸だった移民数が同 12 年度には 422 戸に激増し
た121。なお、昭和 19 年時点の県の調査による満州移民は 3,229 戸(人)、「青少年義勇軍」





                                                  
115  「満州開拓移民府県別送出人数」、前掲『満州開拓史』464-467 頁。 
116  山形県『山形県史』本篇 4 拓植編 1971 451-454 頁。 
117  前掲『山形県史』本篇 4 拓植編 453 頁。 
118  「満州移民発祥の地」、前掲『拓け満蒙』第 2 巻 2 号 45 頁。 
119  前掲『山形県史』本篇 4 拓植編  468 頁。 . 
120 渡邊千代江編『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』1938 満州移住協会 
 62-64 頁。 




昭和 9 和 3 月、民間機関である満鮮開発協会からの「北満先遣移民隊員募集要綱」が及
位村青年団経由で各支部に配信され、公然と移民募集が行われた〔『記録群』No23「文書




翌 14 年、加藤が茨城県の国民高等学校に移ると同時に事務所もこの地に移り、昭和 6 年、
満州移民事業が発足すると本協会も上記名称に改称した123。もう 1 件は、及位村村長名に






















ある。村の若者の応募を期待してか、昭和 11 年 3 月 13 日、及位村長名から次の文書、〔『記
録群』No24「文書往復綴」-No272 昭和 11 年 3 月 13 日付 及位村長より佐藤軍治、各区
長、各在郷軍人分會班長、各青年團分團長宛 満州移民講演會並移民團体奨励二関スル件〕、
                                                  
122  なお、昭和 11 年 8 月、広田弘毅内閣は「20 ヶ年 100 万戸満州移住計画」を重要国策として閣議決
定し、満州への大量「移民」の送出を企図していた。喜多一雄 『滿洲開拓論』1944 明文堂によ
ると、稲垣関東軍顧問が、昭和 11 年 7 月上京し、内閣中枢部・陸軍・大蔵・拓務の各省に「熱烈
なる折衝運動を展開せる結果、拓務省は海外拓殖委員会に諮問して百万戸計画の実現を決定」し
た、という  172 頁。            
123  前掲『山形県史』本篇 4 拓殖編  314-315 頁。 






































ら、移民者は大きく 3 種のタイプに分類できる。第 1 は「向上会」退会後移民した者、第
2 は「向上会」在席中に徴兵され、そのまま移民として満州に留まった者、第 3 は、「向上
会」在籍中移民として渡満した者である。 










の人数は塩根川部落から入植した 12 名のうち、本人を含めて 8 名認められる。通常、及
位村では、転出先の情報は先に行った先輩たちからもたらされるか、信頼できる募集人を
                                                  
125  昭和 16 年 2 月、奉天省昌図県桜桃村(後の四平省)に建設、昭和 17 年、「昌図最上開拓団」と改称。 
   1985 最上郷会『満洲 最上郷覚書』1 頁。第 2 章 第 3 節参照。 











































                                                  
127 石原八重子著・出版『聞き書き  大地を拓いた女たち‐満州開拓から近代農法に行き着いて』 




























次の事例、〔『記録群』No16「文書往復綴」-No7 大正 14 年 6 月 15 日付 及位村青年会長
より塩根川支部長佐藤孝治宛 青年手簿の件・拓殖講習会開催案内〕によると、この講習会
は同年 6 月 21～30 日までの 10 日間の予定で、開催場所の記載はなく各会より 2 名の受講
割り当てがあり、食費として 1 日 35 銭、全日程で 3 円 50 銭が必要だった。しかし、及位












                                                  
128 山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌編集委員会編・発行 
『山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌』1962 70-71、73 頁。 
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数種の特殊な形態の動きとを組み込んでおり、最後に天皇陛下弥栄を 3 唱、2 拝・2 拍手・
1 拝で終了する129。ひとつひとつの動きのなかに天皇崇拝の精神が集約的に表現されるよ












             塩根川向上会 会員名簿にみる  中堅青年および拓殖講習会受講一覧
　　氏名 　　　開催年月日 　　　　　　 内　　　容
*　孝治 大正14、06、21から   県連合青年団主催拓殖講習会　10日間
*　   田 昭和 2、08、26から   県連合青年団主催大高根修養道場講習会　7日間
昭和 7、08、18から   県連合青年団主催大高根修養道場講習会　7日間
昭和 9、10 　塩根川経済更生実行督励員となる
*  孝 昭和 8、08、31から   県連合青年団主催中堅青年講習会　大高根7日間
　善兵衛 昭和 7、08、18から   県連合青年団主催大高根修養道場講習会　7日間
*　勇 大正14、07、21から   県連合青年団主催拓殖講習会　10日間
　四郎 昭和 8、08、31から   県連合青年団主催中堅青年講習会　大高根7日間(養子)
　盛益 昭和 8、08、31から   県連合青年団主催中堅青年講習会　大高根7日間
昭和 9、10、から 　塩根川経済更生実行督励員となる





への夢の端緒は大正 14 年 2 月、最上郡連合青年団が企画した該巡回講演会であり、その
時の講師が加藤だった。『満州武装移民』で孝治の体験を採りあげた桑島節郎は、孝治の存
命中にインタビューしたのか、講演を聴いた彼の感想を自著に記載した131。 






                                                  
129 前掲『山形県立上山農業高等学校創立五十周年記念誌』73-75 頁。 
130  橋本傳左衛門「滿洲農業移民の沿革」、前掲『滿洲農業移民十講』5 頁。 





の案内が『記録群』に遺されている〔『記録群』No16「文書往復綴」-No3  大正 14 年 2






















                                                  
132  前掲『東宮鉄男傳』伝記叢書 245 86-92 頁。 
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1 文部省『学制百年史』記述編・史料編  昭和 48 年  帝国地方行政学会 497 頁、「学齢児童数および就学  
 児童数」によると、大正 2 年時点の学齢児童総数は 7,413,168 人である。ここでは卒業生の数が必要  
 であるため、これを単純に 6 で除し、結果約 120 万人という数字を得た。  
2 蘭信三は、「満州移民事業の成立要因」のひとつとして、加藤完治とそのグループが、「満州国の成立  
 後満州側(関東軍)と協力して日本国内での移民事業に対する障害を除去し国内での満州移民実現の推
進力となった。彼らは自らの夢と満州側の必要とを結び付け、国内の総体的過剰人口を満州移民に『通
路づけ』た」、と論じた。蘭信三『「満州移民」の社会学』1994 行路社 53 頁。  
3 日本の満州移民事業は、単に余剰人口の国外移転よりも、満州支配のための日本人の植民という性格
が強く、「移民」と植民とは区別される必要がある。蘭『「満州移民」の社会学』1994 行路社 191 頁  
参照。加藤完治は自著のなかで「殖民」という語を使用して、当該事業の性格を明確にしている。  




























第 1 節 孝治満州へ 
( 1 ) 日本国民高等学校北大営分校設立と移民募集 












名の若者たちは訓練後「北大営」に送り込まれた5。彼らが出発したのは昭和 7 年 5 月上
旬のことだが、「北大営」は同月下旬には既に開校していた。 
                                                  
4 加藤完治「武装移民生ひ立ちの記」(3)「拓け満蒙」1936(昭和 11) 年 6 月  第 1 巻 3 号、  
『満州移民関係資料集成』第Ⅱ期  不二出版  6 頁。  
5  満州開拓史刊行会編・発行『満州開拓史』1966 59 頁。  
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しかし、1,000 戸の農民を入植させるためには、最低でも 2 万町歩程度の土地が必要で
あり、移民案を再度提出して議会を通過させるためにも入植地の確保は急務だった。昭和
7 年 6 月初旬、加藤は再び石原参謀を訪ね土地の提供を求めた。石原は「吉林省になら 1
万町歩位は出来ましょう」、と答えたという。この土地は佳木斯










遡って昭和 7 年 3 月、第１回移民案が閣議で否決されたあと、拓務省は次の機会のため
の準備を始めていた。そのひとつは各府県知事に満州移民希望者数を照会したことである。
これに対して 40 府県から回答があり、それによると、戸数で回答したものが 1,205 戸、
人数での回答は 1 万 27 名にのぼったという。この結果に移民可能の確信をえた拓務省は
移民事業の遂行に積極的な姿勢で臨んだ。このような時、海軍将校を中心とした部隊がク
ーデターを起こし犬養首相が暗殺された。しかし、拓務省が根気よく折衝をつづけた結果、
同年 6 月第 62 臨時議会で、満州移住地および産業調査に関する経費 10 万 544 円が承認さ
れた。同年 8 月、3 度目の臨時議会（第 63 回）に際して、拓務省は臨時移民計画（昭和 7
年 7 月 18 日）600 戸案を作成した。結局この閣議で昭和 7 年秋に入植する試験移民 500
人分の予算、20 万 7,850 円が決定された7。議会で予算が通過するまでは正式な募集がで
きなかったため、通知は 9 月 1 日に発送された。しかし上述のように、同年 10 月の入植
に間に合わせるために、その前から在郷軍人会を通じての内密の募集が行われ慎重な選抜
決定がなされていた。その時配布された募集規定は次のようなものだった8。1、移民選定
区域および人数、東北 6 県に加え新潟・長野・群馬・栃木・茨城各県から 41 人。2、移民
候補者の資格、農村出身者にして多年農業に従事し経験を有する既教育在郷軍人中身体強
壮品行方正、思想堅実、困苦欠乏に耐えうる者、家庭上係累少なき者（なるべく次男以下
の者）、年齢 30 歳以下の者。 
 訓練は主として勤労を通じての精神訓練に重点が置かれ、残暑の中猛烈な肉体労働、外 




 ( 2 ) 一通の軍事郵便 
 昭和 7 年 1 月、「向上会」会長である孝治のもとに、本会会員で満州公主嶺独立守備隊 
第一大隊に服役中の佐藤勇から、後掲の軍事郵便が配信された。〔『記録群』No21「文書往
                                                  
6  東宮鉄男「第一次滿洲移民沿革ニ関スル参考資料」、東宮大佐記念事業委員会『東宮鉄男伝』  
「伝記叢書 245」1997 大空社  628-634 頁。  
7  前掲『満州開拓史』1966 67-68 頁。  
8  前掲『満州開拓史』1966 86 頁、「選定要領」から抜粋。 
9  喜多一雄『満州開拓論』1944 分明堂  104 頁。  
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要性の認識を深めたという。同年 6 月 7 日、東宮はこの結果をもとに石原参謀宛てに「イ 
雑軍(敵、過剰軍、兵匪)ノ消化化農、ロ 開拓、ハ 国防」の見地により、「在郷軍人ヲ以テ
屯墾○○○隊ヲ編成シ○○方面ニ○○駐屯セシムル件意見」を具申した13。東宮はこの意




                                                  
10  前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」82 頁。   
11   前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」84-86 頁。  
12   桑島節郎『満州武装移民』1979 教育社歴史新書  日本史  88 頁。  
13  東宮鉄男「第一次滿洲移民沿革ニ関スル参考資料」、  
前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」628-634 頁。  






( 3 ) 孝治日本国民高等学校北大営分校に入学 
 「向上会」を満期退会した孝治は、昭和 7 年 6 月 12 日、塩根川を出て先ず茨城県友部
に加藤が設立した日本国民高等学校に入学した。 
   その時孝治が携行した金は 120 円であった。加藤の指示は 200 円ぐらい用意せよと
のことであった。内訳は友部における三週間の宿泊訓練費と渡航費、それに雑費を
合わせて 80 円。北大営の一か月の費用が 10 円で 1 年分 120 円。合計すると 200
円になる。200 円を用意することができない者は 80 円だけでもよい。足りない分
は毎月 10 円ずつ家から送金してもらうことという条件であった15。 
前章までに詳述したとおり、大正から昭和初期にかけての農村、とりわけ東北農村の困窮 
は甚だしく、次・三男のために 200 円の現金を支出することができる農民はそう多くなか 
ったものと思われ、塩根川でも大きな部類の自作農家だった孝治の家でさえ一度に全額を 
用意することができなかった。しかし、孝治が「北大営」に入って 1 か月の後、個人負担 
の必要がなくなった。拓務省から補助金が支給されたためである。次の一文は桑島による、 
孝治の体験談を筆者が要約したものである16。  
   孝治は友部の日本国民高等学校で 20 日間の訓練を受け、昭和 7 年 6 月 30 日、他の 
   受講生 24 名とともに同地を出発、下関から関釜連絡船で釜山に上陸、旅館の窓か 
   ら日本に向う途中の国際連盟リットン調査団一行をみた。7 月 4 日、北大営に到着、 
   その夜 2・3 発の銃声を耳にし、治安の悪い満州ではたして移民としてやっていけ 
るだろうかと不安を感じた。北大営の日課の 8 割が農民魂の鍛錬陶冶としての開墾 




 ( 4 ) 孝治永豊鎮に入植 








ピッカース式機関銃 3 挺と迫撃砲 2 門、食糧・入植機材が支給され、司令官武藤信義大将 
および参謀副長岡村寧次少尉から訓示を受けた18。同年 10 月 13 日、哈爾濱から汽船に乗
船、松花江を下り佳木斯
ち ゃ む す
に向う。佳木斯には 10 月 14 日の夕方到着した。次は、戦後産経
新聞社のインタビューに応えた孝治の談話である19。                                      
   武装移民というので、隊員には在郷軍人が多く、全員カーキ色の軍服姿でした。編 
                                                  
15  前掲『満州武装移民』71 頁。桑島は本書で明らかにしてはいないが、佐藤孝治が存命中、本人に対
するインタビューを行ったものと思われ、本稿で採用したのはその結果である。しかし、聞き取り
年月日など調査自体の経緯は不明である。  
16  前掲『満州武装移民』73-74 頁。  
17  前掲『満州武装移民』126 頁。  
18  前掲『満州武装移民』128 頁。  
19 「茨城の 50 年 27」「満蒙開拓」『産経新聞』「茨城版」1975(昭和 50)年 2 月 14 日付。  
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に昭和 7 年 8 月の臨時閣議で試験移民の予算を獲得した拓務省だったが、肝心の入植地が








ら江東 12 県の匪賊 3 万を掃討するという役割が付与されており、当面吉林軍に所属する













                                                  
20  工藤儀三郎『彌榮開拓十年誌』康徳 9(1942)年  満洲事情案内所  55 頁。  
21  渡邊千代江編『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』 1938 満州移住教会  167 頁。 
22  前掲『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』166 頁。  






















「議定書」による永豊鎮の移民用地は、可耕地 1 万町歩を含む推定 4 万 5 千町歩で、協
定区内の既耕地は熟地 500 町歩を含む 700 町歩もあり、ここには中国人の地主・農民 99




第 1 に、「議定書」では、「第二条 現在農耕中ノ満洲人ノ生活ニ脅威ヲ及ボサヾルコト」、
「第三条 未耕地を主トシテ選定スルコト」、と定められていること30。第 2 に、第一次移
民団が永豊鎮に入植して 4 ヶ月が過ぎた昭和 8 年 8 月、財団法人東亜経済調査局主催の講
演会に招かれた本団初代団長の市川益平は、その時の講演で「農場から(原住民を‐筆者)
遠く立退かすのは気の毒だから、若し欲せざるものは本年はこれまでの半分を貸与する」、
                                                  
24   前掲『満州武装移民』138-143 頁。  
25   前掲『満洲開拓史』103 頁。  
   前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」118-119 頁。  
26  前掲『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』1938 満州移住協会  169 頁。  
27   前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」137-138 頁。  
28   前掲『満州開拓史』98-100 頁。  
29   前掲『満州開拓史』1966 99-100 頁によると、移民用地に居住して耕作に従事していた地主や小作
はこれより少なかったのであるが、屯墾隊が入植して立退き料を支払うことが発表されたため、匪
賊を恐れて逃げていたものも帰って来たから 400 人になった、と説明されている。  
鈴木隆史『日本帝国主義と満州  下 1900-1946』1992 塙書房  194-195 頁。  
    前掲『満州開拓論』第 4 章「試験移民時代」  注(2) 123 頁。  
山崎芳雄「第一次特別移民用地議定書」『彌榮村要覧』1936(昭和 11)年  満洲移住協会  61 頁。  










その他の住民は村の隅に追いやられて移民団の苦力となったということになるだろう。       
( 5 ) 幹部排斥事件と「大陸の花嫁」募集 
昭和 8 年 4 月 1 日、ともかく第一次移民団全員の永豊鎮入植が完了し34、直ちに入植地
の測量、各部隊の配置、個人家屋の建築、作物の播きつけなどを開始した。このようなな
か、同年 6 月 20 日、現地武装農民の襲撃で山林伐採班 30 名のうち 3 人が死亡した。さら
に同年 7 月にかけて夏季特有の風土病であるアメーバ赤痢が蔓延し、400 名もの罹患者を
















きで詳しい調査も説明もせず 500 人もの若者を極寒の北満の地に送ったのだから。 
結局、幹部排斥事件は、同 8 年 7 月 20 日、第 2 次移民団の 500 名を引率してやってき
た加藤と東宮、他の幹部とともに協議の結果、除名は撤回して自由退団とし、「不良分子」
                                                  
31  市川益平『佳木斯移民の実況』講演速記録  1933 東亜経済調査局  16 頁。  
32 前掲「第一次特別移民用地議定書」『彌榮村要覧』59 頁。  
33  前掲『満州武装移民』229 頁。  
34  前掲『満州開拓史』100 頁。  
35  前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」154-163 頁、長文に付実際の文は省略。  
36  前掲『満州武装移民』1979 教育社  180・196 頁。  
37  加藤完治「武装移民生ひ立の記(終)」、滿洲移住協會『拓け満蒙』復刻版  1938(昭和 13)年 8 月号、  

















ぐ如く導く」ような「大陸の花嫁」招致を計画した41。昭和 8 年 2 月には、東宮は「新日
本の少女よ大陸へ嫁げ」、で始まる内地向けのポスターの図案を自ら製作した42。拓務省で
はその年のうちに花嫁募集を開始したものと思われる。 
その後、3 年間の独身生活という団員の条件は撤回され、同 8 年秋には早くも団員の妻
子 20 名ほどを招致し、その後順次家族が到着した。銃を持った 30 名の花嫁たちが永豊鎮
に入植したのは翌 9 年春だった43。第 2 次千振
ち ぶ り











                                                  
38  前掲『満州武装移民』180・196 頁。  
39  前掲『満州開拓史』1966 113-114 頁。  
40  前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」174 頁。  
41  前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」140 頁。  
42  前掲『滿洲開拓論』第 4 章  注(4) 124-125 頁。小倉圓平宛ての依頼文によると、東宮は原画完成後  
に帰国し自ら拓務省・陸軍省にポスターを提示し、拓務省から発行したいとの考えがあった。  
43  前掲『東宮鉄男伝』「伝記叢書 245」170 頁以降の写真による、頁記載なし。  
東宮撮影の「武装せる花嫁」の写真には昭和 9 年 4 月の日付がみえる。  
44 昭和 9 年の春と秋には 150 名名の花嫁が招致された。また、同 10 年 3 月、同府県 1 名づつの「花
嫁招致隊」が内地に向けて出発し「彼等は同志の花嫁までを殆んど洩れなく調達し了へて、5 月 10
日松花江船便にて依蘭に帰着した」。結局この年には 100 名の花嫁が招致された。  



















第 2 節 「弥栄村」における矛盾の露呈 
永豊鎮に移民団全員が入植を終え住居が必要だった団員たちは、とりあえず移転させた
原住民の空き家を利用したものと思われる、昭和 8 年 4 月末には「原住民はひとりもいな
くなった」はずだったから。同年 4 月 22 日、入植から 20 日ほどで早くも「彌榮村部落用
地ニ関スル議定書」が作られ、「用地ハ成ルベク小、中隊毎ニ集団スル如ク定ルコト」(「第
一条」)と決められ、これを各小隊長が 1 通づつ所持した48。 
「弥栄村」というのは、昭和 7 年 10 月に上陸した佳木斯屯墾第一大隊、すなわち第一
次武装移民が、入植の地である永豊鎮(入植当時は吉林省だったが、満州国設立後の行政区




移ルコトヲ宣ス」と、宣言したのは同 11 年 10 月 15 日のことであり、それは佳木斯上陸
記念の日だった。「弥栄村」は翌昭和 12 年 2 月 11 日から村政を施行したのだが、上記宣
言文が示すとおり、開拓団の経営も村政施行と同時に共同経営から団員個人の独立経営に
                                                  
45 「満洲開拓政策基本要綱」参考資料、前掲『満州開拓史』786 頁。  
46  滿洲国軍事顧問部調査課編『滿洲共産匪の研究』第 2 輯  復刻版  1969 極東研究書出版会 128 頁、  
初版は康徳 4(1937 昭和 12 年)。  
47  前掲「茨城の 50 年 27」『産経新聞』「茨城版」1975(昭和 50)年 2 月 14 日付。  
48 前掲『彌榮開拓十年誌』、「彌榮村部落用地ニ関スル議定書」昭和 8 年 4 月 21 日  138-141 頁。なお、
工藤儀三郎は、「弥栄村」建設当初村の助役兼副組合長に、昭和 12 年 3 月の「第三十六回村会」で
の決議では村長兼組合長の任に当たった、同 112-113 頁。満洲事情案内所分所開設は昭和 15 年 11
月 23 日である 127 頁。  























( 1 ) 土地の配分に関する矛盾 
昭和 9 年 6 月、移民団を率いた初代の市川益平が退任し山崎芳雄が団長に就任した54。








土地は、独立宣言の際に第一次として団員 1 人に対して畑 10 町歩、水田 5 反歩が配分
され、残りの 10 町歩は灌漑の状況を調査し治安が確保された時点で配分されることにな 
っていた。また、配分地以外の山林・原野は林業と共同牧場が経営されることに、それ以
外は村有地として団員が小作することができた。土地の分割は、丘陵の傾斜に直角に 100
メートル、傾斜地に並行して 1,000 メートルをとって 10 町歩にすることを建前とした。
                                                  
50 前掲『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』62-64 頁。  
51 前掲『彌榮村建設の五年‐第一次特別農業移民團経営記録‐』61 頁。  
52  前掲『満州開拓論』109 頁。  
53 前掲『彌榮開拓十年誌』64-85 頁、「特殊班」の記録は 143-159 頁を参照。  
54 前掲『彌榮開拓十年誌』60 頁。  










の完了は「満州開拓政策基本要綱」(昭和 14 年 12 月、以下「基本要綱」と略称‐筆者) 56
および所謂開拓三法すなわち「開拓団法」(昭和 15 年 5 月 満州国勅令第 107 号)・「開拓
農場法」(昭和 16 年 11 月 満州国勅令第 280 号)・「開拓協同組合法」(昭和 15 年 6 月満
州国勅令第 162 号)の制定・施行を待たなければならなかった57。既述のように、昭和 11








上記昭和 8 年 3 月 28 日付の「議定書」で決められた移民用地は、各県の小隊が分散入
植する過程で 3,000 町歩が拡張されていた。単純計算では 1 人 25 町歩×500 人で充分な
広さの用地が確保されていたはずだったが、実測の結果可耕地の不足が判明したという。
この拡張分の用地代負担について、昭和 12 年 10 月 26 日付の満洲拓植公社総裁から、「弥
栄村」に宛てた「第一次彌榮村用地決定ノ件」という文書で、以下 2 つの案が提案されて
いた。それは、①「協定」の 45,000 町歩はそのまま認め、それ以外の「現在移民団ノ使
用シ居ル」3,000 町歩 47,838 円は「弥栄村」で買い取る。②「協定」の 45,000 町歩を満
拓に譲渡し、満拓からは 1 戸 25 町歩として 500 戸分、合計 12,500 町歩が村に譲渡され、
昭和 11 年 12 月現在の戸数 303 戸を、縁故自由移民を推進することによって、当初の予定
数 500 戸にまで充足する。また山林・原野の利用は認める59、と。協議の結果、「弥栄村」
が選択したのは①案で、満州拓植公社の正式な回答がないままこれを基に土地が団員に分
割され、「彌榮村土地ニ関スル議定書」(昭和 12 年 9 月)が作成されたのだった60。 
地権の確定時点で、上記北大営区は「分進地域広範囲なため」2 分され、新たに羽陽区
が設置され、さらに役場や組合関係機関が集中する永豊鎮には永豊鎮区が設置されて全 14
                                                  
56  「満州開拓基本要綱」拓務省拓北局『大東亜共栄圏確立と満洲開拓－第二期五箇年計画の全貌－』  
「開拓史料第六輯」1942 61-72 頁。  
57  「満洲開拓政策基本要綱附属書」満洲開拓史刊行会編・発行『満洲開拓史』1966 786-801 頁。  
58  拓務省拓北局『大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』開拓資料第六輯  1942   
62 頁。昭和 14 年 4 月 20 日、満州国勅令第 81 号「満洲土地開発株式会社法」により満洲土地開発 
株式会社が設立され土地整備事業を担当することになった。前掲『満州開拓史』301 頁。  
59 前掲『彌榮開拓十年誌』100-104、109 頁、  
昭和 12 年 10 月 26 日付、満洲拓植公社総裁から「第一次彌榮村用地決定ノ件」。  






の配置図を『彌榮村史 満洲第一次開拓団の記録』から抜粋し転載した〔図 6-1〕62。 
〔図 6-1〕「弥栄村」配置図 (注 : 図内各区・施設名を付加した。) 
 
                                                  
61 前掲『彌榮開拓十年誌』114 頁。  




































既耕地もかなりあったので、直ちに耕作を始めることが出来」(松下光男編 髙橋 202 頁)、
「馬鈴薯だけでも 2 町歩から蒔いた」(松下光男編 斉藤 196 頁)という。他の区で阿片を栽






















                                                  
63 松下光男『彌榮村史  満洲第一次開拓団の記録』1986 彌榮村史刊行委員会 195 頁、  
斉藤繁次郎による手記「開拓の志士を憶う」。  
64  前掲『彌榮村史  満洲第一次開拓團の記録』1986 彌榮村史刊行委員会、髙橋辰左衛門・  
安孫子正一、斉藤繁治郎の手記‐以下当「手記」引用は(松下光男編  髙橋○○頁)と表記する。  
65  前掲『彌榮村史‐満洲第一次開拓團の記録』378 頁。  
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 ( 2 ) 農業経営上の矛盾と開拓地農法 
① 経営耕作地適正規模の矛盾と団員の地主化 






・農家 1 戸当経営面積は耕地 10 町歩とし、内水田 1 町歩を含む。 
・その他村または部落の共有地として放牧地、採草地、林地等を適宜これに付加する。 
 ・役畜及び用畜として、牛、馬、成牡種豚各 1 頭および緬羊 5 頭を飼養する。 
 ・移民農家は自家労力を主とし自給自足を原則とする自作農経営を為す。 
 ・満拓において移民入植前に予定地内の水田適地全部を、移民に代りて開田し置く。 
 ・畑地は既耕地 1 町歩の外に、入植前に満拓において 4 町 5 反歩を開墾し、その他は 





                                                  
66  満洲国史編纂刊行会編『満洲国史  各論』1971 満蒙同胞援護会  177 頁。  
67  前掲『彌榮開拓十年誌』114-115 頁。  
68  「北満に集団農業移民の経営標準案」(未定稿)「四 移民の営農方針」、  









精いっぱいだったようだ。満州国軍事顧問部の調査によると、昭和 10 年度、第 1 次移民
団のうち 12 戸の農家が、平均僅か 1.7 町歩の農業経営を行うのに雇用した労働者は 6,112
人、労賃支払金額合計 5,179.74 円(1 戸当り 431.6 円)にのぼったという。農業労働者の雇
用にこのような支出を伴うとすれば、不作の年、それは開拓農家に破壊的打撃として襲い




















以上 36 町歩を耕作する中農下層に分類され、平均 19.6 町歩の農地を耕作している。その
場合、家族数は 10.6 人うち労働力は 2.6 人であり、その上に年傭い 1 人、月傭い数人、日





                                                  
69 満洲国立開拓研究所「彌榮村総合調査」開拓研究所資料第 20 号  1942 (康徳 9)、  
  前掲『彌榮村史‐満洲第一次開拓團の記録』555 頁。  
70  前掲『滿洲共産匪の研究』第 2 輯  復刻版  141-145 頁。  
71  入江久夫著・満鉄弘報課編『開拓民問題』1941 中央公論  14-15 頁。  





の耕作地は約 3,000 町歩、総戸数は 301 戸でそのうちの調査対象は 273 戸であり、未調査
の大部分は村外居住の不在地主だったという(松下光男編 557 頁)。〔表 6-1〕は当該調査結
果から作成・掲載した。ここにみられるとおり、「弥栄村」全体の自作畑地面積平均は 3.99
町歩だが、貸付畑地面積の平均は 6.74 町歩にのぼる。 
〔表 6-1〕 
           　　彌榮村屯別農地経営状況　(昭和15年夏現在 畑地のみ 面積単位:町)
屯　名 調査農家 　農家数(戸)  割当地 　　畑地総面積 　1戸当平均畑地 
  戸数  耕作  不耕作 　 総面積  自家耕作   貸付 　自家耕作  貸付
　　A   B     C       D      E      F    G=E/B H=F/A
青森 16 13 3 157.0 28.80 128.20 2.22 8.01
岩手 15 8 7 160.0 26.30 122.70 3.29 8.18
宮城 29 18 11 290.0 48.00 238.00 2.67 8.21
福島 22 18 4 222.0 37.70 177.00 2.10 8.05
長野 29 25 4 299.0 142.15 151.40 5.69 5.22
新潟 26 18 8 266.0 72.65 188.95 4.04 7.27
群馬 26 18 8 260.0 25.70 234.30 1.43 9.01
栃木 13 11 2 130.0 12.80 117.20 1.16 9.02
茨城 12 11 1 120.0 29.95 90.05 2.72 7.51
秋田 13 13 0 130.0 15.00 115.00 1.15 8.85
北大営 21 14 7 232.0 39.10 159.70 2.79 7.60
羽陽 19 15 4 192.7 99.80 77.40 6.65 4.07
山形 32 29 3 324.5 264.70 39.80 9.13 1.24
合計 273 211 62 2783.2 842.65 1839.70 3.99 6.74
屯　名   牧草・採草地 　　　　自家耕作面積別農家戸数
自家耕作 貸付 　0－1.0 町歩 1.1－5.0 町歩 5.1－10.0 町歩
     I    J     戸数  面積  戸数  面積  戸数  面積
青森 8 4.6 3 7.7 2 16.5
岩手 11.0 4 2.8 2 4.5 2 19
宮城 2.0 10 3 5 22 3 23
福島 1.0 12 7 3 7 3 23.7
長野 2 1.1 14 59 9 82.05
新潟 6 3.55 8 29.1 4 40
群馬 12 6.8 5 8.9 1 10
栃木 7 3.3 4 9.5 0 0
茨城 4 1.45 6 18.5 1 10
秋田 10 3 2 5 1 7
北大営 8 4.1 3 7 3 28
羽陽 2 1.2 1 5 12 93.6
山形 3.0 1 0.7 0 0 28 264
1戸平均 0.49 3.27 8.94
合計 16.0 1.0 86 42.6 56 183.2 69 616.85
注:満洲国開拓研究所「彌榮村総合調査」『彌榮村史』昭和61(1986)年　558-560頁「表14」、
   「表15」、 「表16」から作成。   昭和15年現在、彌榮村農家総戸数は301戸、上記資料557頁。  
この数字は各屯によって大きな差があり、自作面積のみでは最大の山形の平均 9.13 町歩
                                                  
73  満洲国立開拓研究所「彌榮村総合調査」開拓研究所資料第 20 号、  
  前掲『彌榮村史‐満洲第一次開拓團の記録』554-557 頁。  
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に対して、栃木では 1.16 町歩と最も少ない(松下光男編 558 頁「表 15」・「表 16」)。調査























小田保太郎が加わり、三谷は第 3 次瑞穂村(北安省綏棱県)に、小田は第 1 次「弥栄村」に、
それぞれ満拓の嘱託として 3 ヶ月間入植ての営農実験が行われた。彼らは北海道から農具
や雌牛を携行し一家を挙げて満州に入植して、自家労力による農業経営を始めたのだった。
その結果は概ね良好であると認められ、康徳 7(昭和 15)年には満州国開拓総局は主要 10
ヶ所の開拓地に開拓農業実験場を設置した。そこには 70 戸の農家が入植し大陸新農法の
創成を目指して実験を開始した77。 





                                                  
74  前掲『大東亜共栄圏確立と満洲開拓‐第二期五箇年計画の全貌‐』開拓資料第六輯  
「附録第一  満洲開拓政策基本要綱」61 頁。  
75  玉真之介『満州開拓と北海道農法』1985 北海道大学農經論叢 41:1-22 11 頁。  
76  松野傳『満洲と北海道農法』1943 北海道農会  9 頁。  















とになり、開拓総局は各省次長宛に開拓総局長通牒「開拓民営農指導要領」(康徳 8 年 1

















農法採用を主張した。とりわけ日満農政研究会の第 2 回総会(昭和 15 年 7 月)の席上におけ
る、加藤の北海道農法への攻撃は激烈で、自身の教え子が指導する開拓団を模範にするよ
                                                  
78 前掲『満洲と北海道農法』35-40 頁。  
79 日満農政研究会新京事務局編『日満農政研究会第二回総会速記録』1940  
村山藤四郎満州側専門委員主査による「適正規模」の説明  86-88 頁。  
80 満洲国立開拓研究書『開拓農家経済調査‐開拓農場適正規模に関する資料‐』  
1942 (康徳 9 年 1 月) 開拓研究書資料第 17 号  18-19 頁。  
前掲『満洲と北海道農法』38 頁。  
  松野は「適正規模調査委員会」の委員を務めた、『日満農政研究会第二回総会速記録』104 頁。  
81  拓務省拓務局『満州開拓政策基本要綱』「基本要領」7 1940 3 頁。  
82 前掲『満洲と北海道農法』1943 41-70 頁。  


















州建設勤労奉仕隊要綱」(康徳 6 年 5 月)による満州建設勤労奉仕隊は、「毎年概ネ十万人」
が想定された86。しかし、内地農村でも労力不足が深刻化した時期に、必要数の若者の満
州への動員が可能だったかどうかについては詳細な検証の必要があるだろう。 
 本節の最後に、『開拓農業実験場営農成績概要』(康徳 8 年 2 月 開拓総局資料第 9 号 営
農資料第 3 号)から、上記開拓実験農家として「弥栄村」に入植した小田保太郎(58 歳)の実
験結果の概要を参考に掲載したい。小田が当村に入植したのは康徳 6(昭和 14)年 3 月であ






人と妻、長男とその嫁、3 人の孫、それに 15 歳の姪の 8 人であり、小田と長男夫婦が主と
して農耕および家畜の飼育を担当した。小田の妻は、農繁期以外は家事に従事している。
この他に現地人の子ども(12 歳、性別不詳‐筆者)を住み込みで雇用し、牛馬の放牧・飼育
等の作業に当らせた。土地は、畑 10 町歩と外に放牧・採草地 10 町歩の購入を予定してい
るものの、面積の測定・地価ともに未定だった。当該調査当時、小田の耕作面積は 8 町 2
反歩だったが、荒地を開墾する必要があったことと、多雨量・多雹など気象条件が悪かっ
                                                  





前掲『満洲と北海道農法』101-102 頁、前掲『日満農政研究会第二回総会速記録』1940 105 頁。  
85   前掲『日満農政研究会第二回総会速記録』159、169 頁、「開拓挺身隊ニ関スル参考案」189-192 頁。  
86 「満洲建設勤労奉仕隊要綱」「満洲建設勤労奉仕隊中央実践本部」作成、北博昭編・解説  







            「弥栄村」における実験農家 小田保太郎の実験結果
　　　　現金収入の部          現金支出の部  翌年2月までの予定経費
　　　(昭和14年3月～10月 ) 　労賃 　   22.40円   労賃       25.60円
　牛乳代 　　 1,899.26円 　(牛追いの現地子ども)  種子・肥料代       50.00円
(1升0.3円10月分225円加算) 　装蹄費   　10.20円 (満拓より斡旋を受けたもの)
　労賃 　 　　15.00円  家畜衛生費   　21.00円   装蹄費       10.00円
　合計   　  1,924.26円   農具費     107.35円 　　小計       85.60円
  14年度の現金収入予定   飼料費     301.00円   支出総額     734.05円
　　　3,115.00円   畜舎費        1.50円   家計費   1,217.71円
　小計     463.45円
 臨時農具費     185.00円
























                                                  
87  開拓総局『開拓農業実験場営農成績概要』1941(康徳 8 年 2 月 ) 開拓総局資料第 9 号   
営農資料第 3 号、17-25 頁を要約・掲載した。  
88  佐藤孝治編『大八洲開拓史』1975 大八洲開拓農業協同組合。  
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たように、日本・満州両国連名で「基本要綱」が発表されたのは、昭和 14 年 12 月である。
それに伴い同 15 年 5 月には満州国勅令第 107 号をもって「開拓団法」が、続く同年 6 月



















色は次のようなものだった(佐藤 2 頁)。 









                                                  
89  前掲『滿洲開拓論』238 頁。  
90  関東軍司令部が作成した、昭和 13 年 12 月 1 日付「極秘  移民根本国策決定ノ為ノ重要検討事項(案)」  
に基づく検討会は、「満洲開拓政策基本要綱」公布前の検討会だと思われる。  
不二出版『満州移民関係資料集成』第 2 巻  1990  283-297 頁。  
91 前掲『滿洲開拓論』238 頁。  














とができる階層は、14 町歩以上 36 町歩を耕作する中農下層で、平均 19.6 町歩の農地を耕
















いう(佐藤 18-19 頁)。現実に、敗戦直前の「大八洲」の、満拓からの借入金合計は 520,000







 考えられる理由の第 2 は、既に稼働していた「弥栄村」では、孝治が希望する経済機構
                                                  












( 1 )「大八洲開拓団」の生産組織‐「共働」の原則‐ 






























いたことを確認することができる(佐藤 62 頁)。部落ごとの世帯数は後掲〔表 6-3〕のとお










はあるが、敗戦直前の「大八洲」は、移植日本馬 32 頭、満蒙馬 35 頭、乳牛 7 頭、鮮牛
195 頭、綿羊 210 頭、乳用山羊 25 頭、豚 13 頭、家兎 260 羽、鶏 950 羽、家鴨 70 羽を飼
                                                  
95 「大八洲開拓団略図」を転載、前掲『大八洲開拓史』62 頁。  




落がそれぞれの生産拠点であり、実行会となって構成員は連帯責任を負った(佐藤 16 頁)。 
〔図 6-2〕(注 :図内番号は〔表 6-3〕の部落名と対応させ、施設名も付加した。) 
 
 〔表 6-3〕 
      「大八洲開拓団」内部落配置および世帯数





























室 2 室、井戸 2 眼、仕込みタンク 4 基、釜場 4 基、味噌擂り機特号 1 台、発動機 1 台、搾





かった97。この加工場は同 16 年、19 年の 2 回にわたり増改築し、続けて精穀工場、搾油
工場、農業倉庫なども初期の段階で建築し「団運営の基礎」の拡大・強化を図った(佐藤
4-6 頁)。当然ながらこの一連の施設建設は開田や開墾と同時並行で行われた。 
水田は、昭和 15、16 両年に各 50 ㌶を新たに開田し即播きつけを行ったが、この時点で















ところまで経営が安定していたという(佐藤 15 頁)。 
 ( 2 )「大八洲開拓団」の負債償還構想 ‐「共有」・「公平」の原則‐ 
孝治の団運営の独自性を表わす第 2 の施策は、借入金の返済計画にあったといえる。こ
れについて孝治は次のように述べ、借金全額を設備の建設に回したことを明らかにしてい
る(佐藤 19 頁)。 
  それは常に借りた時から団員の総力を労働によって蓄積して置く事である。団員の 
日常働いた結果は、各人の生活を維持した残余はすべて消費される事なく本部に蓄 
                                                  
97  前掲『大八洲開拓史』12 頁、造林計画は昭和 18 年に樹立し、各家の屋敷、神社の境内、防風林な
どに 3 万本、同 19 年には 8 万本、同 20 年には多数の団員が応召したなか、女性・子どもが中心









































                                                  































光子を医者がわりとして半ば強引に「大八洲」に迎えたようだ、昭和 20 年 2 月のことだ







ている(佐藤 16 頁)。 
 ( 4 )「大八洲開拓団」での生活の諸相‐妻たちの回想を中心に‐ 





                                                  
99  阿部金一(山形県開拓課入植係)から佐藤孝治、髙橋辰左衛門宛書簡『天幕の診療所と白井博士』  
  11 月 25 日付 (発信年未記載)、加藤光子氏所蔵。  
100 「開拓醫師養成機関(佳木斯醫科大學、開拓醫學院)設立趣旨」、「康徳七年度開拓庁長会議々事録」、
前掲『満州移民関係資料集成』第 4 巻  1992  165-170 頁。  





































昭和 20 年 3 月のことで、きいはその時数えの 18 歳だった。また、満州で孝治の養子にな
った紀之に、戦後嫁いだ佐藤加代子(昭和 14 年生まれ)は、孝治から「手伝ってほしい」と
                                                  
102  加藤光子の回想、2014(平成 26)年 3 月 30 日、同 9 月 9 日両日、加藤氏の自宅での聞き取り調査。 
103  陳野守正『「満州」に送られた女たち－大陸の花嫁』1992 梨の木舎  172-191 頁、  
   「大陸の花嫁を選んだ動機」。  






される。石原は調査日を明確にしていないが、スヅが昭和 58 年 12 月には他界しているこ
とから、聞き取りは昭和 50 年前後に行われたのではないかと推測される。 
① 佐藤スヅ‐満州に憧れて‐昭和 12 年 4 月「弥栄村」北大営区に入植。彼女は大正 3















② 花輪ふく‐環境を変えたくて‐昭和 12 年 4 月「弥栄村」北大営区に入植。花輪ふく













                                                  
105  2014(平成 26)年 3 月 30 日、日置の聞き取り調査による。  
106  前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』52-54 頁。  
107 前掲『彌榮開拓十年誌』219 頁。  
108 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』50-51 頁、  





③ 安藤まさ‐封建的なイエの桎梏から逃れて‐昭和 10 年 10 月「弥栄村」北大営区に























発したのはいつ頃か明確にされていないが、口述の内容から昭和 18 年 12 月 10 日前後の
ことだと思われる112。 
 ⑥ 加藤光子‐昭和 20 年 2 月‐勤務病院の院長の命により「大八洲開拓団」の加藤恒夫
に嫁ぐ。筆者は、平成 26 年 3 月 30 日、11 月 6 日の 2 回にわたり、加藤光子氏にインタ
ビューを行った。その時彼女は 93 歳だったがお元気で、インタビューの依頼を快く承諾
してくださった。光子は大正 11年 2月 11日生まれで長崎県北松浦郡鷹島村の出身である。
生家は菓子製造業を営み比較的裕福な環境で育った。彼女は男 2 人女 4 人兄弟の次女であ
                                                  
109 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』51 頁、  
     花輪ふくの口述から。石原八重子による「花輪フク」の口述は 63-65 頁。  
110 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』48-50、  
     61-63 頁、安藤まさの口述記録。  
111 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』47-48、83 頁、  
     斉藤いせよ口述記録。  





















































                                                  
113 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』76-77 頁、  




 前章で詳述されたとおり、「満州開拓第 2 期 5 ヶ年計画要綱」(昭和 16 年 12 月閣議決定、









第 4 節「大八洲開拓団」‐引き揚げから国内開拓へ‐ 
「徹底した大家族的な協同体制は、彼らが満洲から持ち帰ることができた、唯一の貴重



















 昭和 20 年 8 月 9 日、満州「大八洲」にソ連参戦の情報がもたらされ、翌 10 日の根こそ
ぎ動員により 45 歳までの全男子団員が招集された。同 11 日現在、団内の応召者は 75 名
                                                  
114 前掲『大東亜共栄圏確立と満洲開拓－第二期五箇年計画の全貌－』開拓史料第六輯  73-75 頁。  
115  全国開拓民自興会は、昭和 21 年 9 月 1 日、満州からの引き揚げ者を中心として、内地入植の促進 
と就職の世話をするために発足した。茨城県開拓民自興会の発足は、同 22 年 4 月だったが、発起  
人 9 名のなかに「大八洲開拓団」の佐藤孝治の名がみえる、  
茨城県開拓十年史編集委員会『茨城縣開拓十年史』1975 茨城県開拓十周年祭委員会  235-238 頁。 
116 菊田義男  全國開拓民自興會編『国内開拓はうまくゆくか :開拓地の実例』発行年未記載。  
117  前掲『大八洲開拓史』124 頁。  
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に馬車は 1 台減り 2 台減じて残ったのは光子の家の馬車「ひとつかふたつ」だったという
























収容所に収容されていた一行が、8 月 10 日に根こそぎ招集され
敗戦と同時にソ連軍に抑留されていた孝治たち 10 名の団員と、そこで奇跡的に再会し、









( 1 ) 「共働」による難民生活 
長春市に着いた「大八洲」の一行には、当面の宿舎として西陽区菊水の陸軍官舎跡が割
り当てられたが、孝治はすぐそばの壊れた空き家を改修し、そこに協同炊事場および加工




を受けた。この一連の作業は長春市に到着直後の昭和 21 年 10 月中旬から進められた。翌
21 年 1 月早々、孝治が率いる「大八洲」は、民団西陽区と難民救済のための味噌の納入契
約を締結した、1 月分は 1.5 トンだった。同時進行で濁酒醸造を開始、再び更生資金 8,000
円の融資を受けて加工場拡張に踏み切った。同年 3 月、暖かくなるとともに、孝治は団の
全体会議を開いて営農に着手することを決定、4 月 2 日、長春市政府から借地し温床の蒔
きつけを行った。また、難民生活の長期化に備え、125kg もある雌豚を 1 頭 5,000 円で購
入し飼育を開始した。なお、上記一連の食品加工と収支決算は、『大八洲開拓史』に孝治が
掲載した表から抜粋・作成し後掲した(〔表 6-4〕〔表 6-5〕参照‐筆者)。 
昭和 20 年 10 月に長春市に避難した孝治たち団員は、男 32 人(うち 14 歳以下の子ども
20 人)、女 53 人(うち 14 歳以下の子ども 16 人)、合計 85 人だった。その中から、炭鉱労
働など外部で稼ぐことができる者は賃仕事にでかけた。本隊の食品加工生産が軌道にのる
と団員は極力これに従事し、昭和 20 年 10 月から翌 21 年 7 月までの加工場での労働日数















            昭和20年10月～昭和21年7月までの長春市での食品加工統計
  生産合計   販売数量  販売金額 自家消費高 加工味噌原料
 味噌醸造   42,636.50Kg  36,157.00Kg   267,164円   3,580.50Kg    1,575.00Kg
 醤油醸造    4,345.20L   3,817.80L 　26,028円     300.60L
 濁酒醸造    4,140.00L   3,610.80L    64,555円     511.20L
 甘酒製造      315.00L        9.00L         130円 　  306.00L
 軟化葱      483.50Kg     359.50Kg      3,473円      124.00Kg
 もやし栽培      717.50Kg       71.50Kg         386円 　 696.00Kg
 乾燥味噌      325.00Kg      210.00Kg     11,625円   　 40.00Kg
 鉄火味噌      555.00Kg      477.50Kg     47,750円       77.50Kg




　　　　　　　    昭和20年10月～昭和21年7月までの長春市での現金出納表
　収入の部 　支出の部
　  項目 　 金額 　　項目 　　　金額        項目 　　金額
　借入金 　71,650円 　公租負担        3,924円 　旅費交際費 　  48,537円
　補助金  　   7,700円 　営農備品        8,228円 　被服費       1,821円
　加工収入   543,187円 　加工備品      31,915円 　医療費       7,749円
　勤労収入     10,841円 　加工原料 　 269,054円 　貸付金     12,952円
　農産収入 　　 7,937円 　食料費       83,120円 　消耗費       2,432円
　預り金       9,477円 　償還金       58,453円 　家畜費       5,000円
　貸付戻金 　 12,969円 　販売運送         1,972円 　預り金戻       9,485円
　雑収入       9,891円 　労力費       28,789円 　借入金利子       2,150円
　光熱費       51,084円 　雑費       9,237円
     合計   673,652円
     残高     37,750円 　　合計    635,902円
       昭和21年7月現在資産調書
　現金・施設・備品等資産      現金・施設・備品等負債 計 　差引財産
  103,250円     90,250円
    ※負債の13,000円は出納表に未記載のため、資産と相殺したものと思われる。
     出典:佐藤孝治編『大八洲開拓史』48-49頁から抜粋、作成。
　　　　13,000円
 
昭和 21 年 6 月 9 日、西陽更生市場に代用ビールなど生産物を並べて開店する。同 30 日、
帰国の際の携行食糧として、民団から乾パンの製造を受注し、かまどを創り製造を開始し
                                                  
118 前掲『聞き書き  大地を拓いた女たち－満州開拓から近代農法に行き着いて－』132-133 頁、  




た。7 月 4 日、帰国用副食物として鉄火味噌の製造を委託され着手する、帰国の噂がいよ
いよ現実になる予感。「人間界の変転をよそに、自然界には異変なしか」、孝治はこのよう
に記録し望郷への念を深めた。「熟すばかりのトマトを見、収穫を待つばかりの茄子の色つ





 ( 2 ) 引き揚げ後の「共働」体制‐「手ある者は手を腹あるものは腹を」‐ 
引き揚げ後の「大八洲」でも、徹底した「共働」体制により彼らの生活基盤を創り上げ
た。一行は、昭和 21 年 7 月 14 日に長春遺送第 24 大隊に編入されて同地を出発、葫蘆島
から引き揚げ船 VO27 号に乗船、同月 28 日に舞鶴港に入港した。ところが船内でコレラ
患者が発見されたため、下船が中止になり船は佐世保に回航されて、ようやく上陸許可が


















沼地区に全員が入植できることに決まった(佐藤 72 頁)。 
   利根川と鬼怒川の合流点に近い三角州で、一目で北満の湿地帯を連想するような見 


















結局、この堤防が完成したのは入植から丁度 10 年目の昭和 30 年で、しかもこの地区は遊
水地になっており、溢流堤の名が示すとおり堤防の一部が 280 ㍍にわたって低く造られ、
利根川が危険水位に達すると開拓地区に水が流入するよう設計されていた。同 33 年の 22






ンだった120。菊田によると、昭和 22 年 5 月に初めて「大八洲」を巡回した時目にしたの
は、組合事務所の入口の「今日の作業」と書かれた木の板と組合員の名札だった。この事
務所は、入植直後菅生村樽井部落の集会所を借りて設置した(佐藤 73-74 頁)。作業表には
購販 2 名、建設 3 名、出張 2 名、農耕 26 名、工事場 9 名、休養 2 名、看護 1 名、入院 3













                                                  
119 前掲『国内開拓はうまくゆくか :開拓地の実例』「大八洲開拓組合」20 頁。  
なお同著は出版年を明記していないが、『大八洲開拓史』に菊田の同文が掲載されており、そこに  
は昭和 22 年 5 月頃の「大八洲開拓組合」の状況が記されているという。ここから同著の出版は昭  
和 22 年 5 月以降だろうと推測される。  












じた有畜農業を基盤にした組織づくりだったことが理解される(佐藤 124 頁)。 
  まず、百戸計画の組合として 1 戸当たり耕地を平均 1.5 ㌶割り当てられるとして、 
総面積 150 ㌶となるが、その配分地の所有権は各個人にあるようにしても、耕作権 
を組合に帰属して置き、その耕作方法は、畜力・機械力を充分取り入れれば、1 戸 
当たりの労働力を大人 3 人と換算して、二毛作地帯でも 5 ㌶の耕作能力があるので、 
5 ㌶単位の耕作専業農家を作れば、150 ㌶で 30 戸の専業農家が生れる。(中略‐筆 
者)そうすれば耕作には必要のない 70 戸の余剰労力が生れるので、その内から全耕






物資の不足を背景に、当面の「外貨」獲得および塩の自給手段として、昭和 22 年 1 月 27











ろうか(佐藤 89-90 頁)。 







想 思い出すままに‐開拓医として』121のなかからの抜粋である。これは、平成 26 年 11
月、筆者が恒夫の妻の加藤光子にインタビューに伺った際、彼女から譲り受けた A4 サイ
ズの用紙 4 頁程度の簡単な記録である。なお、加藤夫妻は昭和 21 年 9 月、孝治とともに
引き揚げたが、一端長崎県にある光子の実家に身を寄せ、その後恒夫は九州の大学病院で
勤務医をしながら医師免許を取得した。 
















‐昭和 22 年 8 月 6 日)122。以下、孝治の記録からの抜粋である。加藤医師もまた、「大八
洲」の団員として組織に組み込まれていたことが判る。 













昭和 22 年 2 月 21 日、「大八洲」は茨城県知事の認可を受け大八洲開拓組合として出発
                                                  
121  加藤恒夫「回想  思い出すままに‐開拓医として」(記録年月日未記載)、加藤光子氏所蔵。  
122 「開拓年譜」、前掲『大八洲開拓史』185 頁。  
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用地 26,000 町歩を取得し、入植者 10,000 戸、増反者 20,000 戸の定着計画を樹立し、こ
の所管のため開拓課が設置された。翌 21 年、県は入植、増反の区別を明確にし、選考基




思われる。菅生沼地区に入植した翌月昭和 21 年 12 月、「大八洲」は「茨城県指令開第 781
号」により、1 戸当たり 17,000 円、そのうち越冬資金として県から 1 戸当たり 1,700 円と
いう開拓者資金交付の指令を受け、事実上の入植承認を受けた(佐藤「開拓年譜」183 頁)。
翌 22 年 11 月、「農業協同組合法」(法律第 132 号)が公布されると126、「大八洲」でも当該
法律施行に基づく法人結成のための作業に取りかかった。設立が認可されたのは昭和 23
年 3 月で、法人としての大八洲開拓農業協同組合が正式に発足し(佐藤 186-187 頁)、その
既定による支援の対象になった。 




植当時 40 世帯だったが復員や郷里からの加入があり、昭和 30 年には 80 世帯に増加して
いた(佐藤 163 頁「組合戸数人口動態」)。また入植当時 0.7 ㌶だった耕作地面積は、同 30
年には 100 ㌶を越え、同 48 年に至ると 232.5 ㌶に拡大した(佐藤 164 頁「経営耕地及び付
帯地の推移」)。同年、約 100 ㌶の田んぼからの米の収穫は 411.4 ㌧と膨大な量にのぼった
(佐藤 165 頁「主要農作物の作付と収量の推移」)。同年時点の家畜類は、役肉牛成牛・子
牛合計 162 頭、乳牛成牛・子牛合計 786 頭、豚 2,576 頭に増加していた(佐藤 167 頁「家
畜飼養頭羽数の推移」)。以上の統計をみると、「大八洲」は引き揚げ後入植した菅生沼地
区を中心とした開拓で、初めて真の開拓団として確たる地位を築いたの感がある。孝治が
                                                  
123 前掲『茨城縣開拓十年史』224-225 頁。  
124 前掲『茨城縣開拓十年史』184-185 頁。  
125 前掲『茨城縣開拓十年史』136、126-130 頁。  




















































が追求した理念の特殊性が浮かびあがった、それは第 4 章で詳述した。 





















































































































  『明治学院大学大学院社会学研究科社会学研究紀要』第 27 号 2003 
  本投稿原稿は修正・加筆し、その一部を本稿第 1 章および第 3 章に組みこんだ。 
 2、研究ノート「青年団の満州移民創出活動について 
‐山形県最上地方の青年団名簿分析を中心に‐」 
  『明治学院大学大学院社会学研究科社会学専攻紀要』第 29 号 2005 
  本投稿原稿は修正・加筆し、その一部を本稿第 2 章および第 5 章に組みこんだ。 
 3、研究ノート「日露戦後における青年団の組織化過程 
‐山形県最上郡及位村『塩根川向上会』を事例として‐」 
  『明治学院大学大学院社会学研究科社会学研究紀要』第 30 号 2006 
    本投稿原稿は修正・加筆し本稿第 1 章および第 4 章に組み込んだ。 
 4、論文「戦前期、山形県下青年団の組織と性格」 
  『佛教大学大学院紀要 文学研究科篇』第 41 号 2013 
    本投稿原稿は修正・加筆し、本稿第 2 章に組み込んだ。 
 5、論文「山村部落青年団の弁論会、その史的考察 
‐山形県『塩根川向上会』を事例にして‐」 
  『佛教大学大学院紀要 文学研究科篇』第 42 号 2014 
     本投稿原稿は修正・加筆し、本稿第 4 章に組み込んだ。 
 6、研究ノート「戦前期の青年団「塩根川向上会」の記録にみる 
『満州』および『満州移民』」 
  『佛教大学大学院紀要 文学研究科篇』第 43 号 2015 
  本投稿原稿は、修正・加筆し、本稿第 5 章に組み込んだ。 
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                           場  所 茨城県常総市 
                           撮影日 2015.06.21 
                                                      撮影者 日置麗香 
博士学位請求論文  
近代日本の山村部落における青年団  
‐山形県及位村  塩根川向上会の「自治」と「会員相互の向上弥栄」‐  
【訂正表】                       2016.01.28 日置麗香  
 
◆ 事実関係の誤記訂正  
76 頁  5 行目 (誤 ) 長男でもあり ⇒ (正 ) 跡とりでもあり  
    10 行目  (誤 ) 長男清美 ⇒ (正 ) 清美  
206 頁 9 行目 (誤 )大八虎河上 ⇒ (正 )大八虎力河上  
214 頁 25 行目 (誤 ) 昭和 21 年 10 月中旬 ⇒ (正 ) 昭和 20 年 10 月中旬  
 
◆ 事実関係以外の誤記訂正  
                  ( 誤 )  ⇒  ( 正 )       
・11 頁 22 行目 米の産米高 ⇒ 産米高  
・13 頁 8 行目    評議員加えた ⇒ 評議員に加えた  
24 行目 同省地方局が編纂し、「戦後の地方経営」の指針として編纂されたもの  
⇒ 同省地方局が「戦後の地方経営」の指針として編纂したもの  
・14 頁 18 行目 御趣旨を ⇒ 御趣旨ヲ  
・15 頁  16 行目  始めて  ⇒  初めて  
     18 行目  諸言  ⇒  緒言  
・17 頁   7 行目 明治 38 年年  ⇒ 明治 38 年  
       24 行目 「青年団体の  ⇒ 「青年団体ノ  
・19 頁 27 行目 調査ヲ審議シ ⇒ 調査審議シ  
・20 頁   7 行目 奉戴べきこと ⇒ 奉戴すべきこと  







・23 頁  17 行目  ソ連軍  ⇒  ロシア軍  
・26 頁 29 行目   活動してき団体 ⇒ 活動してきた団体  
・31 頁  11 行目  ふたつに教育の重点が ⇒ ふたつに重点が  
・35 頁   3 行目  半官半民的団体は ⇒ 半官半民的団体には  
・40 頁 30 行目 青年団の動きの牽制し ⇒ 青年団の動きを牽制し  
33 行目 第一回全国青年団大」が ⇒ 第一回全国青年団大会が  
・41 頁 26 行目 1 道庁 3 府県 34 県 ⇒ 1 道庁 3 府 34 県  
・47 頁 33 行目～48 頁 1 行目 、明治 38 年 12 月 27 日付文部省普通学務局長通牒  
               「青年団ニ関スル件」 ⇒ ※重複につき削除  
・71 頁 17 行目 ふたつに教育の重点が ⇒ ふたつに重点が  
・72 頁最下行  であるである ⇒ である  
・75 頁  〔表 2-4〕 9 段目  郡山不二農村   ⇒  群山不二農村  
・90 頁 19 行目 水車稲・架 ⇒ 水車・稲架、20 行 薬草類等など ⇒ 薬草類など  
・121 頁  8 行目 軽減分の ⇒ 軽減分を  
・128 頁 19 行目 別項で詳細されるが ⇒ 別項で詳述されるが  
・139 頁 33 行目 分析 (2)では、 ⇒   分析 (2)では前述の分析枠  
・143 頁  2 行目 対応したのという ⇒ 対応したのかという  
9 行目 之カ対策ヲ及フ ⇒ 之カ対策ニ及フ  
・144 頁 39 行目 占めており ⇒ 占められており  
・146 頁   4 行目 モデルに経済再建の幻想を ⇒ モデルに幻想を  
・151 頁 25 行目 国弊ニ円を ⇒ ※ニを漢数字に訂正  
・153 頁   2 行目  入植し ⇒ 入植させ  
12 行目 計畫 ⇒ 計画  
・159 頁 10 行目 創設過 ⇒ 創設過程  
12～ 13 行目  且開拓団組織ノ健全ナル発達ヲ促進スル為  ⇒  ※重複につき削除  
・162 頁 15 行目   実施すること決定  ⇒ 実施すると決定  
・165 頁   9 行目 5 月日 1 日 ⇒ 5 月 1 日  
・175 頁 32 行目 及位村長名から ⇒ 及位村長から  
・176 頁 25 行目 在席中 ⇒ 在籍中  
・178 頁 11 行目 ゆとりのあるなければ ⇒ ゆとりがなければ  
・195 頁 10 行目 康徳 4(昭和 12 年 )12 月 1 日 ⇒ 康徳 4(昭和 12)年 12 月 1 日  
 17 行目 加えられことになった ⇒ 加えられることになった  
・204 頁   9 行目 八虎力河岸地区に与フ」⇒八虎力河岸地区ニ与フ」  
・208 頁 4 行目 保障 ⇒ 補償  
・216 頁   3 行目 望郷への念 ⇒ 望郷の念、37 行目   ニ、三年⇒※ニを漢数字に訂正  
